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厚生労働省は、平成 30（2018）年 1 月に「副業・兼業の促進に関するガイドライン」を策

定し、副業・兼業の促進の方向性や、労働時間や労働者の健康確保等の留意事項をまとめて

いる。 

当機構では、副業を行う労働者の割合や、労働者が実施する副業の形態、業種、副業を行

う理由等について把握し、副業者の就労状況を確認するためのアンケート調査を実施し、

2024 年 7 月に『副業者の就労に関する調査』（調査シリーズ No.245）として公表している

が、副業・兼業に関する施策の検討に当たっては、副業・兼業に関する企業側の支障や懸念

点、副業を認める場合の雇用契約等についての実態も把握する必要がある。 

このため、副業・兼業を許可する企業及び受け入れている企業の実態や課題等について、

企業ヒアリング調査を実施した。 

本資料シリーズが、副業・兼業の促進において、政労使当事者の方々の参考になれば幸い

である。 

 

2026 年 9 月 

独立行政法人 労働政策研究 ･ 研修機構 

理事長  藤 村 博 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

調査担当者 

氏 名 所 属 

奥田
お く だ

 栄二
え い じ

 労働政策研究・研修機構 調査部部長 

奥村
おくむら

 澪
みお

 労働政策研究・研修機構 調査部調査員 

郡司
ぐ ん じ

 正人
ま さ と

 労働政策研究・研修機構 リサーチフェロー 

 

  



 

 

 

目 次 

 

第Ⅰ部 総論 ···································································· 1 

 

第１章 副業・兼業に関する企業ヒアリング調査の調査の概要 ························ 2 

１．調査の概要 ································································ 2 

２．調査名 ···································································· 2 

３．調査対象と調査期間 ························································ 2 

４．設問の内容 ································································ 3 

 

第２章 ヒアリング調査結果の概要 ················································ 5 

１．企業属性 ·································································· 5 

２．厚生労働省「ガイドライン」の認知度 ········································ 7 

2-1．厚生労働省「副業・兼業の促進に関するガイドライン」 ····················· 7 

2-2．厚生労働省「ガイドライン」に対する企業の認知度 ························ 13 

３．副業・兼業を認めた時期、経緯・背景 ······································· 15 

3-1．副業・兼業を認めた時期、経緯・背景 ···································· 15 

3-2．副業・兼業を容認する目的・期待すること ································ 18 

４．副業・兼業の容認状況（自社の従業員が副業・兼業をする場合） ··············· 19 

4-1．副業・兼業の対象となる労働者、副業・兼業先における就業形態 ············ 19 

4-2．副業・兼業制度に係る事例の概要 ········································ 21 

4-3．副業・兼業制度の概要 ·················································· 35 

4-4．副業・兼業制度を設計するうえでの企業の考え方 ·························· 38 

4-5．副業・兼業の運用の状況 ················································ 47 

4-6．副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題、懸念点等 ············ 54 

５．他社から副業・兼業を受け入れる場合の労働時間管理等 ······················· 57 

5-1．採用に際して、他に本業を持っているかを確認することの有無 ·············· 57 

5-2．他社から副業・兼業を受け入れる場合の労働時間管理等（過去３年間の状況） 59 

６．調査からわかったことのまとめ ············································· 65 

 

第Ⅱ部 事例編 ································································ 69 

事例１：A 社（製造業（輸送用機械器具製造業）） ································ 70 

事例２：B 社（製造業） ······················································· 79 

事例３：C 社（製造業（食品製造業）） ·········································· 88 

事例４：D 社（金融業（証券会社）） ············································ 94 



 

 

 

事例５：E 社（小売業（コンビニエンスストア）） ································ 98 

事例６：F 社（小売業） ······················································ 107 

事例７：G 社（外食産業） ···················································· 111 

事例８：H 社（旅行業） ······················································ 114  
 



 

－1－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅰ部 総論 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

－2－ 

第１章 副業・兼業に関する企業ヒアリング調査の調査の概要 

 

１．調査の概要 

厚生労働省は、平成 30（2018）年 1 月に「副業・兼業の促進に関するガイドライン」を策

定し、副業・兼業の促進の方向性や、労働時間や労働者の健康確保等の留意事項をまとめて

いる。 

当機構では、副業を行う労働者の割合や、労働者が実施する副業の形態、業種、副業を行

う理由等について把握し、副業者の就労状況を確認するためのアンケート調査を実施し、

2024 年 7 月に『副業者の就労に関する調査』（調査シリーズ No.245）として公表している

が、副業・兼業に関する施策の検討に当たっては、副業・兼業に関する企業側の支障や懸念

点、副業を認める場合の雇用契約等についての実態も把握する必要がある。 

このため、副業・兼業を許可する企業及び受け入れている企業の実態や課題等について、

企業ヒアリング調査を実施した。 

本調査は、厚生労働省労働基準局 労働条件政策課の要請調査である。 

 

２．調査名 

「副業・兼業に関する企業ヒアリング調査」 

 

３．調査対象と調査期間 

ヒアリング対象企業については、副業・兼業の許可企業を中心に選定した。その際、副業

を許可している業界（副業に積極的な業界）、副業者を受け入れている業界（結果として副業

者が多くなっていると思われる業界（小売等））について選定している。対象企業の業種及び

規模については可能な限り多様なものとなるよう選定した。 

ヒアリングを実施した企業及び、実施期間は図表 1 のとおり。調査期間は、主に 2024 年

10 月～2025 年 3 月。当該期間にヒアリングを実施した企業は 8 社であり、当該 8 社から事

例掲載の許可が得られた（本調査は、匿名の調査としている）。ヒアリング時間は 1 回につ

き、1 時間～1 時間半程度。各事例のヒアリング結果は、事例編に収録している。 
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図表 1 ヒアリング調査対象、実施時期  

 

 

４．設問の内容 

ヒアリング調査は、以下のヒアリング項目に基づき実施した。 

本調査では、副業・兼業について、自社の従業員が他社等で副業・兼業をする場合と、自

社が他社からの副業・兼業者を受入れている場合の両面から企業ヒアリングを行っている。 

 
 

１．企業属性 

２．適用労働時間制度 

３．厚生労働省「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の認知度 

４．副業・兼業を認めた（他社から副業・兼業者を受け入れた）時期、経緯・背景等 

＜貴社の従業員が他社等（業務委託契約、起業、自営を含む）で副業・兼業をする場合＞ 

５．副業・兼業の容認状況 

・認める対象となる労働者・業務の範囲 

・副業・兼業先における就業形態（雇用／非雇用）、就業内容 

・副業・兼業先における労働時間の上限の設定 

・禁止事項（秘密保持、社内設備不使用、競業避止その他）の設定等 

６．副業・兼業をする場合の労働時間管理等（過去 1 年間） 

・副業・兼業を認めている状況（雇用／非雇用別、件数、事例など） 

・副業・兼業先の企業における労働時間の把握、労働時間の通算、割増賃金の計算、副業・兼業者の賃金の

決定等 

・副業・兼業先の企業との調整 

・競業避止義務を定めている場合 

・副業・兼業者に健康管理のための措置を講じているか。 

・副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題、懸念点等 

７．採用に際して、他に本業を持っているかを確認することの有無 

 

業種 業態 ケース名 実施時期 聞き手

輸送用機械器具製造業 A社 2024年11月28日 奥田、郡司、奥村

製造業 B社 2024年11月26日 奥田、郡司、奥村

食品製造業 C社 2025年2月3日 奥田、郡司

金融業 証券会社 D社 2024年11月26日 奥田、郡司、奥村

コンビニ事業 E社 2024年10月18日 奥田、郡司、奥村

小売業 F社 2025年2月20日 奥田、郡司、奥村

飲食サービス業 外食産業 G社 2025年2月7日 奥田、郡司、奥村

生活関連サービス業 旅行業 H社 2025年3月11日 奥田、郡司、奥村

※本調査は、企業名等は匿名としていることから、企業名称はアルファベットで表記している。

製造業

小売業
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＜貴社が、他社から副業・兼業を受入れている場合＞ 

８．貴社が他社から副業・兼業を受け入れる場合の労働時間管理等（過去３年間の状況） 

・受け入れている業務内容・職種 

・受け入れている副業・兼業者の就業形態等（雇用／非雇用、契約期間、報酬等）。 

・副業・兼業者に対して競業避止義務を定めている場合 

・副業・兼業者について、どのような健康管理のための措置を講じているか。 

・副業・兼業者を受け入れたことによる効果・影響、実務上の課題、懸念点等 
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第２章 ヒアリング調査結果の概要 

 

１．企業属性 

企業属性は図表 1-1 のとおり。ヒアリング対象企業の業種は、製造業（A 社、B 社、C 社）、

金融業（証券会社）D 社、小売業（E 社、F 社）、外食産業 G 社、旅行業 H 社――の 8 社で

ある（詳細については、本報告書所収の「事例編」参照）。なお、以下の表記では、各社の制

度名称等は様々であるが、できるかぎり「副業・兼業」の名称で統一表記する。ただし、各

社の制度名や就業形態等は各事例の名称によっている。 

 

図表 1-1 企業属性  

 

 

 

 

業種 業態 ケース名 事業概要（特徴等） 部門や職種などの特徴 主な労働時間管理制度

輸送用機

械器具製

造業

A社

主な事業概要として、①資源・エ

ネルギー事業、②社会インフラ事

業、③産業機械事業、④航空・

宇宙事業――の4つの事業領

域。

職種は、事務・技術系列において、事務系では、営業、調達、

管理、人事財務など。技術系では、研究開発、開発・設計、品

質管理、生産技術、情報システムなどがある。技能系列（工場

等）では、製造、検査などの職種がある。

フレックスタイム制度と裁量労働制など。

製造業 B社

主な事業概要として、IT系のシス

テム関係等、電力、鉄道等、産

業系の様々な製品をシステムで

繋ぐ事業――3つの柱で幅広く事

業を展開。

職種は、研究開発、設計開発、システムエンジニア（SE）、品

質保証、生産技術、調達、生産管理、営業、人事、経理など

様々。全従業員のうち、間接部門（オフィス系）に95％が配

属、残り5％が直接部門（製造系）に配属。2021年には管理

職を対象として、「ジョブ型人財マネジメント」の基盤となる「ジョブ

ディスクリプション」（Job Description 、職務記述書）を導

入。2022年から一般社員に対象を広げている。

労働時間制度としては、間接部門（オフィス

系）のほとんどにフレックスタイム制度が適用。

その他、専門業務型裁量労働制（R&Dや

SEの一部）、企画業務型裁量労働制（管

理系の一部）の適用者もいる。職種によって

は月単位の変形労働時間制が適用されてい

る者もいる。

食品製造

業
C社

主な事業概要として、食品・飲料

等の製造販売。

主な職種では、研究、生産・工場、営業、開発・マーケティング、

スタッフ（財務経理、人事、広報、経営企画等）など。

労働時間制度としては、フレックスタイム制度が

適用されている。製造部門やシフト制が組まれ

ている部門では変形労働時間制が適用されて

いる者がいる。

金融業 証券会社 D社 金融業（証券会社）

部門を大別すると、リテール部門（個人向け）、ホールセール部

門（法人向け）の営業部門に加え、市場部門（トレーディング

等）の3つに分けられる。

フレックスタイム制や裁量労働制

コンビニ事業 E社
業態はフランチャイズシステムによ

るコンビニエンスストア事業。

主な職種としては、①本社のバックオフィス業務（店舗開発、物

流、システム、経営企画、経理財務、管理（人事・人財育成・

法務）等）、②スーパーバイザー（本社とFC店をつなぎFC店の

経営コンサルティングや指導を行う仕事）、③直営店のスタッフ―

―がある。

労働時間制度は、通常の労働時間管理制

度。直営店の場合、交替勤務（夜勤）あ

り。

小売業 F社 小売店舗をチェーン展開。

従業員のほとんどが店舗で勤務。従業員の雇用形態はフルタイム

正社員（週40時間勤務）とパートタイム（週40時間未満）で

分かれている。正社員の一部（管理職以上）に年俸制正社員

がいる。パートタイムは、週20時間以上勤務できることが採用条

件。平均的には週30時間前後の勤務の者が多い。

本社は通常の勤務時間管理。店舗はシフト

制（完全週休2日制）。

飲食サー

ビス業
外食産業 G社

多店舗展開している。事業所の

形態は、店舗、工場、本社があ

るが、ほとんどの従業員が店舗で

勤務している。

従業員の雇用形態は正社員とパート・アルバイト等。

正社員の労働時間制度は、1か月単位の変

形労働時間制。パート・アルバイトは時給制の

シフト勤務。

生活関

連サービ

ス業

旅行業 H社

主な事業概要としては、旅行業、

旅客鉄道会社及びその他の運輸

機関の乗車船券類の発売に関

する事業、観光地の開発並びに

旅行及び観光施設に関する事業

など。

主な職種では、渉外営業、店頭販売、仕入造成、Webマーケ

ティング、電話販売などがある。
ー

※「ー」は非公開情報（以下同じ）。

製造業

小売業
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以下、企業属性の主な特徴を記す。 

① 製造業 

「製造業」では、輸送用機械器具製造業 A 社、製造業 B 社（IT 系のシステム関係等、電

力、鉄道等、産業系の様々な製品をシステムで繋ぐ事業の 3 つの柱で事業展開）、食品製造業

C 社の 3 社である。主な労働時間制度としては、A 社、B 社は、フレックスタイム制度や一

部に裁量労働制等を適用している。C 社はフレックスタイム制度を適用している。なお、B

社は、2021 年に管理職を対象として、「ジョブ型人財マネジメント」の基盤となる「ジョブ

ディスクリプション」（職務記述書）を導入し、2022 年から一般社員に対象を広げていると

いう特徴もある。 

 

② 金融業 

証券会社 D 社は、部門を大別するとリテール部門（個人向け）、ホールセール部門（法人

向け）の営業部門に加え、市場部門（トレーディング等）の 3 つに分けられる。適用労働時

間制度は、フレックスタイム制や裁量労働制である。 

 

③ 小売業 

「小売業」は、コンビニエンスストア事業を行っている E 社（以下、「コンビニ事業 E 社」

という）と小売店舗をチェーン展開している F 社（以下、「小売業 F 社」という）の 2 社で

ある。 

コンビニ事業は、フランチャイズ本部（E 社）とコンビニ店舗によって構成される。E 社

はフランチャイズシステムにより、店舗を運営・経営するための商品・物流・品質管理・マ

ーケティングなどの様々なものを提供するフランチャイザーであり、フランチャイズ店（加

盟店。以下、「FC 店」という）とフランチャイズ契約を結んでいる。FC 店の雇用主は店舗

オーナーであり、E 社ではない。店舗のほとんどが FC 店であり、残り数％は E 社が直接経

営している直営店である（以下、「直営店」という）。 

E 社の主な職種としては、①本社のバックオフィス業務（店舗開発、物流、システム、経

営企画、経理財務、管理（人事・人財育成・法務）等）、②スーパーバイザー（本社と FC 店

をつなぎ FC 店の経営コンサルティングや指導を行う仕事）、③直営店のスタッフ――があ

る。適用労働時間制度は、通常の労働時間管理制度。直営店の場合、交替勤務（夜勤）があ

る。 

新入社員の最初の配属先は、基礎教育期間（1 年半～2 年）として、直営店になる場合が通

常である。その後の配属では、大半がスーパーバイザーを 3～4 年経験し、その後、スーパー

バイザーを継続するパターンと、本社スタッフとして配属されるパターンに分かれる。 

直営店ではアルバイトの採用がある。直営店 1 店舗あたり 15 人程度のアルバイトを雇っ

ているため、直営店全体のアルバイトは 8,000 人程度になる。直営店では、アルバイトの採
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用権限は店長にあり、本社人事課にはない。 

小売業 F 社は、従業員のほとんどが店舗で勤務している。従業員の雇用形態はフルタイム

正社員（週 40 時間勤務）とパートタイム（週 40 時間未満）に分かれている。正社員の一部

（管理職以上）に年俸制正社員がいる。パートタイムは、週 20 時間以上勤務できることが採

用条件であり、平均的には週 30 時間前後勤務する者が多い。F 社としては、パートタイムの

雇用において、主として同社で働いてもらうこと（週 20 時間以上勤務）を前提としている。

適用労働時間制度は、本社は通常の勤務時間管理だが、店舗はシフト制（完全週休 2 日制）

である。 

 

④ 飲食サービス業 

外食産業 G 社は、多店舗展開しており、事業所の形態には、店舗、工場、本社があるが、

ほとんどの従業員は店舗で勤務している。適用労働時間制度は、正社員は 1 か月単位の変形

労働時間制であり、パート・アルバイトは時給制のシフト勤務である。 

 

⑤ 生活関連サービス業 

旅行業 H 社の事業概要としては、旅行業、旅客鉄道会社及びその他の運輸機関の乗車船券

類の発売に関する事業、観光地の開発並びに旅行及び観光施設に関する事業などである。主

な職種は、渉外営業、店頭販売、仕入造成、Web マーケティング、電話販売などである。 

以上の企業はいずれも大企業であるが、非正社員の比率が高い企業としては、コンビニ事

業 E 社、小売業 F 社、外食産業 G 社がある。これらの企業では、非正社員の多くが店舗に

配属されているという特徴がある。それ以外の企業においても、おおむね非正社員はいるが

（製造業 A 社の有期契約社員等の非常勤者、B 社の期間従業員・パート従業員など）、基本

的に、正社員が大部分を占めている。以上の企業のうち、外食産業 G 社のみが事実上、副業・

兼業を禁止しており、それ以外の企業はおおむね許可制で副業・兼業を認めている（この点

の詳細は、後述）。 

 

２．厚生労働省「ガイドライン」の認知度 

2-1．厚生労働省「副業・兼業の促進に関するガイドライン」 

①政府の主な取組等 

副業・兼業に関するこれまでの政府の主な取組、及びガイドライン関係について以下にま

とめる1。 

厚生労働省は、「働き方改革実行計画」（平成 29（2017）年 3 月 28 日）において、「労働

 
1 第 205 回労働政策審議会労働条件分科会（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_65974.html）、資料「労働時

間法制の具体的課題について（テレワーク等の柔軟な働き方、副業・兼業、管理監督者、労働時間の情報開示）」

（https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001595979.pdf）において、「副業・兼業に関するこれまでの主な

取組」や、「副業・兼業の促進に関するガイドラインについて（概要）」などについてまとめられている。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_65974.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001595979.pdf
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者の健康確保に留意しつつ、原則副業・兼業を認める方向で、副業・兼業の普及促進を図る」

とされたことを受けて、平成 30（2018）年 1 月に「副業・兼業の促進に関するガイドライ

ン」を策定し、副業・兼業の促進の方向性や、労働時間や労働者の健康確保等の留意事項を

まとめている。 

併せて、モデル就業規則についても、副業・兼業を原則認める内容に改定している（以下

は改正前、改正後）。 

 

モデル就業規則（改正前） 

（遵守事項） 

第 11 条 労働者は、以下の事項を守らなければならない。 

⑥  許可なく他の会社等の業務に従事しないこと。 

モデル就業規則（改正後） ※令和５（2023）年７月に再改正したもの 

（副業・兼業） 

第 70 条 労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事することができる。 

２ 会社は、労働者からの前項の業務に従事する旨の届出に基づき、当該労働者が当該業務に従事すること

により次の各号のいずれかに該当する場合には、これを禁止又は制限することができる。 

① 労務提供上の支障がある場合 

② 企業秘密が漏洩する場合 

③ 会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合 

④ 競業により、企業の利益を害する場合 

 

令和 2（2020）年 9 月には、「成長戦略実行計画」（令和 2（2020）年 7 月 17 日）におい

て、副業・兼業の環境整備を行うために労働時間の管理方法のルール整備を図ることとされ

たこと等を踏まえ、令和 2（2020）年 9 月にガイドラインを改定し、副業・兼業に関する労

働時間管理や健康確保等のルールの明確化を行っている。令和 2（2020）年 9 月における主

な改定内容は以下のとおり。 

 

・労働時間の通算が必要となる場合、労働時間を通算して適用される規定の明確化 

・所定外労働時間の通算の方法（原則的な労働時間の管理方法）の明確化 

・「管理モデル」による労働時間管理の方法（簡便な労働時間の管理方法）の明確化 

・労使の話し合い等を通じた、副業・兼業を行う労働者の健康確保措置の実施 

 

令和 4（2022）年 7 月には、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」（令和 4

（2022）年 6 月 7 日）等において、労働者の多様なキャリア形成を促進する等の観点から、

副業・兼業を推進する旨が決定されたことにより、令和 4 年 7 月にガイドラインを改定し、
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企業に対して、副業・兼業への対応状況についての情報公開を推奨することとしている。 

 

②厚生労働省「副業・兼業の促進に関するガイドライン」2 

厚生労働省「ガイドライン」の主な概要を、厚生労働省「副業・兼業の促進に関するガイ

ドラインわかりやすい解説」（以下「パンフレット」という）に基づき記載する。 

パンフレットでは、副業・兼業を認めるにあたって、「副業・兼業に関する裁判例では、労

働者が労働時間以外の時間をどのように利用するかは、基本的には労働者の自由であるとさ

れており、裁判例を踏まえれば、原則、副業・兼業を認める方向で検討することが適当」と

している。 

先述のとおり、パンフレットでは、副業・兼業に関する規定の一例として、モデル就業規

則を掲載している（再掲）。 

 

（副業・兼業） 

第 70 条 労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事することができる。 

２ 会社は、労働者からの前項の業務に従事する旨の届出に基づき、当該労働者が当該業務に従事すること

により次の各号のいずれかに該当する場合には、これを禁止又は制限することができる。 

① 労務提供上の支障がある場合 

② 企業秘密が漏洩する場合 

③ 会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合 

④ 競業により、企業の利益を害する場合 

 

また、パンフレットでは、副業・兼業に係わる労働時間の通算管理についても記載されて

いる。 

労働基準法第 38 条第 1 項では、「労働時間は、事業場を異にする場合においても、労働時

間に関する規定の適用については通算する。」と規定されており、また、「事業場を異にする

場合」とは事業主を異にする場合をも含むとされている（以下、「労働時間の通算規定」とい

う）。パンフレットでは、労働契約の締結の先後の順に所定労働時間を通算し、次に所定外労

働の発生順に所定外労働時間を通算することによって割増賃金を計算する方法か、あらかじ

め設定したそれぞれの事業場における労働時間の範囲内で労働させる管理モデルを利用する

かのいずれかとされている。 

労働者が行う副業・兼業の形態によっては、企業は労働者の副業・兼業先の労働時間も通

算して管理する必要が生じるため、副業・兼業の内容を事前に労使双方で確認することが重

要としている。なお、労働時間通算の対象とならない場合においても、過労等により業務に

 
2「副業･兼業の促進に関するガイドラインわかりやすい解説」（以下、「パンフレット」という）参照。本節の記

載（図表含む）は、「パンフレット」によっている。 
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支障を来さないよう、対象者からの申告等により就業時間を把握すること等を通じて、就業

時間が長時間にならないよう配慮することが望ましい、としている。 

所定労働時間の通算（原則的な労働時間管理の方法）では、所定労働時間を通算した結果、

自社の労働時間制度における法定労働時間を超える部分がある場合は、その超えた部分が時

間外労働となり、時間的に後から労働契約を締結した企業が自社の 36 協定で定めるところ

によってその時間外労働を行わせることになる。パンフレットでは、原則的な労働時間管理

の方法について次のように例示している（図表 2-1）。 

 

図表 2-1 所定労働時間の通算（原則的な労働時間管理の方法）（一部抜粋） 

 

 

一方、パンフレットでは、使用者は、自社の労働時間と労働者の自己申告等により把握し

た他社での労働時間を通算するほかに、あらかじめ労働時間についてそれぞれ上限を設定す

る簡便な労働時間管理の方法（管理モデル）によることもできる、としている。 

管理モデルとは、自社と副業・兼業先の労働時間を通算して、法定労働時間を超えた時間

数が時間外労働の上限規制である単月 100 時間未満、複数月平均 80 時間以内となる範囲内

において、各々の事業場における労働時間の上限を設定する方式である（パンフレットの「管

理モデルのイメージ」参照）（図表 2-2）。 

自社と副業・兼業先の双方で所定外労働がある場合は、労働時間の申告等や労働時間の通

算管理において、労使双方の手続上の負荷が高くなることが考えられる。パンフレットでは、

管理モデルは、「労使双方の手続上の負荷を軽くしながら、労働基準法に定める最低労働条件

が遵守されやすくなる方法」としている。 
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図表 2-2 管理モデルのイメージ（一部抜粋） 

 

 

パンフレットは、副業・兼業の確認について、使用者は、労働者からの申告等により、副

業・兼業の有無・内容を確認することや、使用者は、届出制など副業・兼業の有無・内容を

確認するための仕組みを設けておくことが望ましいなどとしている。そのため、パンフレッ

トでは、届出制や管理モデル導入（通知）のための様式例も記載している。 

例えば、副業・兼業に関する届出様式例には、副業・兼業の有無・内容を確認するための

労働者からの届出について「副業・兼業に関する届出様式例」が収録されている。様式例で

は、副業・兼業の形態（雇用／非雇用）や事業所の名称、従事する業務内容、労働契約締結

日等（契約期間）、所定労働時間（所定労働日／所定労働時間／始業・終業時刻）、などの記

載欄がある。 

また、管理モデルでは、一般的には、副業・兼業を行おうとする労働者に対して、使用者

A（副業・兼業を行おうとする労働者と時間的に先に労働契約を締結する使用者）が管理モ

デルにより副業・兼業を行うことを求め、労働者及び使用者 B（副業・兼業を行おうとする

労働者と時間的に後から労働契約を締結する使用者）がこれに応じることによって導入され

ることが想定されることから、「管理モデル導入（通知）様式例」も収録されている。 

様式例では、使用者 A と使用者 B との間で設定した労働時間の範囲内で、副業・兼業者に

労働させることから、「自社における 1 か月間の時間外・休日労働の上限（A）に、他社にお

ける 1 か月間の労働時間（所定労働時間及び所定外労働時間）の上限（B）を通算して、時

間外・休日労働の上限規制の範囲内とするとともに、上限（B）の範囲内で労働させること」

や、「上限（B）の範囲内の労働時間について、他社から割増賃金が支払われること」、などが

明記されている。様式例では、時間外・休日労働の上限規制は、時間外労働と休日労働の合

計で単月 100 時間未満、複数月平均 80 時間以内とすること（労働基準法第 36 条第 6 項第 2

号及び第 3 号）などの注記もされている。 
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図表 2-3 パンフレットに収録されている様式例（抜粋） 

副業・兼業に関する届出様式例  

 

管理モデル導入（通知）様式例 

 

 

なお、パンフレットでは、健康管理についても以下のように記載している。 

 

・使用者は、労働安全衛生法に基づき、健康診断、⾧時間労働者に対する面接指導、ストレスチェックやこ

れらの結果に基づく事後措置等（健康確保措置）を実施しなければならない。 

・健康確保措置の実施対象者の選定に当たって、副業・兼業先における労働時間の通算をすることとはされ

ていないが、使用者の指示により当該副業・兼業を開始した場合は、当該使用者は、原則として、副業・

兼業先の使用者との情報交換により、それが難しい場合は、労働者からの申告により把握し、自らの事業

場における労働時間と通算した労働時間に基づき、健康確保措置を実施することが適当である。 

・使用者が労働者の副業・兼業を認めている場合は、健康保持のため自己管理を行うよう指示し、心身の不

調があれば都度相談を受けることを伝えること、副業・兼業の状況も踏まえ必要に応じ法律を超える健康

確保措置を実施することなど、労使の話し合い等を通じ、副業・兼業を行う者の健康確保に資する措置を

実施することが適当である。 

 

そのほか、パンフレットは、副業・兼業に関する情報の公表について、「企業は、労働者の

多様なキャリア形成を促進する観点から、職業選択に資するよう、副業・兼業を許容してい
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るか否か、また条件付許容の場合はその条件について、自社のホームページ等において公表

することが望ましい」などとしている。 

 

2-2．厚生労働省「ガイドライン」に対する企業の認知度 

厚生労働省「副業・兼業の促進に関するガイドライン」（以下、「ガイドライン」という）

に対するヒアリング対象企業の具体的な活用事例をまとめたものが図表 2-4 である。 

それによれば、ガイドラインの認知度は高く、とくに許可制による副業・兼業制度を導入

した企業では、実際に自社の制度設計にも活用している（輸送用機械器具製造業 A 社、製造

業 B 社、食品製造業 C 社、証券会社 D 社、旅行業 H 社）。また、副業・兼業を禁止している

外食産業 G 社においても、自社のパート・アルバイトに副業・兼業者がいる可能性があるこ

とから、ガイドラインは一通り目を通している、という。 

ガイドラインでは、労働者の健康確保に留意しつつ、原則、副業・兼業を認める方向で、

副業・兼業の普及促進を図ることを求めているが、例えば、食品製造業 C 社は、ガイドライ

ンにある「労働者が労働時間以外の時間をどのように利用するかは、基本的には労働者の自

由である」という考え方について、副業・兼業制度の設計の根本を考えるうえで、参考にな

ったとしている。時代背景としても、今回のヒアリング対象企業では、2020 年代に副業・兼

業を認めているケースが多いが、当時、副業・兼業で他社事例を参照することが困難（他社

事例が少ない等）であった点も踏まえると、ガイドラインは希少な情報源の役割を果たして

いたようだ。C 社は、「制度設計のよりどころとして、ガイドラインを参考にした」としてい

る。 
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図表 2-4 厚生労働省「ガイドライン」の具体的な活用事例 

 

 

制度設計面でとくに参考にされているのは、モデル就業規則の禁止・制限に係る 4 つの事

項（①労務提供上の支障がある場合②企業秘密が漏洩する場合③会社の名誉や信用を損なう

行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合④競業により、企業の利益を害する場合）であ

る。これらの事項を自社に当てはめて、副業・兼業の許可条件のなかに、禁止・制限事項を

盛り込んでいるケースがほとんどである（B 社、C 社、D 社、H 社）。これらの許可条件は、

個々の企業の実情に応じて、社内規定や自社のガイドライン策定に落とし込む形で、独自に

制度設計がなされている（就業規則、社内規定では B 社、H 社等、ガイドライン策定では A

社等）。 

また、労働時間の通算規定への対処でも、ガイドラインは活用されている。例えば、輸送

用機械器具製造業 A 社の副業・兼業制度は、社外兼業・他社雇用を認めているため、兼業者

経由による兼業先（雇用主）への通知文「兼業先における労働時間の取扱いについて」を作

成している。通知文はパンフレットの「管理モデル導入（通知）様式例」を踏まえて作成さ

れている。管理モデルを導入すれば、労働時間の範囲内で、副業・兼業者に労働させること

になり、かつ、上限時間の範囲内において、後から労働契約を締結する副業・兼業先から割

増賃金が支払われることも明確化される。 

なお、外食産業 G 社は、ガイドラインについて、「現状では、実態として副業・兼業者が

業種 業態 ケース名 厚生労働省「ガイドライン」の具体的な活用事例

輸送用機

械器具製

造業

A社

A社の「兼業制度に関するガイドライン」策定に際して、厚生労働省「ガイドライン」を参考にしている。A社の副業制

度は、社外兼業・他社雇用を認めているため、兼業者経由による兼業先（雇用主）への通知文「兼業先におけ

る労働時間の取扱いについて」を作成している。通知文は厚生労働省・ガイドラインを踏まえて作成されている。

製造業 B社

厚生労働省「ガイドライン」については、モデル就業規則の副業・兼業の規定例において、副業を禁止・制限できる

4つの場合（①労務提供上の支障がある場合②企業秘密が漏洩する場合③会社の名誉や信用を損なう行為

や、信頼関係を破壊する行為がある場合④競業により、企業の利益を害する場合）について、参考になった、とし

ている。ガイドラインに沿って、就業規則等も整備している。副業制度の導入にあたっては、本人向けガイドライン、

上長向けガイドラインも作成しており、その作成においても活用している。

食品製造

業
C社

厚生労働省「ガイドライン」については、制度導入前に参考にしている。制度導入前（2018年頃）、「副業に対

する企業のスタンスは、どの企業も一律禁止か、曖昧だったりする中で、同社としても他社の導入事例を参照すること

が難しかった。そういう意味では制度設計のよりどころとして、ガイドラインを参考にした」という。具体的には、導入前

の検討において、副業を許可制にする上での条件の設定の検討だけでなく、「労働者が労働時間以外の時間をど

のように利用するかは、基本的には労働者の自由である」という考え方についても、副業制度の設計の根本を考える

うえで、参考になったとしている。

金融業 証券会社 D社

厚生労働省「ガイドライン」については、副業制度導入の際に制度設計をするうえで参考にしている（モデル就業規

則等。ただし、運用面では、副業で認める業務範囲の設定や、管理面で負荷がかからない制度にする等、D社独

自の制度設計も行っている。

飲食サービ

ス業
外食産業 G社

厚生労働省「ガイドライン」については、パート・アルバイトにおいて、実態として副業・兼業者がいる可能性があること

から参考として一通り目を通している。ガイドラインについては、「現状では、実態として副業・兼業者が多くいる可能

性があるものの、後から契約を結んだ会社が超過勤務（残業手当）を払わなければならないこと、それは本人の自

己申告に基づくもので、その自己申告の内容を副業先の会社に確認する必要はないとされているが、それを会社の

ルールにして、副業・兼業者に申し出るよう求めることや、自己申告による残業代を支払うことは、なかなかできない」

との認識も示した。

生活関連

サービス業
旅行業 H社

厚生労働省「ガイドライン」も参考にしている。とくに、副業に関する規定部分における禁止事項については、厚生労

働省「ガイドライン」で示されているモデル就業規則の①労務提供上の支障がある場合②企業秘密が漏洩する場

合③会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合④競業により、企業の利益を害す

る場合――について参考にした、としている。社内規程においても、これらの事項はすべて盛り込まれている。

製造業
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多くいる可能性があるものの、後から契約を結んだ会社が超過勤務（残業手当）を払わなけ

ればならないこと、それは本人の自己申告に基づくもので、その自己申告の内容を副業先の

会社に確認する必要はないとされているが、それを会社のルールにして、副業・兼業者に申

し出るよう求めることや、自己申告により残業代を支払うことは、なかなかできない」との

認識を示している。労働時間の通算規定により、労働時間の通算が必要となる場合には、企

業は労働者の副業・兼業先の労働時間も通算して管理する必要が生じるが、労基法の通算規

定自体が副業・兼業の導入是非の判断につながっていることが示唆される。 

以上を総じていえば、副業・兼業の他社事例を参照することが困難な時代において、ガイ

ドラインは、副業・兼業制度の導入是非の判断、及び導入の制度設計をする上で、有益な情

報源になっていた。企業は、自社の従業員に副業を認める場合には、ガイドラインの禁止・

制限事項を参考に、企業の実情に応じて制度設計をしている。また、労働時間の通算規定へ

の対処も制度設計には影響を与えている。例えば、他社雇用の副業・兼業を認める場合、自

社のガイドラインにおいて管理モデルを参考にしているケースもみられた。 

 

３．副業・兼業を認めた時期、経緯・背景3 

3-1．副業・兼業を認めた時期、経緯・背景 

副業・兼業を認めた時期、経緯・背景をまとめたものが図表 3-1 である4。 

 

  

 
3 ヒアリングの質問項目では、「副業・兼業を認めた（他社から副業・兼業者を受け入れた）時期、経緯・背景等」

としていたが、今回のヒアリング対象では、他社から副業・兼業者を受け入れる制度設計はみられなかったた

め、本節では、自社の従業員が副業・兼業をする場合の副業・兼業を認めた時期、経緯・背景を記載する。 
4 ヒアリング対象企業では、もともと副業・兼業を認めていた企業もある（輸送用機械器具製造業 A 社、旅行業

H 社）。これらの企業は当時、積極的に副業・兼業を推奨していたわけではない。2020 年代に副業・兼業を促

進するため、ガイドラインの改訂等も行っている。図表 3-1 の導入等の時期は、その年を記している。 
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図表 3-1 副業・兼業を認めた時期、経緯・背景  

 

  

業種 業態 ケース名
導入等の時

期
経緯・背景

輸送用機

械器具製

造業

A社 2021年

2021年1月に、社外兼業制度、社内副業制度を導入。もともと、従来から兼業について就業規則上、本

人からの申請のうえ、兼業は認められていたが、積極的に同制度の活用を促すようなメッセージ発信はしてお

らず、兼業の実績も多くはなかった。しかし、多様な働き方へ対応する必要性、従業員の成長やイノベーショ

ンを後押しする効果への期待から、改めて兼業の活用が注目されていたことを背景として、「自律的なキャリ

ア形成や多様な働き方を会社として促進するため」、2021年1月に、兼業制度の積極的活用を促す「兼

業制度に関するガイドライン」を策定のうえ、全従業員に展開している。

兼業制度は、主に中堅・シニア層を対象とした①セカンドキャリア形成、全従業員を対象とした②自己啓発

（社外での多様な経験）、③副収入の確保――を目的としている。

製造業 B社 2023年

2021年以降導入を進めている「ジョブ型人財マネジメント」の一環として、社内副業制度、及び社外副業

制度を導入している。ジョブ型は、職務を明確にすることで、ジョブに応じた配置をすることに主眼があるが、そ

の半面、それぞれのポジション・職務や必要なスキル・経験を明確にした後は、働く本人が自分がやりたい仕

事に向けて、自律的に能力開発をしていくことが重要となってくる。自律的なキャリア形成をするうえで、会社

側がサポートする施策の一つが社外副業制度ということになる。

副業制度導入のコンセプトの一つとしては、同社の事業領域以外での課題解決、地域・社会貢献活動等

の新たな挑戦機会を拡げ、自律的なキャリア形成や成長を促進するとともに、その副業で得られた成果を、

本業に還元してもらい、さらには、エンゲージメント向上につなげることがあげられる。また、二つ目のコンセプト

として、同社は、働き方改革の下で柔軟な働き方を推進していることから、副業を認めることで、自社（本

業）・副業先いずれにおいても、自律的な働き方を促すことも目的としている。

食品製造

業
C社 2019年

導入経緯としては、中期経営計画（2016年から3年間）の中で定義された働き方改革への取り組みが

発端となっている。働き方改革では、業務効率化やワーク・ライフ・バランスの推進等の取り組みがトップダウ

ンで盛り込まれた。業務が効率化されれば、可処分時間が増加するとの観点から、その時間をライフ（家族

や余暇、自己研鑽等）に、従業員の意思に応じて使えるように制度改正が検討された。その選択肢の一つ

として、副業制度の整備がなされた。

金融業 証券会社 D社 2020年

2020年に「多様な働き方」の選択肢を提供するための施策として、①週4日勤務制度、②週3日勤務制

度、③副業制度、④チャレンジ休暇制度（入社4年目以降の社員に対して、大学院進学や海外留学等

のキャリアアップを図る目的で、6ヶ月～最長3年の休職を認める制度）を導入した。副業解禁は、当時、

社会で副業が注目され始めていた頃であったこともあり、「多様な働き方」施策の一環として導入された面が

ある。副業解禁の目的について、社員のスキルアップ、キャリア開発支援等をあげている。

コ ン ビ ニ 事

業
E社 2020年

副業を認めたきっかけは、2020年の新卒採用時に趣味のイラストで収入を得ている学生から、入社後も趣

味の範囲内で活動を続け、イラストで収入を得ることは副業にあたるのか問い合わせがあったため。新卒者の

採用時に副業を認めたことから、これを新卒者だけではなく、全社員にも適用することとなった。社員向けに

案内したところ、既存の社員からも副業の申請があがってくるようになった。

小売業 F社

2016年

（パートタイ

ム）

F社は、フルタイム正社員（週40時間勤務）については副業を原則禁止にしている。パートタイム（週40

時間未満）については、もともと副業を認めていたが、2016年にパートタイムの就業規則に副業に係わる規

程を追加している。改定した理由は、「（社会的に、）副業がトピックとして話題になってきたため」。

飲食サー

ビス業
外食産業 G社 副業禁止

副業・兼業を推奨していない理由については、「（G社は店舗を多く運営しており、）ほとんどの正社員は店

舗で勤務している。繁忙期や人手不足等から正社員に一定の残業が発生している中で、個々の正社員に

残業の極端な業務過多が発生しないように、同エリア内の正社員が他店舗のヘルプで対応するなど、助け

合いながら、運営している。もし副業・兼業を積極的に推奨してしまうと、副業・兼業者に対してヘルプでの

調整配置が困難になる等、現場が回らなくなる可能性があるため、推奨していない」という。一方、非正社

員については、副業・兼業について、就業規則で定めていない。実態として、パート・アルバイトについては、副

業・兼業者がいる可能性はあるが、その把握はしていない。

生活関連

サービス業
旅行業 H社 2020年度

コロナ禍以前は、会社として副業を禁止又は推奨もしていなかったが、コロナ禍による業績不振により社員の

給与・ボーナスがカットされる中、社内から副業を希望する声が多くあったため、副業のルールを明確化するガ

イドラインを2020年度に設け、副業を行いやすい環境を整えた。ガイドラインを設けた当初は、経済的損失

を埋める目的で副業をする社員が多かった。現在は自分の得意分野の延長、NPOに参画して地域活性活

動に従事するなど、自らのスキルやキャリアを高めることを目的に副業している社員もいる。副業やボランティア

などの社外での活動を通じて、自分の好きなこと、自分の得意なことの経験を高めながら、社外でも通用す

る経験として自社以外における労務経験も持つことで、社員自らがバリューを発揮し、定年後も見据えた主

体的なキャリア形成がなされることを期待している。

※外食産業G社は副業・兼業禁止である。小売業F社は正社員は副業・兼業禁止であるが、パートタイムは副業・兼業が認められている。

製造業

小売業
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まず、副業・兼業を認めた時期では、今回のヒアリング対象企業では、2020 年前後あたり

が多い。当時の時代背景を簡単に記すと、2016 年に発足した政府の「働き方改革実現会議」

の議論を発端として、働き方改革の社会的な時流が動き始めている。副業・兼業については、

先述のとおり、2017 年の「働き方改革実行計画」において、「労働者の健康確保に留意しつ

つ、原則副業・兼業を認める方向で、副業・兼業の普及促進を図る」との方針が示され、2018

年には、「副業・兼業の促進に関するガイドライン」を策定、モデル就業規則の改訂版も作成

されている。2019 年には、残業時間の上限等を定めた働き方改革関連法が施行された。 

ヒアリング対象企業の導入経緯においても、「働き方改革」と「多様な働き方の推進」とい

うキーワードがおおむね共通してみられ、これらの社会的な時流が副業・兼業を認める契機

となっているケースが目立つ（輸送用機械器具製造業 A 社、証券会社 D 社、小売業 F 社等）。 

例えば、小売業 F 社は、もともとパートタイムについては副業・兼業を認めていたが、副

業・兼業が「トピックとして話題になってきた」ことを契機として、就業規則上に副業・兼

業の規定を追加している。非正社員比率が高い小売業は、パート・アルバイトの副業・兼業

が結果的に生じやすい業界といえる。それだけに F 社は、ガイドラインを踏まえ、コンプラ

イアンス的な観点も盛り込みつつ、自社に適した副業・兼業の制度設計をしている（この点

について後述）。 

一方、副業・兼業が注目を集めてきた時代背景はあるものの、今回の企業事例では、社会

的な時流に単に呼応するだけでなく、自社独自の働き方改革や多様な働き方推進に係わる制

度設計の一環として、すなわち、自律的なキャリア形成や多様な働き方を促す一手段として、

副業・兼業制度を積極的に位置づけているケースも目立つ（製造業 B 社、食品製造業 C 社、

D 社等）。 

例えば、製造業 B 社は、「ジョブ型人財マネジメント」の一環として、社内副業制度、及び

社外副業制度を導入している。ジョブ型は、職務を明確にすることで、ジョブに応じた配置

をすることに主眼があるが、その半面、それぞれのポジション・職務や必要なスキル・経験

を明確にした後は、働く本人が自分がやりたい仕事に向けて、自律的に能力開発をしていく

ことが重要となってくる。自律的なキャリア形成をするうえで、会社側がサポートする施策

の一つが社外副業制度である。 

輸送用機械器具製造業 A 社も、多様な働き方に対応する必要性、従業員の成長やイノベー

ションを後押しする効果への期待もあり、自律的なキャリア形成や多様な働き方を会社とし

て促進するため、副業・兼業制度の積極的活用を促す「兼業制度に関するガイドライン」を

策定し、全従業員に展開している。 

食品製造業 C 社においても、中期経営計画（2016 年から 3 年間）の中で定義された働き

方改革への取り組みが発端となっている。働き方改革では、業務効率化やワーク・ライフ・

バランスの推進等の取り組みがトップダウンで盛り込まれている。業務が効率化されれば、

可処分時間が増加するとの観点から、その時間をライフ（家族や余暇、自己研鑽等）に、従
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業員の意思に応じて使えるように制度改正が検討された。その選択肢の一つが副業・兼業制

度である。 

他方、コロナ禍という時代背景から、社員の要望に応じて副業・兼業制度を整備した企業

もある。旅行業 H 社は、コロナ禍以前は、会社として副業を禁止又は推奨もしていなかった

が、コロナ禍による業績不振により社員の給与・ボーナスがカットされる中、社内から副業

を希望する声が多くあったため、副業のルールを明確化するガイドラインを 2020 年度に設

け、副業を行いやすい環境を整えた。ガイドラインを設けた当初は、経済的損失を埋める目

的で副業をする社員が多かったが、現在は自らのスキルやキャリアを高めることを目的に副

業している社員もいるという。 

また、コンビニ事業 E 社は、2020 年頃、新卒採用時に趣味のイラストで収入を得ている

学生から、入社後も趣味の範囲内で活動を続け、イラストで収入を得ることは副業にあたる

のか問い合わせがあったため、新卒者の採用時に副業を認めた経緯がある。副業を認めたこ

とを社員向けに案内したところ、既存の社員からも副業の申請があがってくるようになった

という。 

以上を踏まえると、導入経緯では、副業・兼業の普及促進という政府の働きかけはあった

ものの、副業・兼業制度の制度設計においては、自社独自の働き方改革、多様な働き方を推

進するなかで、自社に適した副業・兼業制度を構築している。また、コロナ禍による経済損

失補填も副業・兼業を認める契機の一つとなっており、副業・兼業の目的には、副収入によ

る所得保障を認める側面がある。さらに、労働者（求職者）側の副業・兼業に関する要望も、

副業・兼業解禁のきっかけになりうるものである。 

 

3-2．副業・兼業を容認する目的・期待すること 

導入経緯から、副業・兼業を容認する目的・期待することを図表 3-2 に簡略にまとめた5。

先述のとおり、企業は独自に働き方改革を進めており、多様な働き方、自律的なキャリア形

成を促す施策の 1 つとして、自社に適した副業・兼業制度の構築を行う傾向にある。社外で

の多様な経験（例えば、地域貢献、NPO 等含む）、すなわち自社の専門領域以外の経験が新

たな挑戦機会を拡げ、自律的なキャリア形成や成長を促進することも期待している（副業経

験の本業還元では A 社、B 社）。社員のスキルアップ（得意分野の活用）にも期待している

（D 社、H 社）。このような視野の広がりは、定年後を見据えた主体的なキャリア形成にも益

するものと考えられている（A 社、H 社）。 

さらに、働き方改革が進む中で、余暇時間が増加する観点から、仕事以外のライフの充実

やエンゲージメント向上などの満足度にかかわる理由もあげられている（B 社、C 社、E 社）。

労働者の副業・兼業の要望を満たすことで定着対策・離職防止の効果も期待されている。 

 
5 各社の発言から副業・兼業の導入経緯、目的（期待すること含む）を執筆者がまとめたもので、調査時点での

実際の効果までを踏まえたものではない。 
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また、労働者側の副収入の確保も副業を解禁する目的の 1 つである。 

その他、厚生労働省「ガイドライン」が示されていることを踏まえると、コンプライアン

スを目的としての副業・兼業制度の構築（就業規則等に明記など）も、重要な要素であると

思われる。 

 

図表 3-2 副業・兼業を容認する目的・期待すること 

 

 

４．副業・兼業の容認状況（自社の従業員が副業・兼業をする場合） 

4-1．副業・兼業の対象となる労働者、副業・兼業先における就業形態 

企業は、自社の従業員が副業・兼業をする場合において、副業・兼業制度をどのように設

計しているのだろうか。まず、制度設計の概略をつかむため、自社において副業・兼業を認

める対象となる労働者（正社員／非正社員等）と、副業・兼業先における就業形態（雇用／

非雇用）の 2 軸でみたものが図表 4-1 である（各事例の詳細は後述）。 

 

  

輸送用機械

器具製造業
製造業 食品製造業 証券会社 コンビニ事業 小売業 旅行業

目的・期待すること A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社

自律的なキャリア形成 ○ ○

自己啓発・社外での多様な経験（本業

以外の経験、地域貢献、NPO等含む）
○ ○ ○ ○ ○

セカンドキャリア形成 ○ ○

副収入の確保 ○ ○

社員のスキルアップ（得意分野の活用） ○ ○

ライフ（家族や余暇、自己研鑽等）の

充実、モチベーション向上
○ ○ ○

副業経験の本業還元、イノベーション推

進
○ ○

定着対策・離職防止 ○

コンプライアンス ○

※副業・兼業が認められている企業が対象（副業・兼業禁止の外食産業G社除く）。目的・期待すること、及び、各企業の○は執筆者が

作成。
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図表 4-1 副業・兼業の対象となる労働者、副業・兼業先における就業形態  

 

 

ヒアリング対象企業において、副業・兼業の対象となる労働者としては、在籍期間等の条

件等を付すケースはあるものの全従業員対象が、製造業の A 社、B 社、C 社、証券会社 D 社、

コンビニ事業 E 社6、旅行業 H 社である。小売業 F 社のみ、パートタイム（週 40 時間未満）

に対象を限定している（フルタイム正社員（週 40 時間勤務）は副業・兼業禁止）。外食産業

G 社は、副業・兼業を禁止している。 

これを副業・兼業先の就業形態（雇用・非雇用）でみると、全従業員対象として、雇用・

非雇用いずれも認めているのが、輸送用機械器具製造業 A 社、食品製造業 C 社、旅行業 H

社である。また、小売業 F 社は、パートタイム（週 40 時間未満）を対象として、雇用・非

雇用のいずれも認めている。 

一方、全従業員を対象として、副業・兼業を非雇用に限定しているのは、証券会社 D 社、

コンビニ事業 E 社である。また、製造業 B 社は、常勤者については副業・兼業を非雇用のみ

で認めているが、有期契約社員等の非常勤者については非雇用・雇用双方で認めている。 

そこで、以下では、副業・兼業先の就業形態（雇用・非雇用双方、非雇用限定）で分けた

うえで、各社の制度概要（①許可基準、禁止・制約事項、労務管理の扱い、②申請手続き・

確認事項、③労働時間管理、健康管理のための措置）についてまとめる（詳細は事例編の各

社事例を参照）。具体的には、(1)副業・兼業先で雇用・非雇用いずれも認めている場合（A 社、

 
6 直営店も含めればコンビニ事業 E 社は非正規比率が高い。E 社は対象を全従業員としているが、コンビニ（直

営店）のアルバイトの採用権限は店長（E 社の社員）にあることから、E 社の副業・兼業制度の対象は、本社

採用の社員（主に正社員等）と考えられる。 

業種 業態
ケース

名
副業・兼業の対象となる労働者 副業・兼業先の就業形態（雇用・非雇用）

輸送用機械

器具製造業
A社 期間従業員・パート従業員を含む全従業員

兼業先の契約形態は、他社での雇用、受託業務（フ

リーランス）などで、制限はない。

製造業 B社
全社員（休職期間中及び、就業制限がある者は対

象外）

雇用区分によらず常勤者については、許可制で非雇

用型の副業を認めている。ただし、有期契約社員等の

非常勤者は、非雇用・雇用型双方を許可制で認めて

いる。

食品製造業 C社

全従業員。

（1）在籍期間の条件（新入社員では3年目以降、

中途採用の場合で入社1年目以降）

（2）就労時間の条件（平均残業時間が月当たり

15時間以下、年間総労働時間1,900時間未満）。

雇用／非雇用いずれも認めている。例えば、自身で事

業を立ち上げる場合（起業）や、アルバイト・パートで

の副業も認められている。

金融業 証券会社 D社
副業を認められている対象は、入社4年目以上の全

社員（全職系・コースで申請可能）
副業として認める形態は非雇用

コンビニ事業 E社 副業は全社員が申請可能
副業として認める形態は、非雇用（雇用型は禁

止）。

小売業 F社

フルタイム正社員（週40時間勤務）は副業を原則

禁止。パートタイム（週40時間未満）は副業を認め

ている。

パートタイム（週40時間未満）において、副業先の

就業形態について特段に定めはない。

飲食サービス業 外食産業 G社 副業禁止

生活関連サー

ビス業
旅行業 H社 社員 雇用・非雇用で認めている

小売業

製造業
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C 社、H 社、パートタイム（週 40 時間未満）の F 社）、(2)副業・兼業先が非雇用に限定され

ている場合（D 社、E 社）、(3)副業・兼業先の就業形態を自社の就業形態で分けている場合

（常勤者（非雇用限定）・非常勤者（雇用・非雇用双方）の B 社）――の順に記載する。さら

に、比較として、(4)副業・兼業禁止の外食産業 G 社についても記す。 

 

4-2．副業・兼業制度に係る事例の概要 

（1）副業・兼業先として雇用・非雇用いずれも認めている場合 

【輸送用機械器具製造業 A 社】 

① 許可条件、制限事項、労務管理上の扱い 

A 社では、従来から兼業について就業規則上、本人からの申請のうえ、兼業は認められて

いた。ただし、当時、同社としては、積極的に同制度の活用を促すようなメッセージ発信は

しておらず、兼業の実績も多くはなかった。しかし、多様な働き方へ対応する必要性や、従

業員の成長やイノベーションを後押しする効果への期待から、改めて兼業の活用が注目され

ていたことを背景として、自律的なキャリア形成や多様な働き方を会社として促進するため、

2021 年 1 月に、兼業制度の積極的活用を促す「兼業制度に関するガイドライン」を策定のう

え、全従業員に展開している。 

現在の兼業制度では主に中堅・シニア層を対象とした①セカンドキャリア形成、全従業員

を対象とした②自己啓発（社外での多様な経験）、③副収入の確保――を目的としている。 

対象者は、期間従業員・パート従業員を含む全従業員である。兼業先の契約形態は、他社

での雇用、受託業務（フリーランス）などで、制限はない。 

兼業制度は、届出制で認めている。兼業実施の制限事項は、以下のとおりである。 

 

① 会社における勤務に支障が出る可能性がある場合（a.22 時以降の兼業は原則行わない。b.次の勤務に

就くまでのインターバルを 10 時間以上確保する。c.週の全ての日においてフルタイム勤務を行わない

ことを禁止する。d.就業制限がかかっている場合は、兼業を認めない） 

② 業務上の秘密が漏洩する可能性がある場合（会社の業務のノウハウや秘密情報、顧客情報等を兼業に

活用することは許されない。これらの可能性がある場合は、兼業を制限することがある） 

③ 競合により会社の利益が害される可能性がある場合（競業他社に雇用される、競合に繋がる起業など、

競業によって会社の利益が害される可能性があると判断される場合は、兼業を制限することがある） 

④ 会社の名誉や信用を損なう、ステークホルダーとの信頼関係を損なう可能性がある場合（会社の許可

なく会社のブランドや信用力を活用して事業を展開する、社会的な信用を損なうような業務に従事す

る等の可能性がある場合は、兼業を制限することがある）。 
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労務管理上の取扱いについては、次のように定めている（図表 4-2）。 

 

図表 4-2 労務管理上の取扱い 

項目 対応 

１．労働時間管理 兼業先の契約形態によって、以下のとおりとします 

 (1)他社雇用 従業員の自己申告による兼業先を含めた労働時間管理を実施 

(2)受託業務 

（フリーランス）等 

対象外（労基法が適用されない、または労働時間規制が非適用のため） 

２．就業時間の考え方  

 (1)時間内 会社の勤務は週 20 時間以上とします（社会保険・雇用保険の加入継続のため） 

(2)時間外 他社雇用の場合は、会社の勤務時間と兼業先の勤務時間が法定の範囲内に収ま

るように管理します 

３．賃金・一時金 会社の所定就業時間を短縮した場合は、原則として支給調整します 

４．評価 会社における能力・行動・成果によって公正に評価します。 

※兼業したことを理由に評価が下がることはありません 

５．安全管理 兼業先の安全管理は、契約形態によって以下のとおりとなります。 

・他社での雇用：雇用先が安全管理を実施 

・受託業務（フリーランス）等：自己責任となるため、要すれば自身で損害保

険に加入する（委託会社の安全管理の対象外）。 

６．健康管理 会社において健康診断・ストレスチェック等を実施します。 

※A 社の資料及びヒアリングを踏まえ、概要を執筆者が作成。 

 

図表 4-2 を踏まえると、就業時間の時間外については、会社の勤務時間と兼業先の勤務時

間が法定の範囲内に収まるように対応している。同社は、その管理方法として、厚生労働省

「ガイドライン」の管理モデルを活用している。管理モデル通知文は、本人が兼業先と労働

時間管理の取扱いを調整する（A 社と兼業先との両企業間で、合意書の形で文書を取り交わ

してはいない）。 

なお、A 社は、所定時間の考え方として、時間内の兼業を認めている（ただし、会社の勤

務は週 20 時間以上〔社会保険・雇用保険の加入継続のため〕。所定就業時間内に兼業を行う

場合は、あらかじめ、短縮した所定労働時間を決定する〔所定就業時間を短縮した場合は、

原則として賃金・一時金の支給を調整〕）。また、他社雇用の兼業の場合は、あらかじめ、「管

理モデル通知文」に沿った形で兼業先での月間の労働時間の上限を決めることになる。 

その他、兼業先における安全管理については、他社雇用の場合、雇用先が安全管理を実施

することや、受託業務（フリーランス）等の場合、自己責任であり、必要に応じて自身で損
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害保険に加入する等の留意点も示している。健康管理面では、会社での健康診断・ストレス

チェック等の実施をあげている。 

 

② 申請手続き・確認事項 

申請手続きは、事前申請（本人→所属部門・人事部門）、内容確認（所属部門・人事部門で

の確認）、各種調整、兼業開始――の流れとなっている。まず、事前申請では、兼業先・業務

内容、兼業先の勤務形態などの法定確認事項、制限事項に関する誓約書等――の項目につい

て、所属部門・人事部門へ届け出る。 

内容確認では、所属部門・人事部門で業務内容や制限事項への抵触の可能性について、本

人の申請内容を確認する。 

各種調整において、必要に応じて勤務時間を確認する。具体的には、A 社の所定就業時間

内に兼業を行う場合は、あらかじめ、短縮した所定労働時間を決定する。他社雇用の兼業の

場合は、あらかじめ、「管理モデル通知文」に沿った形で兼業先での月間の労働時間の上限を

決めることになる。 

以上の申請プロセスを経て、兼業が開始される。 

兼業申請では、「兼業届出書」を提出することになる。原則として、申請はシステム上で行

い、状況に応じて紙の帳票でも可能である。 

兼業届出書は、申請者全員に対して、「新規・継続の別」「目的（セカンドキャリア形成、

自己啓発（社外での多様な経験）、副収入の確保）」「契約形態（雇用（他社雇用）、非雇用（受

託業務（フリーランス）等）」「会社名（受託先）」「所在地」「業務内容」「期間」の記載欄が

ある。 

また、雇用（他社雇用の場合）に限り、「雇用形態」「労働日（月曜～日曜）・労働時間（月

あたりの時間数）」などの記載欄がある。 

さらに、申請者全員に対して、会社の就業時間の影響の有無として、「所定就業時間の短縮

の必要（有・無）」「時間外勤務の影響（有・無）」の記載欄がある（「有」の場合、詳細記入）。 

なお、届出書には、誓約事項の遵守の旨も記載されている。その概略（誓約事項の一部）

として、「会社の就業時間中には兼業を行わず、業務をおろそかにしないこと」や「兼業によ

り、過重業務とならないよう良好な体調を維持管理すること」「会社施設、及び会社の物品等

を許可なく兼業に使用しないこと」「会社に属する情報を他に漏らさないこと」「兼業先に属

する情報を会社で活用しないこと」「競業により会社の利益を害さないこと」「会社の名誉や

信用を損なわないこと」「申請内容に変更が生じた場合は、速やかに会社に報告（届出）する

こと」――などがある（誓約事項への同意チェック欄有り）。 

 

③ 労働時間管理、健康管理のための措置 

労働時間管理については、A 社では、非雇用の場合、労働時間管理の対象外である。他社
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雇用の場合は、管理モデルを活用し、法定労働時間を超える労働時間は 80 時間上限の枠内

に収まるよう、事前に、兼業者本人を通じて、兼業先に労働時間を通知している。 

他社雇用の場合、兼業開始以降については、兼業者本人と上長のコミュニケーションを通

じて、本人が兼業の時間数（以下、「兼業時間」という）を上長に自己申告する。具体的には、

同社の勤怠管理システムの中に、上長が閲覧できる残業管理画面があり、その画面において

自己申告された兼業時間を記入する欄が設けられている。A 社の法定労働時間外の労働時間

と兼業先の労働時間の通算が 80 時間を超える場合には、アラートが出される仕組みである。 

副業・兼業者の健康管理のための措置については、他社雇用の場合、健康管理の観点から、

A 社における法定労働時間を超える労働時間と兼業時間との合計が単月 80 時間を超える場

合は、アラートを出す仕組みをとっている。非雇用、他社雇用にかかわらず、健康管理にお

いて、健康診断・ストレスチェックを実施している。 

 

【食品製造業 C 社】 

① 許可条件、制限事項、労務管理上の扱い 

副業制度は 2019 年 4 月に導入された。導入経緯としては、中期経営計画（2016 年から 3

年間）の中で定義された働き方改革への取り組みが発端となっている。働き方改革では、業

務効率化やワーク・ライフ・バランスの推進等の取り組みがトップダウンで盛り込まれた。

業務が効率化されれば、可処分時間が増加するとの観点から、その時間をライフ（家族や余

暇、自己研鑽等）に、従業員の意思に応じて使えるように制度改正が検討された。その選択

肢の一つとして、副業制度の整備がなされている。 

C 社は、副業は許可制として認めている。副業制度の対象となる従業員としては、一定の

条件の下で、雇用契約、雇用形態に係わらず全従業員に認めている。その条件とは、a.在籍

期間の条件と b.就労時間の条件である。 

a.在籍期間の条件として、副業の申請ができるのは、新入社員では 3 年目以降、中途採用

の場合で入社 1 年目以降としている（在籍期間が当該年数に満たない場合は副業ができない

こととなる）。これにより、入社時に副業がないことが担保される。とくに新入社員について

は、同社でのキャリア醸成と成長を優先し、入社後 3 年に満たない場合は、副業ができない。 

b.就労時間の条件としては、平均残業時間が月当たり 15 時間以下、年間総労働時間 1,900

時間未満としている。健康確保の観点からも、本業で生産性が高く働くことができる従業員

層に限定する意図がある。 

なお、採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるかについては、副業

制度の在籍要件により、「新卒の場合で入社 3 年目以降、中途採用の場合で入社 1 年目以降

は副業申請が可能であることについて、その旨を説明する」としている。 

次に、副業先の雇用形態では、雇用／非雇用いずれも認めている。例えば、自身で事業を

立ち上げる場合（起業）や、アルバイト・パートでの副業も認められている。 
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適用で必要な要件としては、職務専念義務の履行や健康配慮を定めており、秘密保持、競

業避止、社内設備不使用などの禁止事項も設定している。ただし、秘密保持や競業避止の観

点から、一律で同業界の副業は認めない、ということにはしていない。「副業の業務内容を確

認した上で、弊社にとっての競合にあたるのかを判断している」という。その一方で、本業

と副業は、明確に区別してやるべきであることから、いわゆる社内設備（会社に起因するよ

うな設備）や仕事で得た人脈の利用は禁止している。 

 

② 申請手続き・確認事項 

副業に当たっての申請・承認の方法としては、本人が「申請書兼誓約書」（以下、「申請書」

という）に副業の内容等を記載したものを上長に申請し、上長がそれを判断した上で承認さ

れたものが、人事部に提出され、人事部で内容を精査した上で、人事部長の承認をもって、

許可という流れとなっている。 

申請書には、副業の内容の他、副業の雇用形態、副業の勤務時間（例えば、週何日程度、

月何日程度等の目安の時間）の記載欄がある。勤務時間については、定期的な副業だけでな

く、スポットの副業も多いことから、申請書では「目安の時間」の記入欄となっている。ま

た、申請書では、競業避止義務、秘密保持義務等の誓約事項も記載されている。 

 

③ 労働時間管理、健康管理のための措置 

副業先における労働時間の上限を設けているかについては、本業（同社）の時間外労働時

間と副業での労働時間の合計が月 45 時間以内になる範囲で仕事を行うことを要件としてい

る。健康確保の観点から、長時間残業の健康管理基準と同水準とするため、月 45 時間で設定

されている。 

C 社では、本業（同社）の就業時間が月単位で締まった時に、翌月の月初に、その月の副

業の時間を自己申告してもらう仕組みをとっている（副業時間の実績は、上長、人事部双方

に提出）。 

本業の就業時間については勤怠管理システム上の打刻（PC のログイン・ログオフ）をベー

スに記録されている。副業の労働時間の記録については、所定の書式に、同社の月単位の時

間外労働時間と、自己申告による副業の労働時間が記載される。適用要件において、本業（同

社）の時間外労働時間と副業での労働時間の合計が月 45 時間以内になる範囲となるよう定

められていることから、この段階で、上限 45 時間に収まっているかが確認される。 

割増賃金の計算、副業・兼業者の賃金の決定等の状況については、副業制度利用の在籍要

件により入社後年数が経ってから副業が認められることから、同社が先の契約者になってい

るため、副業の労働時間を考慮した割増賃金の管理はしていない。 

C 社では、副業制度を利用するための条件として、平均残業時間が月当たり 15 時間以下、

年間総労働時間 1,900 時間未満の就労時間基準が設けられている。就労時間の条件を年間の
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実績で満たした者が申請可能な仕組みであり、残業時間が比較的少ない層が副業をしている

ことになる。また、月単位で副業時間の実績も自己申告する仕組みとなっており、同社の時

間外労働時間と副業での労働時間は合計で 45 時間以内となる確認もなされている。 

労働時間の実績は、上長にも報告されているため、上長は、本業（同社）の労働時間・業

務負荷と、副業の労働時間の程度を把握できる仕組みとなっている。 

 

【旅行業 H 社】 

① 許可条件、制限事項、労務管理上の扱い 

H 社は、コロナ禍以前は、会社として副業を禁止又は推奨もしていなかったが、コロナ禍

による業績不振により社員の給与・ボーナスがカットされる中、社内から副業を希望する声

が多くあったため、副業のルールを明確化するガイドラインを 2020 年度に設け、副業を行

いやすい環境を整えた。全社員を対象として、副業先は雇用・非雇用いずれも認めている。

ガイドラインを設けた当初は、経済的損失を埋める目的で副業をする社員が多かったが、現

在は自分の得意分野の延長、NPO に参画して地域活性活動に従事するなど、自らのスキルや

キャリアを高めることを目的に副業している社員もいる。 

副業における禁止事項としては、社業における労務提供上の支障を招くこと、社の資産や

社外一般に公開されていない会社情報（機密情報）等の利用、社の信用や職務上の権限また

は地位を利用すること、社の利益を害する行為や社と競業する副業を行うこと、反社会的行

為の禁止などが記載されている。 

自社においても、副業先企業においても、労務管理の負担を軽減できるよう、社内ガイド

ラインにおいて、雇用による副業の場合は、管理モデルを導入することを社内ルールとして

いる。管理モデルの導入にあたっては、副業を希望する社員から、副業先に申し出ることと

している。 

 

② 申請手続き・確認事項 

申請・承認の方法としては、副業を希望する者が同社のシステム上で、副業に関する宣誓

書に署名した上で申請し、会社が承認する流れとなっている。 

届出では、ガイドラインの規定にある禁止事項に抵触しないか、ガイドライン上の内容に

沿った副業であるかを、申請者自身がすべて自己チェックした上で、ガイドラインの内容を

遵守することを宣誓する誓約書をシステム経由で人事部に提出する。 

申請書式では、副業先での就業形態（雇用者や非雇用、個人事業主、会社経営等など）や

副業内容、副業をする期間、副業先の労働時間――などの記載欄がある。会社側としては、

申請時点で著しくガイドラインに抵触していることがなければ、基本的に届け出を受理し、

副業が許可される形である。届出があればほとんどが許可されているが、「業務と関連性があ

る顧客と副業をするケース等では、個別に状況を詳しく聞いた上で、副業として許可できな
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いなどの判断をすることもたまにある」としている。 

 

③ 労働時間管理、健康管理のための措置 

長時間労働にならないよう、社内ガイドラインにおいて、副業の形態（雇用／非雇用）を

問わず、副業の時間は 1 か月 35 時間を上限としており、雇用による副業の場合、副業先で

の労働時間はこの範囲内となっている。 

管理モデルを導入していることに加え、誓約書の提出も受けていることから、副業の形態

を問わず、副業の実施状況に過度の干渉しない方針をとっており、副業の実施時間は確認し

ていない。 

安全配慮の観点から、副業の時間も含めて、労働時間が長いことを把握している社員につ

いては、当該社員の上司が適宜ヒアリングを行い、健康状態を確認するようにしている。 

 

【小売業 F 社】 

① 許可条件、制限事項、労務管理上の扱い 

F 社は、フルタイム正社員（週 40 時間勤務）については副業を原則禁止にしている。一

方、パートタイム（週 40 時間未満）については、もともと副業を認めていたが、「（社会的

に、）副業がトピックとして話題になってきたため」、社会的な時流に合わせる形で、2016 年

にパートタイムの就業規則に副業に係わる規程を追加している。 

パートタイムの就業規則では、「兼業・副業時には申告するものとし、F 社以外での勤務時

間を申告するものとします。労務提供上の支障があるとき、就業により、F 社の正当な利益

を害する場合には、兼業・副業禁止、または制限する可能性があります」、などと記載されて

いる。禁止規程として、企業秘密保持や競業避止についても規定がある。そのため、同社で

は、「競合他社」での副業を禁じている。つまり、副業先として「競合他社以外」としている

ことから、小売業での副業は禁止である。競合他社を禁止しているのは、秘密保持の観点が

あるため。 

副業先の就業形態について特段に定めはない。副業先における労働時間の上限を設けてい

るかについても、とくに定めはない。F 社のシフト管理・勤務スケジュールの下で、それ以

外の時間帯について副業で働くことを認めている形。 

なお、採用時に他に本業を持っているかを確認することがあるかについては、正社員、パ

ートタイムいずれも、本業の有無を確認している。 

正社員の場合、仮に、面接時に本業を持っていることがわかれば、「他社で働いている方を

雇用することはできないとはっきり説明する」という。 

また、パートタイムについても、同社をメインとして働いてもらうこと、シフトが組める

ことが前提となっており、「例えば、相手先企業の勤務が『木金土なんで、ここは働けません』

みたいな方がいる場合には、採用は控え、不採用とすることもある」という。F 社は、小売
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業であるため、シフト管理や勤務スケジュールが必須の要件であり、それに対応できる人材

を確保する観点から、採用時に他に雇用されているかを確認し同社で働くことを本業（メイ

ン）にできる者のみを採用しているようだ。また、副業者の許可基準に「競合他社以外」と

あることから、把握されている範囲において、競合他社（小売業他社）で働いている者は採

用対象ではない。 

 

② 申請手続き・確認事項 

副業に当たっての申請については、「兼業・副業に関する届け出 兼 誓約書」（以下、「申請

書」という）を設けている。申請書には、副業先の社名、住所、従事する内容、職務内容の

記載欄がある。 

 

③ 労働時間管理、健康管理のための措置 

F 社としては、パートタイムの雇用において、主として同社で働いてもらうこと（週 20 時

間以上勤務）を前提としている。繁忙期であれば 35～36 時間、閑散期であれば週 25～26 時

間働くイメージである。副業先で何時間働いているかまでは把握していない。副業先（企業

の場合）との労働時間関連の調整もしていない。 

パートタイムの採用時、応募者に対しては、F 社をメインとして働いてもらう旨を必ず説

明している。具体的には、「パートタイムの方を雇用するときには、『兼業・副業もちろん大

丈夫です』と伝える。ただし、小売業で完全シフト制で動くので、必ず（F 社を）メインと

して働いて欲しい、（副業先では）それ以外の時間で働いていただきたい」との説明を必ずす

る、という。 

なお、採用時には、他社での副業が想定される場合（F 社が本業の場合）、副業先において、

労働基準法上、労働時間を通算して週 40 時間超では法定労働時間外による労働が発生する

ことについて、応募者に必ず説明する。ただし、求職者は、副業先において通算で法定労働

時間外による労働が生じうることを理解していない者が多いという。そのため、副業先で残

業代が生じうることだけでなく、健康管理面においても、各自の自己責任において、労働時

間の把握をするように伝えている、としている。 

その他、副業者の健康管理のための措置については、副業者に限ったことではないが、パ

ートタイムを含め全従業員に対して、毎年 1 回健康診断を実施している。深夜勤務者に対し

ては、年に 2 回目の健康診断も実施している。これにより健康管理の把握はできている。診

断結果により要再検査になった者に対しては、病院の受診も勧めている。 

  



 

－29－ 

（2）副業・兼業先が非雇用に限定されている場合 

【証券会社 D 社】 

① 許可条件、制限事項、労務管理上の扱い 

D 社が副業を認めたのは 2020 年。副業解禁の目的について、社員のスキルアップ、キャ

リア開発支援等をあげている。同社では、2020 年に「多様な働き方」の選択肢を提供するた

めの施策として、①週 4 日勤務制度、②週 3 日勤務制度、③副業制度、④チャレンジ休暇制

度（入社 4 年目以降の社員に対して、大学院進学や海外留学等のキャリアアップを図る目的

で、6 か月～最長 3 年の休職を認める制度）を導入した。副業解禁は、当時、社会で副業が

注目され始めていた頃であったこともあり、「多様な働き方」施策の一環として導入された面

がある。 

D 社では、社員は会社の許可を得た上で、勤務時間外において、副業を行うことができる。

副業として認める形態は非雇用に限定されている。D 社の顧客情報、社員情報、会社のリソ

ースを利用した副業や、同社での通常勤務に支障をきたす恐れのある副業、レピュテーショ

ンリスクがある副業は禁止されており、また勤務中やオフィス内での副業も認めていない。 

副業を認められている対象は、入社 4 年目以上の全社員（全職系・コースで申請可能）。そ

のため、同社は、採用選考時に他に本業をもっているかの確認をしている。「二重就業を禁止

している観点からも本業を持っているかどうかの確認を行い、かつ副業についての確認も必

ずしている」という。例えば、D 社の採用選考時に本業を持っていた場合、「入社前に辞めて

もらう」ことになる。 

副業の業務内容については、同社が金融機関であることから、同社と利益相反が生じえる

業務ではないことを条件としている。例えば、本業（金融関係）と関係のある副業は認めら

れない。また、危険業務も認めていない。 

 

② 申請手続き・確認事項 

副業の申請方法は、申請書を本人が記載したうえで、所属長に提出。所属長が申請書の記

載内容を本人にヒアリングした上で、記載内容に相違ないか確認し人事部に提出する流れと

なっている 

申請書の記載内容としては、契約体系、業務内容、報酬の有無、決まった副業先がある場

合は会社名、稼働日数（週何日程度、月何日程度等）、稼働時間（週何時間程度、月何時間程

度等）などがある。 

書式には、確認事項として禁止事項（副業が禁止されている業務内容ではないか、他社雇

用ではないか等）についてのチェック欄が設けられている。 

副業開始前に研修（E-ラーニング）の受講を課している。申請前研修は、制度概要や禁止

事項を学習することで、制度の理解のみならず禁止事項について認識してもらう機会となっ

ている。また、副業開始以降も、副業の対象者には年 1 回、研修（E-ラーニング）の受講を
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課している。 

 

③ 労働時間管理、健康管理のための措置 

副業の労働時間については、安全配慮のため、副業への取り組みを月 30 時間以内とし、副

業による深夜労働（22 時から 5 時）は禁止されている。申請書提出時に、労働時間の規定の

範囲内での業務であるかの確認をとっている。 

非雇用であるため、労働時間の通算（割増賃金の調整等）も不要である。副業先（企業が

ある場合）との労働時間関連の調整もしていない。副業者が副業制度の概要・禁止事項を理

解していることを前提に申請を許可していることから、人事部として副業の実際の労働時間

数に関して確認はしていない。基本的には自己管理の形で副業を許可している状況。ただし、

副業開始以降は年に 1 回の研修機会を設けており、その際に労働時間の上限などの制約が設

けられていることを念押ししている、という。 

副業・兼業者の健康管理のための措置については、申請段階で所属長が副業申請者の副業

内容等について把握していることから、所属長が副業申請者の管理を行うことになっている。 

 

【コンビニ事業 E 社】 

① 許可条件、制限事項、労務管理上の扱い 

コンビニ事業 E 社は、「元々、（従業員に対して、）自分の会社に関わる仕事を一生懸命取

り組むよう求めるスタンスでやってきたため、（副業解禁も）積極的に副業を認めるという方

向で動いていたものではなかった」としている。 

副業・兼業を認めるきっかけは、2020 年頃の新卒採用時に趣味のイラストで収入を得てい

る学生から、入社後も趣味の範囲内で活動を続け、イラストで収入を得ることは副業にあた

るのか問い合わせがあったため。副業を認めたことを社員向けに案内したところ、既存の社

員からも副業の申請があがってくるようになった。 

E 社では、就業規則の中で、「許可なく他の企業の役員または社員となり、また事業を経営

したり、事業に従事することは禁止する」などと記載している。つまり、就業規則では、基

本的には、副業禁止が明確化されており、許可があれば、認めると解釈されている。副業は

全社員が申請可能である。副業として認める形態は、非雇用に限定されている（雇用型は禁

止）。 

検討段階で焦点となったのは、副業が雇用型であるかどうか。「やはり一番懸念していたの

は、時間外の算定。残業がうち（E 社）なのか向こう（副業先）なのか。その他にも、（労働

時間が）長くなったときの安全配慮義務はどうなるのかは、議論があった」。雇用型ではこれ

らの問題が生じうることから、「非雇用型であれば認めてもよいのでは」、との結論になった

という。 

本業に支障がある場合は許可しない。副業の業務内容については、同社がコンビニエンス
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ストア事業であることから、同社と利益相反が生じえる業務ではないことも制限がかかって

いる。例えば、本業（コンビニエンスストア事業）と関係のある副業（例：コンビニ他社）

は認められない。競業の禁止、企業秘密の漏洩も禁止されている。 

なお、採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるかについては、正社

員採用では、他に本業を持っていないかを確認している。就業規則で、副業を原則禁止して

おり、許可がある場合にのみ副業を認めているため、採用段階で、他に働いていないことを

誓約書の形で提出させている。 

非正社員の採用の場合、E 社の直営店において、「非正社員として副業者を受け入れたこと

があるかもしれない」としているが、「雇い入れ時に本業があるかどうかを確認していないの

でわからない」と回答している。直営店では、アルバイトの採用権限は店長にあり、本社人

事課ではない。この点で直営店での採用実態は見えにくい面がある。 

 

② 申請手続き・確認事項 

具体的な副業の申請方法としては、社内イントラに掲載されている副業申請書を本人が記

載したうえで、所属長に提出。所属長は、申請書の記載内容を確認し、人事部に提出する流

れとなっている。最終承認は人事部長。基本的には申請書の記載内容のみに基づき許可の判

断をしている。 

副業申請書の記載内容としては、①活動内容欄に非雇用型のチェック欄がある（非雇用型

しか選択できないため、雇用型は許可されないことになる）。チェックされた非雇用の副業に

ついては、②具体的な活動内容の記載欄がある。それ以外の記載事項として、③副業の活動

期間、④具体的な活動日・時間（週の活動回数や、見込みの時間（1 日○時間、週○時間、月

○時間、年○時間程度になりそうか等）、⑤報酬の見込額、⑥その他特記事項――がある。 

申請では、注意喚起の観点から、非雇用型でしか副業の申請が認められないことや、本業

に支障がでないようにすること、利益相反しない活動であることなどが強調されている。と

くに副業の活動日・時間は、本業に支障が生じないかの判断材料になっている。 

 

③ 労働時間管理、健康管理のための措置 

副業申請が認められて以降は、副業者が禁止事項等を理解した上で許可を出していること

から、人事部として、副業の実際の労働時間数に関して確認はしていない。基本的には自己

管理の形で、副業を許可している状況である。 

副業が非雇用の形態で許可されているため、副業者の労働時間の把握はしていない。非雇

用であるため、労働時間の通算（割増賃金の調整等）も不要である。副業先（企業の場合）

との労働時間関連の調整もしていない。 

申請段階において、申請書で労働時間の確認はされており、本業に支障をきたすおそれの

ある副業は許可されないことから、副業での長時間労働は想定されていない。E 社としても、
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副業の労働時間については、「本人の申請通り」との認識である。 

副業・兼業者の健康管理のための措置については、申請段階において、所属長が副業申請

者の副業内容、労働時間等について把握しており、本業に支障をきたすおそれのあるような

副業は許可されていないことから、健康障害に至るような副業はない前提である。そのため、

健康管理のための措置はしていない。 

 

（3）副業・兼業先の就業形態を自社の就業形態で分けている場合 

【製造業 B 社】 

① 許可条件、制限事項、労務管理上の扱い 

B 社は、ジョブ型の制度導入の一環として、社内副業制度、及び社外副業制度を導入して

いる。ジョブ型は、職務を明確にすることで、ジョブに応じた配置をすることに主眼がある

が、その半面、それぞれのポジション・職務や必要なスキル・経験を明確にした後は、働く

本人がやりたい仕事に向けて、自律的に能力開発をしていくことが重要となってくる。自律

的なキャリア形成をするうえで、会社側がサポートする施策の一つが社外副業制度というこ

とになる。 

社外副業制度は、2023 年 10 月に試行導入開始し、2024 年 10 月に正式導入されている

（以下、「副業制度」という）。B 社は、雇用区分によらず常勤者については、許可制で非雇

用型の副業を認めている。ただし、有期契約社員等の非常勤者（フルタイムではない短縮勤

務者）は、非雇用・雇用型双方を許可制で認めている。 

副業制度導入のコンセプトの一つとしては、同社の事業領域以外での課題解決、地域・社

会貢献活動等の新たな挑戦機会を拡げ、自律的なキャリア形成や成長を促進するとともに、

その副業で得られた成果を、本業に還元してもらい、さらには、エンゲージメント向上につ

なげることがあげられる。 

また、二つ目のコンセプトとして、同社は、働き方改革の下で柔軟な働き方を推進してい

ることから、副業を認めることで、自社（本業）・副業先いずれにおいても、自律的な働き方

を促すことも目的としている。常勤者について、副業先に雇用型を認めない理由は、雇用型

の場合、副業先の指揮命令下に入ることになり、副業先に拘束され、直接指示を受けること

等により、過重労働となり健康面が阻害されてしまう可能性があることや、本業で対応して

もらいたいタイミングで下命ができないなど、本人にとっても、働き方が制限されるケース

が想定されるため。 

他方、非常勤者には雇用型も認めている。同社で就業してない日があることから、就業日

以外であれば、雇用型の副業（副業先（会社）の指揮命令下にある副業）をすることを妨げ

るものではないことと、同社での労働時間が限定的であり、本業への支障（特に過重労働）

リスクが低いと判断することから、非常勤者に対しては、雇用型も認める制度設計となって

いる。 
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B 社では、副業制度の取り扱いについて、労働組合と協議したうえで社外副業規則（以下、

「副業規則」という）を作成している。同規則では、副業についての趣旨として、「社外の経

験による成長促進と B 社での発揮価値の向上等を目的に、B 社以外との間で雇用契約を除く

委託契約等に基づき、B 社以外の活動に従事することを本人が申し出、会社が認め、活動の

対価として収入を得ること」などと定義している。非常勤者については、同規定において、

同社以外との間での雇用契約に基づく副業を認めることも定めている。 

対象は全社員（休職期間中及び、就業制限がある者は対象外）である。 

就業場所では、会社が管理する施設で活動を行うことを禁止している。活動時間について

は、原則として、休日または所定就業日における就業時間外で活動することも定めている。 

機密管理については、副業を行う者は、情報セキュリティ等に係わる会社規則等を遵守す

るとともに、機密管理に係わる一切の責任を負わなければならない、などと定めている。 

安全衛生管理についても、副業の活動中は、自己の責任で安全衛生管理を行わなければな

らないことや、活動中の災害については、会社に速やかに報告しなければならないことも規

定している。 

その他、移動にかかる費用の自己負担（会社は負担しない）。機器等の扱いで会社のパソコ

ンなどの情報機器の他、会社施設、知的財産などの会社資産の利用を認めないことも明確化

している。また、副業の活動時間についても、会社に申告しなければならない旨が規定され

ている。 

 

② 申請手続き・確認事項 

申請及び承認では、副業制度の利用を希望する者は、事前に、所属上長に申出て会社の承

認を受けなければならない。実施期間は、1 回の申請につき、原則 1 年以内、1 年を超えて

継続を希望する場合は、改めて本人が所属長に申出て、会社の承認を受けなければならない、

としている。 

副業の申請方法としては、社内システム上で、本人が申請書を記載したうえで、職場上長

に提出・承認を得て、管理部門でチェックするフローとなっている（申請書、申請方法は全

社員共通）。 

申請書では、B 社における勤務形態、副業先の名称（会社名・団体名）、副業を行う目的・

理由、副業先での勤務形態、副業先での業務（活動）内容、副業先での業務頻度（1 週間あ

たり 7～8 時間の目安）、副業先での主な活動時間、副業先での契約期間などの記入欄がある。 

また、申請書には、副業を行うに当たっての確認・誓約事項のチェック欄も設けられてい

る。その概要を示すと、①副業の活動目的・内容等について、事前に上長とコミュニケーシ

ョンを行い、上長の理解を得ていること、②B 社における職務専念義務を果たすこと、③副

業の活動時間は、日々、勤怠管理システムで申請・登録すること、④副業先・内容は同業他

社や取引先にあたらず、競業避止の観点から問題がないこと、⑤B 社の名誉、信用を毀損す
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る活動は行わないこと、⑥「機密情報管理規則」を遵守し、B 社の機密情報及び副業先で得

た機密情報を漏洩しないこと、⑦B 社の会社資産（会社備品、技術、ノウハウ、情報、従業

員であることの身分、等）を流用しないこと、⑧健康確保・本業への支障・競業避止・機密

情報管理の観点から問題があると上長や管理部門が判断した場合、副業を中止すること、⑨

休職または就業制限の状態になった場合、副業を中止すること――の 9 項目となっている。 

なお、副業の活動時間、健康管理については、労働組合との協議のなかで、過重労働にな

らないための措置として、適切に履行するよう要望があった事項である。これにより、導入

時の制度設計においても、副業の活動時間の目安を定め、ガイドラインを策定することや、

勤怠管理システムを改修することで副業の活動時間を本人が自己申告できること等の仕組み

が整備されている。 

 

③ 労働時間管理、健康管理のための措置 

B 社では、副業申請・承認段階において、副業の活動時間として週 7～8 時間の目安を示し

ている。申請時において、本人と上長とのコミニュケーションを通じて、この条件を超える

ような過重労働とみなされる副業は、承認が下りない仕組み。また、運用面においても、副

業の活動時間は勤怠管理システム上で、日々、自己申告で記録されている。 

なお、過去 1 年間の実績でみても、副業先の活動時間は 35 時間以下がほとんどを占めて

おり、申請段階で示している週 7～8 時間目安の枠内に収まっている。 

B 社の時間外労働（健康管理時間）と副業の活動時間との通算でみても、45 時間未満が 8

割弱を占め、45～80 時間未満が 2 割となっており、80 時間以上はほとんどいない。 

本業・副業を含めても長時間労働者がいないことについては、勤怠管理システムで、副業

の活動時間を自己申告する仕組みにより、副業者が労働時間の上限を意識して働いているこ

と、もともと申請段階で、週 7～8 時間目安に基づいて申請・承認していることから、過重労

働になるような副業が承認されていないことがあげられる。 

B 社では、健康管理の措置として、単月総計で 80 時間を超える層に対して、産業医面談な

どの健康確保措置をとっている。本業の労働時間と副業の活動時間の通算で 80 時間超にな

った場合も、健康指導の対象である。ただし、副業の活動時間は平均的に 30 時間程度に収ま

っており、また、本業の労働時間、副業の活動時間の通算でみても、平均的に 40～50 時間

であることから、単月総計で 80 時間を超えるケースはほとんどない。 

 

（4）副業・兼業を禁止している場合（副業・兼業禁止の理由） 

【外食産業 G 社】 

G 社は就業規則の服務規程で、会社の承認を得ないで、在職のまま他の会社などと雇用契

約を締結することや、役員となることはしてはならないとし、または自ら事業を経営しては

ならないことなどと規定している。同社としては、副業・兼業を推奨しているわけではなく、
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実態として過去に、副業・兼業を認めたケースは無い（実態として、副業・兼業は禁止）。 

副業・兼業を推奨していない理由については、「（G 社は店舗を多く運営しており、）ほとん

どの正社員は店舗で勤務している。繁忙期や人手不足等から正社員に一定の残業が発生して

いる中で、個々の正社員に残業の極端な業務過多が発生しないように、同エリア内の正社員

が他店舗のヘルプで対応するなど、助け合いながら、運営している。もし副業・兼業を積極

的に推奨してしまうと、副業者に対してヘルプでの調整配置が困難になる等、現場が回らな

くなる可能性があるため、推奨していない」という。 

外食業界は、店舗において繁閑の差が大きく、繁忙期に一定の残業も生じ、ヘルプも含め

た柔軟な配置が必要であることから、自社内で副業・兼業が増えること自体が、人員配置の

柔軟性を狭めることにつながるため、副業・兼業は推奨していないようだ。 

一方、非正社員については、副業・兼業について、就業規則で定めていない。実態として、

パート・アルバイトについては、副業・兼業者がいる可能性はあるが、その把握はしていな

い。 

なお、採用時に他に本業を持っているかを確認することがあるかについては、正社員につ

いては本業の有無を確認している。採用後は副業・兼業は認められないため、本業を持って

いる者は採用対象ではない、ことになる。非正社員の場合は、「雇い入れ時に本業があるかど

うかを確認していないのでわからない」との回答だった。ただし、パート・アルバイトで他

に収入がある者（他に主たる勤務先がある者）の場合は、扶養控除（異動）申告書の税区分

乙欄で申請されていることから、「乙欄で申請登録をしている非正規の方はいるので、そうい

う方は他で収入があるんだなっていうことは、認識している」という。 

 

4-3．副業・兼業制度の概要 

（1）禁止・制限事項 

今回の企業事例では、副業・兼業禁止の G 社を除き、すべての企業で、副業・兼業を本人

申請のうえ許可制で認めている。副業・兼業制度を許可する場合、企業はどの点に着目して

制度設計をしているのだろうか。まず、各事例から、副業・兼業制度を許可制で認めている

企業の禁止・制限事項をまとめたものが図表 4-3 である。 
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図表 4-3 副業・兼業の許可基準としての禁止・制限事項  

 

先述のとおり、厚生労働省・ガイドラインでは、モデル就業規則の記載にあるとおり、①

労務提供上の支障がある場合、②企業秘密が漏洩する場合、③会社の名誉や信用を損なう行

為や、信頼関係を破壊する行為がある場合、④競業により、企業の利益を害する場合―の 4

つの禁止・制限事項がある。これらについては、副業・兼業を許可している企業のすべてに

おいて、許可条件に盛り込まれている。 

具体的には、副業・兼業を行うことによる各社の禁止・制限事項は、表現は異なる場合も

あるものの、職務専念義務（本業に支障がある場合の副業・兼業の禁止）、健康配慮、副業時

間の自己申告を課すこと、企業秘密保持（情報漏洩禁止）、競業避止・利益相反、社内設備・

仕事で得た人脈の不使用、会社の名誉や信用を損なう可能性のある行為の禁止（レピュテー

ションリスクがある副業の禁止）、反社会的行動の禁止などが列挙されている。 

これらは、許可申請段階で確認され、かつ、申請書の誓約事項に申請者本人がチェックす

ることにより担保もなされている。また、証券会社 D 社では、研修を通じて禁止事項の履行

を徹底している。つまり、これらの禁止・制限事項に抵触しない者のみが副業・兼業を許可

されることとなる。 

 

（2）副業・兼業の申請書の主な記載内容 

次に、副業・兼業の申請書の主な記載内容についてみる。副業・兼業の申請方法として共

業態 ケース名 対象 副業・兼業先 主な禁止・制限事項

輸送用機械

器具製造業
A社 全従業員 雇用・非雇用

①会社における勤務に支障が出る可能性がある場合

②業務上の秘密が漏洩する可能性がある場合

③競合により会社の利益が害される可能性がある場合

④会社の名誉や信用を損なう、ステークホルダーとの信頼関係を損なう可能性がある場合

食品製造業 C社 全従業員 雇用・非雇用
職務専念義務の履行や健康配慮を定めており、秘密保持、競業避止、社内設備不使用などの禁止事

項も設定している。社内設備（会社に起因するような設備）や仕事で得た人脈の利用は禁止。

旅行業 H社 全従業員 雇用・非雇用

禁止事項としては、社業における労務提供上の支障を招くこと、社の資産や社外一般に公開されていない

会社情報（機密情報）等の利用、社の信用や職務上の権限または地位を利用すること、社の利益を害

する行為や社と競業する副業を行うこと、反社会的行為の禁止。

小売業 F社
パートタイ

ムのみ
雇用・非雇用

禁止規程として、企業秘密保持や競業避止についても規定がある。そのため、「競合他社」での副業を禁じ

ている。副業先として「競合他社以外」としていることから、小売業での副業は禁止。競合他社を禁止してい

るのは、秘密保持の観点があるため。

証券会社 D社 全従業員 非雇用

顧客情報、社員情報、会社のリソースを利用した副業や、同社での通常勤務に支障をきたす恐れのある副

業、レピュテーションリスクがある副業は禁止されており、また勤務中やオフィス内での副業も認めていない。危

険業務も禁止。

コンビニ事業 E社 全従業員 非雇用

本業に支障がある場合は許可しない。副業の業務内容については、E社がコンビニエンスストア事業であるこ

とから、同社と利益相反が生じえる業務ではないことも制限がかかっている。例えば、本業（コンビニエンスス

トア事業）と関係のある副業（例：コンビニ他社）は認められない。競業の禁止、企業秘密の漏洩も禁

止されている。

製造業 B社 全従業員

常勤者：非雇用

非常勤者：雇

用・非雇用

就業場所では、会社が管理する施設で活動を行うことを禁止。活動時間については、原則として、休日ま

たは所定就業日における就業時間外で活動することも定めている。機密管理については、副業を行う者

は、情報セキュリティ等に係わる会社規則等を遵守するとともに、機密管理に係わる一切の責任を負わなけ

ればならない、などと定めている。安全衛生管理についても、副業の活動中は、自己の責任で安全衛生管

理を行わなければならないことや、活動中の災害については、会社に速やかに報告しなければならないことも

規定している。

その他、移動にかかる費用の自己負担（会社は負担しない）。機器等の扱いで会社のパソコンなどの情

報機器の他、会社施設、知的財産などの会社資産の利用を認めないことも明確化している。また、副業の

活動時間についても、会社に申告しなければならない旨が規定されている。

雇

用

・

非

雇

用

非

雇

用

限

定

※外食産業G社は、副業・兼業禁止のため除く。製造業B社は常勤者が非雇用、非常勤者は、雇用・非雇用だが、図表では常勤者の非雇用の内容を記載した。
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通しているのは、社内システム上で、本人が申請書を記載して職場上長に提出し、その承認

を得たうえで、管理部門がチェックするフローとなっている点である。 

例えば、雇用・非雇用双方認めている輸送用機械器具製造業 A 社の申請手続きは、事前申

請（本人→所属部門・人事部門）、内容確認（所属部門・人事部門での確認）、各種調整、兼

業開始――の流れとなっている。まず、事前申請では、兼業先・業務内容、兼業先の勤務形

態などの法定確認事項、制限事項に関する誓約書等――の項目について、本人が所属部門・

人事部門へ届け出る。内容確認では、所属部門・人事部門で業務内容や制限事項への抵触の

可能性について、本人の申請内容を確認する。 

非雇用で認めている製造業 B 社においても、申請方法としては、社内システム上で、本人

が申請書を記載して職場上長に提出し、その承認を得たうえで、管理部門がチェックするフ

ローとなっている。 

申請書の記載内容をまとめたものが図表 4-4 である。記載内容でおおむね共通してみられ

る項目には、副業・兼業先の契約形態（雇用・非雇用や就業形態など）、副業・兼業の内容、

副業・兼業の活動時間7（労働日、労働時間や目安の時間、見込みの回数、時間など）、副業・

兼業の契約期間、副業・兼業先の社名、住所――などがある。 

副業・兼業先が雇用・非雇用双方認められている場合には、副業・兼業先の契約形態の記

載欄がある。一方、非雇用の場合も、非雇用型のチェック欄を設ける等の記載欄がある（非

雇用にチェックがなければ許可がでない）。つまり、副業・兼業先を非雇用に限定している場

合でも、副業・兼業の内容と就業形態はチェックされている。 

副業の活動時間の記入方法は様々であるが、すべての企業で、記載欄が設けられている。

副業・兼業先の活動時間は、本業の労働時間への支障の判断材料であり、かつ、健康確保の

面でも重要な指標となっている。健康確保に支障を来すような副業・兼業は事前段階で不許

可となる。 

その他、副業を行う目的についても記載欄がある企業がある（輸送用機械器具製造業A社、

製造業 B 社）。報酬の見込額を設けている企業もある（コンビニ事業 E 社）。 

  

 
7 以下では、副業・兼業先の労働日・労働時間などは雇用、非雇用によって様々であることから「活動時間」と

表記する（ただし、各社の事例を記載する際には各社の事例の表記法に則る）。 
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図表 4-4 副業・兼業の申請書の主な記載内容  

 

 

4-4．副業・兼業制度を設計するうえでの企業の考え方 

（1）副業・兼業先の就業形態（非雇用限定／雇用・非雇用双方） 

先述のとおり、副業・兼業の制度設計では、許可基準として、副業・兼業先の就業形態（雇

用か非雇用か）、職務専念義務、健康配慮、企業秘密保持、競業避止・利益相反、会社の名誉

や信用を損なう可能性のある行為の禁止などがある。以下では、各社の副業・兼業の制度概

要から、副業・兼業制度を設計するうえでの企業の考え方についてまとめる。 

副業・兼業先の就業形態についてまとめたものが図表 4-5 である。雇用・非雇用のいずれ

も認めている（すなわち、副業・兼業先で他社雇用を認めている）のは、輸送用機械器具製

造業 A 社、食品製造業 C 社、旅行業 H 社、小売業 F 社（パートタイム限定）である8。それ

以外の証券会社 D 社、コンビニ事業 E 社、製造業 B 社（常勤者）は、副業・兼業先を非雇

用に限定している。 

  

 
8 他社雇用を認めている A 社、H 社は、もともと副業・兼業を認めていた（もしくは、禁止も推奨もしていない）

企業である。働き方改革への取り組みの一環やコロナ禍対応として、副業・兼業に積極的に取り組むため、厚

生労働省・ガイドラインを踏まえ、自社のガイドラインを策定した経緯がある。つまり、従来、副業・兼業で

他社雇用も認めてきたその枠組みを維持しつつ、その目的や制限事項、労務管理等を自社のガイドラインで明

確化することで、副業・兼業制度の積極的活用を促した企業といえる。小売業 F 社も、もともとパートタイム

の副業・兼業を認めており、規定面や申請方法を明確化した企業である。 

業態 ケース名 対象 副業・兼業先 申請書の主な記載内容

輸送用機械

器具製造業
A社 全従業員 雇用・非雇用

兼業届出書は、申請者全員に対して、「新規・継続の別」「目的（セカンドキャリア形成、自己啓発（社

外での多様な経験）、副収入の確保）」「契約形態（雇用（他社雇用）、非雇用（受託業務（フ

リーランス）等）」「会社名（受託先）」「所在地」「業務内容」「期間」の記載欄がある。雇用（他社雇

用の場合）に限り、「雇用形態」「労働日（月曜～日曜）・労働時間（月あたりの時間数）」などの記

載欄がある。申請者全員に対して、会社の就業時間の影響の有無として、「所定就業時間の短縮の必要

（有・無）」「時間外勤務の影響（有・無）」の記載欄がある（「有」の場合、詳細記入）。

食品製造業 C社 全従業員 雇用・非雇用

申請書には、副業の内容の他、副業の雇用形態、副業の勤務時間（例えば、週何日程度、月何日程

度等の目安の時間）の記載欄がある。勤務時間については、定期的な副業だけでなく、スポットの副業も

多いことから、申請書では「目安の時間」の記入欄となっている。

旅行業 H社 全従業員 雇用・非雇用
申請書式では、副業先での就業形態（雇用者や非雇用、個人事業主、会社経営など）や副業内容、

副業をする期間、副業先の労働時間――などの記載欄がある。

小売業 F社
パートタイ

ムのみ
雇用・非雇用

副業に当たっての申請については、「兼業・副業に関する届け出 兼 誓約書」を設けている。申請書には、

副業先の社名、住所、従事する内容、職務内容の記載欄がある。

証券会社 D社 全従業員 非雇用

申請書の記載内容としては、契約体系、業務内容、報酬の有無、決まった副業先がある場合は会社名、

稼働日数（週何日程度、月何日程度等）、稼働時間（週何時間程度、月何時間程度等）などがあ

る。

コンビニ事業 E社 全従業員 非雇用

副業申請書の記載内容としては、①活動内容欄に非雇用型のチェック欄がある。チェックされた非雇用の副

業については、②具体的な活動内容の記載欄がある。それ以外の記載事項として、③副業の活動期間、

④具体的な活動日・時間（週の活動回数や、見込みの時間（1日〇時間、週〇時間、月〇時間、年

○時間程度になりそうか等）、⑤報酬の見込額、⑥その他特記事項――がある。

製造業 B社 全従業員

常勤者：非雇用

非常勤者：雇

用・非雇用

申請書では、B社における勤務形態、副業先の名称（会社名・団体名）、副業を行う目的・理由、副業

先での勤務形態、副業先での業務（活動）内容、副業先での業務頻度（1週間あたり7～8時間の目

安）、副業先での主な活動時間、副業先での契約期間などの記入欄がある。

※外食産業G社は、副業・兼業禁止のため除く。製造業B社は常勤者が非雇用、非常勤者は、雇用・非雇用だが、図表では常勤者の非雇用の内容を記載した。

雇

用

・

非

雇

用

非

雇

用

限

定
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図表 4-5 副業・兼業先の就業形態（雇用・非雇用）  

 

 

労働者が副業・兼業を行う場合においては、労働基準法第 38 条を受けた通達に基づき、事

業主を異にする場合についても労働時間を通算して割増賃金を支払うこととされている。こ

れについて、厚生労働省・ガイドラインでは、労働契約の締結の先後の順に所定労働時間を

通算し、次に所定外労働の発生順に所定外労働時間を通算することによって割増賃金を計算

するか、あらかじめ設定したそれぞれの事業場における労働時間の範囲内で労働させる管理

モデルを利用するかのいずれかとされている。 

副業・兼業先が非雇用であれば、労働時間の通算（割増賃金の調整等）は不要である。D

社、E 社、B 社（常勤者）は、副業・兼業先を非雇用に限定し認めている（他社雇用は認め

ていない。ただし、後述するが、健康管理の観点から、非雇用であっても副業・兼業の時間

を自己申告させている企業はある）。 

例えば、コンビニ事業 E 社では、副業・兼業制度導入の検討段階で焦点となったのは副業

が雇用型であるかどうか、であったとしている。E 社では、「やはり一番懸念していたのは、

時間外の算定。残業がうち（E 社）なのか向こう（副業先）なのか。その他にも、（労働時間

が）長くなったときの安全配慮義務はどうなるのかは、議論があった」という。雇用型では

これらの問題が生じうることから、「非雇用型であれば認めてもよいのでは」、との結論とな

っている。 

一方、副業・兼業先で雇用・非雇用双方を認めている A 社、H 社は、管理モデルを導入し

ている企業である。先述のとおり、管理モデルは、あらかじめ労働時間について、自社（本

業）と副業・兼業先それぞれの上限を設定する簡便な労働時間管理の方法である。C 社も、

本業の時間外労働時間と副業での労働時間の合計が月 45 時間以内になる範囲で仕事を行う

ことを要件としている。つまり、他社雇用を認めている企業ではいずれも、労働時間の枠を

決めていた。 

なお、調査では、採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるかについ

業態 ケース名
副業・兼業の対

象となる労働者

副業・兼業先の就業形態

（雇用・非雇用）
副業・兼業の対象の条件

採用時の本業

の有無の確認

管理モデル

の有無

輸送用機械

器具製造業
A社 全従業員 雇用・非雇用 管理モデル

食品製造業 C社 全従業員 雇用・非雇用

（1）在籍期間の条件（新入社員では3年目以降、

中途採用の場合で入社1年目以降）

（2）就労時間の条件（平均残業時間が月当たり

15時間以下、年間総労働時間1,900時間未満）

あり

旅行業 H社 全従業員 雇用・非雇用 管理モデル

小売業 F社 パートタイムのみ 雇用・非雇用 あり

証券会社 D社 全従業員 非雇用
副業を認められている対象は、入社4年目以上の全社

員（全職系・コースで申請可能）
あり

コンビニ事業 E社 全従業員 非雇用 あり

製造業 B社 全従業員
常勤者：非雇用

非常勤者：雇用・非雇用

雇

用

・

非

雇

用

非

雇

用

限

定

※外食産業G社は、副業・兼業禁止のため除く。製造業B社は常勤者が非雇用、非常勤者は、雇用・非雇用だが、図表では常勤者の非雇用の内容を記載し

た。「採用時の本業の有無の確認」は、採用時に副業・兼業（採用時に他に雇用されているか）を確認しているとの回答があった企業のみ「あり」としている。
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ても聞いているが、C 社は、副業・兼業制度の在籍要件により、「新卒の場合で入社 3 年間、

中途採用の場合で入社 1 年間は副業できないことになっているため、その旨を説明する」と

している。これは入職後一定期間は本業に集中できるようにするための教育期間の意味があ

るが、この在籍要件により、入社時に副業していないことも担保されている（C 社が本業（先

に契約）であるため、割増賃金を支払う蓋然性が低くなる）。 

採用時の本業の有無の確認については、証券会社 D 社9、コンビニ事業 E 社、小売業 F 社

では、必ず確認するとしている。基本的には、採用時に他に雇用されているかを確認し、自

社＝本業（メイン）にできる者のみを採用している。これらの企業ではもともと、副業・兼

業の労働時間の通算規定（割増賃金の支払い）を念頭に、採用時に本業の有無を確認してい

るわけではないが、入職者が本業（メイン）で仕事ができること（入職時には他に副業・兼

業していないこと）を確認したい意図があると考えられる。 

以上を踏まえると、まず、労働時間の通算規定が、副業・兼業先を非雇用に限定するかど

うかの判断に影響を与えていることが示唆される。また、他社雇用を認める場合においても、

管理モデルや労働時間の上限を設ける等の手段によって、労働時間の通算管理の在り方（副

業・兼業先が割増賃金を支払う主体であること）を明確にする意図がある。さらに、自社が

先の契約であること（自社＝本業）を確認することで、割増賃金を支払う蓋然性を低くして

いることがうかがえる。 

 

（2）本業に支障がある場合の副業・兼業の禁止（本業重視の考え方） 

先述のとおり、今回のヒアリング企業ではすべて、本業に支障がある場合は副業・兼業を

禁止している。このような本業重視（職務専念義務）の考え方は、自社＝本業と位置付けて

いる以上、当然のことではあるが、なぜ企業が本業に支障がある場合に拘るのかについて理

解するうえで、副業・兼業を禁止している外食産業 G 社の事例がわかりやすい。 

G 社は、副業・兼業禁止の理由として、外食業界では、店舗において繁閑の差が大きく、

繁忙期に一定の残業も生じ、ヘルプも含めた柔軟な配置が必要であることを挙げている。自

社内で副業・兼業が増えること自体が、人員配置の柔軟性を狭めることにつながるため、副

業・兼業を認めていない。採用時に他に本業を持っているかを確認することがあるかについ

ても、正社員については本業の有無を確認しており、採用後についても副業・兼業は認めら

れないため、本業を持っている者は採用対象ではないことになる。つまり、G 社は、柔軟な

配置が可能な人材のみを採用の前提としている。この点で、他社で副業・兼業を行う者は、

他社の指揮命令下にも入ることになり、G 社の柔軟な配置の阻害要因となる可能性があるこ

とから、副業・兼業は禁止である。 

 
9 証券会社 D 社は、金融機関であるため「二重就業の禁止」の観点（情報漏洩の防止等）から、採用時に本業が

ある者は採用しない方針をとっており、こうした対応には金融業としての特性があることに留意する必要があ

る。 
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本業重視の考えは、副業・兼業許可企業においても同様である。例えば、E 社、F 社など

の小売業では、店舗勤務が基本であり、シフトが組めることが前提の職場である。シフト管

理や勤務スケジュールが必須の要件であり、それに対応できる人材を確保する観点から、採

用時に他に雇用されているかを確認し、自社＝本業（メイン）にできる者のみを採用してい

る。 

そこで、常勤者と非常勤者で副業・兼業先の就業形態（非雇用限定／非雇用・雇用双方）

を分けている製造業 B 社の事例をみてみる。先述のとおり、B 社はジョブ型の人事制度であ

り、自律的なキャリア形成を促すうえでの施策の一つが副業制度である。B 社は、雇用区分

によらず常勤者（主にフルタイムの正社員と考えれる）については非雇用型の副業を認めて

おり、有期契約社員等の非常勤者（フルタイムではない層と考えられる）に対しては、非雇

用・雇用型双方を許可制で認めている。 

B 社は、働き方改革の下で柔軟な働き方を推進していることから、副業を認めることで、

自社（本業）・副業先いずれにおいても、自律的な働き方を促すことを目的としている。常勤

者について、副業先に雇用型を認めない理由は、雇用型の場合、副業先の指揮命令下に入る

ことになり、副業先に拘束され、直接指示を受けること等により、過重労働となり健康面が

阻害されてしまう可能性があることや、本業で対応してもらいたいタイミングで下命ができ

ないなど、働き方が制限されるケースが想定されるためである。 

他方、非常勤者には雇用型も認めている。これは、B 社で就業してない日があることから、

就業日以外であれば、雇用型の副業（副業先（会社）の指揮命令下にある副業）をすること

を妨げるものではないこと、B 社での労働時間が限定的であり、本業への支障（特に過重労

働）リスクが低いと判断することから、非常勤者に対しては、雇用型も認める制度設計とな

っている。 

つまり、B 社の場合、フルタイムで働く層（常勤者）において、副業・兼業先で雇用型を

認めると、副業・兼業先での指揮命令にも従わなくてはならず、自社（本業）の指揮命令を

損なう可能性から、雇用型を認めていない（先述の外食産業 G 社での副業・兼業禁止、小売

業界（コンビニ事業 E 社）での雇用型の副業・兼業が認められない理由とおおむね整合的で

ある）。逆に、就業時間が短い層（パートタイム）では、本業の就業日以外があるため、副業・

兼業の禁止や副業・兼業先の限定がしづらいことになる（例えば、小売業 F 社）10。 

以上を踏まえると、フルタイムの場合（とくに残業や柔軟な配置が想定される場合）、本業

（自社）と副業・兼業先で指揮命令が 2 者間（あるいは複数）となり、本業の指揮命令の行

使の制限が生じる可能性があることが、副業・兼業の禁止、もしくは、副業・兼業先を非雇

用に限定する要因になりやすいと考えられる。その一方で、パートタイムなどの就業時間・

 
10 フルタイム勤務（主に正社員）だとしても、所定時間を短くすることで、副業・兼業の時間が確保しやすくな

るという考えはありうる。例えば、輸送用機械器具製造業 A 社は、所定時間の考え方として、時間内の兼業を

認めている（会社の所定就業時間を短縮した場合は、原則として支給調整される）。ただし、同社の過去の実績

では、就業時間を短くしてまで副業・兼業を行う例はほとんどないようである。 
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就業日が限定的な層は、所定の勤務時間・勤務日以外の時間帯があることから、副業・兼業

を許可しやすい傾向にあるようである。 

 

（3）本業重視と健康配慮との関係 

今回のヒアリング企業は、本業に支障がある場合の副業・兼業を不許可としている。制度

設計上、制限事項のなかでとくに重視されていると思われるのが副業・兼業先の就業形態と

活動時間である。それは、本業への支障を測る指標であるだけでなく、副業・兼業者の健康

確保（安全配慮の観点）の面においても重要な指標となっている。副業・兼業をすれば、労

働時間の増加が生じうることから、企業は健康面への影響を懸念していることがうかがわれ

る。 

それゆえ、企業は申請段階では、副業・兼業先の就業形態、仕事内容だけでなく、その活

動時間の予定（目安）についてもチェックしている。また、副業・兼業の許可後の働き方に

ついても一定の制限及び誓約を課している企業もある。これらは本業に支障のない副業・兼

業をチェックするだけでなく、健康確保ができる副業・兼業のみを許可する、という意味合

いもある。そこで、副業・兼業許可に伴う労働時間管理のあり方をまとめたものが図表 4-6

である。 
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図表 4-6 副業・兼業許可に伴う労働時間管理のあり方 

 

 

それによれば、副業・兼業制度において、本業の労働時間が一定の範囲内に収まっている

者のみを副業・兼業の許可対象とするケース（就労時間要件）がある。いわば申請段階で申

請対象に限定をかけている。一方、副業・兼業先の働き方に一定の制限（深夜労働制限等）

を制度上明示しているケースや、副業・兼業先の活動時間について上限や目安を示している

ケースがみられる。また、運用面についても、勤務管理システムにおいて、副業・兼業の活

動内容、活動期間、活動時間を自己申告してもらうケースがある。 

業態 ケース名 対象 副業・兼業先 労働時間管理のあり方

輸送用機械

器具製造業
A社 全従業員 雇用・非雇用

制限事項として、会社における勤務に支障が出る可能性がある場合（a.22時以降の兼業は原則

行わない。b.次の勤務に就くまでのインターバルを10時間以上確保する。）c.週の全ての日において

フルタイム勤務を行わないことを禁止する。d.就業制限がかかっている場合は、兼業を認めない）があ

る。

【兼業者の労働時間管理】

非雇用の場合、労働時間管理の対象外。

他社雇用の場合は、管理モデルを活用し、法定労働時間を超える労働時間は80時間上限の枠内

に収める。兼業者本人が兼業の時間数（兼業時間）を上長に自己申告（勤怠管理システムの残

業管理画面において自己申告された兼業時間を記入する欄がある）。法定労働時間外の労働時

間と兼業先の労働時間の通算が80時間を超える場合には、アラートが出される仕組みである。

食品製造業 C社 全従業員 雇用・非雇用

副業の対象の就労時間の条件として、平均残業時間が月当たり15時間以下、年間総労働時間

1,900時間未満としている。健康確保の観点からも、本業で生産性が高く働くことができる従業員層

に限定する意図がある。

本業の時間外労働時間と副業での労働時間の合計が月45時間以内になる範囲を要件としている

（健康確保の観点から、長時間残業の健康管理基準と同水準とするため、月45時間で設定）。

本業の就業時間については勤怠管理システム上の打刻（PCのログインのオン・オフ）をベースに記録

されている。副業の労働時間の記録については、所定の書式に、同社の月単位の時間外労働時間

と、自己申告による副業の労働時間が記載される。適用要件において、本業（同社）の時間外労

働時間と副業での労働時間の合計が月45時間以内になる範囲となるよう定められていることから、こ

の段階で、上限45時間に収まっているかが確認される。

旅行業 H社 全従業員 雇用・非雇用

長時間労働にならないよう、社内ガイドラインにおいて、副業の形態（雇用／非雇用）を問わず、副

業の時間は1か月35時間を上限としている。管理モデルを導入していることに加え、誓約書の提出も

受けていることから、副業の形態を問わず、副業の実施状況に過度の干渉しない方針をとっており、副

業の実施時間は確認していない。

小売業 F社
パートタイ

ムのみ
雇用・非雇用

パートタイムの雇用において、主として同社で働いてもらうこと（週20時間以上勤務）を前提としてい

る。その半面、副業先で何時間働いているかまでは把握していない。

証券会社 D社 全従業員 非雇用

副業の労働時間については、安全配慮のため、副業への取り組みを月30時間以内とし、副業による

深夜労働（22時から5時）は禁止されている。危険業務も禁止している。非雇用であるため、労働

時間の通算（割増賃金の調整等）はしていない。副業者が副業制度の概要・禁止事項を理解し

ていることを前提に申請を許可していることから、人事部として副業の実際の労働時間数に関して確認

はしていない。基本的には自己管理の形で副業を許可している状況。

コンビニ事業 E社 全従業員 非雇用

副業申請が認められて以降は、副業者が禁止事項等を理解をした上で許可を出していることから、

人事部として、副業の実際の労働時間数に関して確認はしていない。基本的には自己管理の形で、

副業を許可している状況。申請段階において、申請書で労働時間の確認はされており、本業に支障

をきたすおそれのある副業は許可されないことから、副業での長時間労働は想定されていない。

製造業 B社 全従業員

常勤者：非雇

用

非常勤者：雇

用・非雇用

副業申請・承認段階において、副業の活動時間として週7～8時間の目安を示している。

勤怠管理システムでは、副業の活動時間の項目が設けられており、副業の活動時間を自己管理す

るためにも、日々登録する運用となっている。同システム上の副業の活動時間は上長も閲覧可能であ

るため、本業の労働時間と副業の活動時間の合計が長時間になった場合は、本人の申し出に基づき

長時間残業健診として産業医面談の案内をするなどの運用もしている。

副業の活動時間、健康管理については、労働組合との協議のなかで、過重労働にならないための措

置として、適切に履行するよう要望があった事項である。これにより、導入時の制度設計においても、

副業の活動時間の目安を定め、ガイドラインを策定することや、勤怠管理システムを改修することで副

業の活動時間を本人が自己申告できること等の仕組みが整備されている。

非

雇

用

限

定

※外食産業G社は、副業・兼業禁止のため除く。製造業B社は常勤者が非雇用、非常勤者は、雇用・非雇用だが、図表では常勤者の非雇用の内容を記載し

た。

雇

用

・

非

雇

用
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申請対象に限定をかけているケースとして、食品製造業 C 社は、副業対象者の就労時間の

条件を、平均残業時間月当たり 15 時間以下、年間総労働時間 1,900 時間未満としている。

健康確保の観点からも、本業で生産性が高く働くことができる従業員層に限定する意図があ

る。 

また、働き方に一定の制限（深夜労働制限等）や労働時間の上限を明示しているケースと

しては、例えば、管理モデルを採用している輸送用機械器具製造業 A 社がある。A 社は、副

業・兼業の制限事項として、「a.22 時以降の兼業は原則行わない、b.次の勤務に就くまでのイ

ンターバルを 10 時間以上確保する、c.週の全ての日においてフルタイム勤務を行わないこと

を禁止する、d.就業制限がかかっている場合は、兼業を認めない」――など、副業・兼業の

働き方の制限を予め明示している。一方、労働時間の上限面では、副業・兼業先が非雇用の

場合、労働時間管理の対象外であるが、他社雇用の場合は法定労働時間を超える労働時間は

80 時間を上限としている。 

このように労働時間に上限を設ける等一定の制限を課すケースが目立つ。A 社の他にも、

旅行業 H 社は、管理モデルにより、副業の形態（雇用／非雇用）を問わず、副業の時間は 1

か月 35 時間を上限としている。C 社は、先述のとおり、就労時間の条件（平均残業時間月当

たり 15 時間以下、年間総労働時間 1,900 時間未満）を前提として、本業の時間外労働時間

と副業の労働時間の合計が月 45 時間以内となることを要件としている。証券会社 D 社（副

業・兼業先は非雇用限定）も、副業の労働時間について、安全配慮のため、副業への取り組

みを月 30 時間以内とし、副業による深夜労働（22 時から 5 時）も禁止している。危険業務

も禁止している。製造業 B 社は、副業申請・承認段階において、副業の活動時間として週 7

～8 時間の目安を示している。いずれも健康確保の観点から上限を設定したり、目安を示し

たりしている。 

一方、副業・兼業の許可後における運用面では、副業・兼業の活動時間を自己申告させて

いるケースがみられる。とくに健康管理のための上限時間を設定している企業では、副業・

兼業者に活動時間の自己申告を課している。その例として、副業・兼業の活動時間を他社雇

用に限り自己申告させているケース（A 社）や、副業・兼業の形態（雇用／非雇用）を問わ

ず自己申告させているケース（C 社、B 社）がある。 

具体的には、A 社は、兼業者本人が「兼業時間」を上長に自己申告させている（勤怠管理

システムの残業管理画面において自己申告された兼業時間を記入する欄がある）。法定労働

時間外の労働時間と兼業先の労働時間の通算が 80 時間を超える場合には、アラートが出さ

れる仕組みである。 

C 社は、勤怠管理システム上で、所定の書式に、月単位の時間外労働時間と、自己申告に

よる副業の労働時間が記載される。適用要件において、本業の時間外労働時間と副業の労働

時間の合計を月 45 時間以内とするよう定められていることから、この段階で、上限 45 時間

に収まっているかが確認される。 
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B 社も、副業の活動時間は勤怠管理システム上で、日々、自己申告で記録されている。勤

怠管理システムでは、副業の活動時間の項目が設けられており、副業の活動時間を自己管理

するためにも、日々登録する運用となっている。同システム上の副業の活動時間は上長も閲

覧可能であるため、本業の労働時間と副業の活動時間の合計が長時間になった場合は、本人

の申し出に基づき長時間残業健診として産業医面談の案内をするなどの運用も行っている11。 

逆に、副業・兼業の活動時間を把握していない企業も少なくない（D 社、コンビニ事業 E

社、H 社など）。これらの企業で共通しているのは、申請段階で過重労働になるような副業・

兼業は許可しておらず、副業者が副業制度の概要・禁止事項を理解し、宣誓もしていること

から、副業・兼業者本人が自己管理することで健康確保がなされている、との認識である。

副業・兼業の実施状況には過度に干渉しない方針であり、基本的には本人の自己管理を前提

として副業を許可している。 

とくに、副業・兼業先を非雇用に限定している企業では、雇用型を認めないことで他社の

指揮命令に服することがなく、また、非雇用の仕事はその性格上スポットの仕事が多いこと

等により、過重労働にはなりづらいと考えられている（逆にいえば、健康確保に配慮してい

るからこそ、非雇用を前提とした制度設計を行ったともいえる）。 

なお、今回のヒアリング企業では、副業・兼業者の労働時間管理について、自己管理が基

本であることは、すべて共通していると思われる。企業は、申請段階で、副業・兼業希望者

の活動内容、活動期間、活動時間を明確化しており、上長・申請者間のコミュニケーション

により、過重労働になりうる副業を洗い出し、健康確保の観点から問題のない副業のみが承

認されている。 

一方、副業・兼業希望者の側も、自社の副業・兼業制度の許可条件を理解したうえで、そ

の条件に合致すると思われる申請をしていると推測される。許可条件の履行も宣誓している

ことから、副業・兼業者の自己管理により健康確保が担保される仕組みといえる。 

 

（4）企業秘密保持、競業避止・利益相反 

今回のヒアリング企業では、企業秘密保持、競業避止・利益相反を制限事項とする制度設

計を行っている。とくに副業・兼業の場合、競業避止・利益相反を禁止事項に含めている理

由は、企業秘密の保持の観点が大きい。競業避止義務を定めている場合の対応をまとめたも

のが図表 4-7 である。 

  

 
11 B 社の副業の活動時間、健康管理については、労働組合との協議のなかで、過重労働にならないための措置と

して、適切に履行するよう要望があった事項である。これにより、導入時の制度設計においても、副業の活動

時間の目安を定め、ガイドラインを策定することや、勤怠管理システムを改修することで副業の活動時間を本

人が自己申告できること等の仕組みが整備されている。 
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図表 4-7 競業避止義務を定めている場合の対応  

 

 

ヒアリング企業は、企業秘密保持、競業避止・利益相反を禁じている点で共通している。

とくに証券会社 D 社は、競業避止・利益相反を禁じている度合いが強い。同社は利益相反に

あたる副業を認めておらず、競業他社の業務ではないことが申請時の確認項目としても入っ

ている。金融機関であるため、業種的に情報リテラシーに対する意識が非常に高く、「本業に

関わるようなことを副業でやってはいけない」という点がリテラシー教育の中で社員に浸透

しており、自社と近しい業界で副業をしてはいけないという意識が根付いている。 

一方、どのような産業、企業が競業他社に当たるかについては、例えば、小売業 F 社であ

れば小売業他社、コンビニ事業E社であればコンビニ他社というように予測はつきやすいが、

製造業の A 社、B 社のように、事業領域が広く、事業が多岐に渡る場合、競業にあたる産業、

企業を事前に設定することは困難である。副業・兼業希望者の側も、何が自社の事業領域に

抵触するかは予測しづらい。両社はいずれも、申請段階で、競合の危険性がある副業につい

てチェックし、危険性が高い副業の許可申請は承認されない仕組みとなっている。 

業態 ケース名 対象 副業・兼業先 競業避止義務を定めている場合の対応

輸送用機械

器具製造業
A社 全従業員 雇用・非雇用

業務上の秘密が漏洩する可能性がある場合や、兼業での競業避止義務を申請時の制限事項として定めて

いる。A社の事業は多岐にわたるため、ガイドラインとして特定の職種、特定の会社について制限を設けず、所

属部門・人事部門において競業避止義務に抵触しないか確認をしている。なお、制限事項にある秘密保持や

競業他社が関わっていないかは、継続で、申請更新した場合も、状況に変化がないかを確認している。「競合

他社が関わってないか、制約事項を毎年申請者に伝えて、誓約をしてもらっている」。

食品製造業 C社 全従業員 雇用・非雇用

C社では、副業での競業避止義務を定めているが、一律的に、例えば、食品業界を禁止する等の定めは設け

られていない。申請書で上がってくる副業の内容をヒアリングして、同社にとって競合になり得るのかを個別に判

断している。なお、副業の許可申請上、競業避止に抵触して不許可にした事例は「ほとんどない」。

旅行業 H社 全従業員 雇用・非雇用

禁止事項として、社業における労務提供上の支障を招くこと、社の資産や社外一般に公開されていない会社

情報（機密情報）等の利用、社の信用や職務上の権限または地位を利用すること、社の利益を害する行

為や社と競業する副業を行うこと、などが記載されている。会社側としては、申請時点で著しくガイドラインに抵

触していることがなければ、基本的に届け出を受理し、副業が許可される形である。届出があればほとんどが許

可されているが、「業務と関連性がある顧客と副業をするケース等では、個別に状況を詳しく聞いた上で、副業

として許可できないなどの判断をすることもたまにある」としている。

小売業 F社
パートタイ

ムのみ
雇用・非雇用

禁止規程として、企業秘密保持や競業避止についても規定がある。そのため、同社では、「競合他社」での副

業を禁じている。禁止事項としては、副業先として「競合他社以外」としていることから、小売業での副業は禁

止である。競合他社を禁止しているのは、秘密保持の観点があるため。副業者の許可基準に「競合他社以

外」とあることから、把握されている範囲において、競合他社（小売業他社）で働いている者も採用対象では

ない。

証券会社 D社 全従業員 非雇用

D社は利益相反にあたる副業を認めていない。競業他社の業務ではないことが申請時の確認項目としても

入っている。D社は金融機関であるため、業種的に情報リテラシーに対する意識は非常に高く、「本業に関わる

ようなことを副業でやってはいけない」という点は、リテラシー教育の中で社員に浸透しており、自社と近しい業界

で副業をしてはいけないという意識が根付いている。

コンビニ事業 E社 全従業員 非雇用

申請書の許可基準では、雇用型でないことや利益相反しない活動であることが明記されている。

同社の場合、利益相反が生じうる業態としては、例えば、コンビニ（他社）が想定されるが、申請書上で、雇

用型を認めていないこと、利益相反にあたる活動を不可とする注意喚起もされていることから、利益相反にあた

る副業の申請はない（例えば、雇用型を認めていないことから、コンビニ（他社）の申請はない）。「実際に

申請であがってくるのは、本業に関係がなさそうなものばかり」。

製造業 B社 全従業員

常勤者：非

雇用

非常勤者：

雇用・非雇用

副業での競業避止義務を定めており、副業規則、申請書（宣誓事項）においても重要な要件となっている。

非雇用型（業務委託等）の副業では、コンサルや研究開発（R&D）関連の業務が多いが、同社は幅広

い事業領域を有することから、利益相反にあたる一定の危険・リスクがあるケースについては、申請段階で副業

が許可されないこともある。

B社は、事業領域が広く、副業の業務内容が競業に当たる場合がありうる。そのため、申請段階で、競合の危

険性がある副業についてチェックし、その危険性が高いと副業の許可申請が承認されない仕組みとなっている。

※外食産業G社は、副業・兼業禁止のため除く。製造業B社は常勤者が非雇用、非常勤者は、雇用・非雇用だが、図表では常勤者の非雇用の内容を記載した。

雇

用

・

非

雇

用

非

雇

用

限

定
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実際には、ヒアリング企業はいずれも、申請段階で、副業・兼業の申請内容が競業避止に

あたるかを確認している。食品製造業 C 社も、副業での競業避止義務を定めているが、食品

業界を一律禁止する等の定めは設けられていない。申請書で上がってくる副業の内容をヒア

リングして、同社にとって競合になり得るのかを個別に判断している。とはいえ、副業の許

可申請上、競業避止に抵触して不許可にした事例は「ほとんどない」という。 

旅行業 H 社も、届出があればほとんどが許可されているが、「業務と関連性がある顧客と

副業をするケース等では、個別に状況を詳しく聞いた上で、副業として許可できないなどの

判断をすることもたまにある」としている。 

なお、コンビニ事業 E 社も申請書の許可基準では、雇用型でないことや利益相反しない活

動であることが明記されている。同社の場合、利益相反が生じうる業態は、コンビニ（他社）

が想定されるが、申請書上で、雇用型を認めていないことや、利益相反にあたる活動を不可

とする注意喚起もされていることから、利益相反にあたる副業の申請はない（そもそも雇用

型を認めていないことから、コンビニ（他社）の申請はない）。「実際に申請であがってくる

のは、本業に関係がなさそうなものばかり」という。 

以上を踏まえると、いずれのヒアリング企業も、競業避止・利益相反を禁止事項として明

記しているものの、なにが競業避止・利益相反に当たるかを設定することは困難であり、実

際には申請段階で個別判断している。むしろ、副業規定やガイドラインを周知し、注意喚起

することで、申請者の自己チェックにより、競業避止・利益相反に当たらない副業・兼業の

申請を促しているようだ。 

 

4-5．副業・兼業の運用の状況 

（1）副業・兼業の許可実績と特徴 

副業・兼業の実績とその特徴をまとめたものが図表 4-8 である。今回のヒアリング企業は

大企業であり、過去 1 年間の副業・兼業者の実績でみても、40 件台（食品製造業 C 社、小売

業 F 社（パートタイム12））や、100 件台（輸送用機械器具製造業 A 社、製造業 B 社、証券

会社 D 社）など、実績数が多い。副業・兼業制度の導入以降、副業・兼業者の申請は増加傾

向にあるとする企業（A 社、B 社、コンビニ事業 E 社など）や、安定的に推移しているとす

る企業（C 社）もあり、減少傾向との認識を示す企業はない。いったん制度が導入されると、

従業員側の副業・兼業に対するニーズが高いことが示唆される。 

次に、副業・兼業の申請の特徴について示す。まず、非雇用限定の企業をみると、B 社に

よれば、主な副業先としては、民間企業が半数弱（例：コンサル業や企画業等の業務委託を

請け負っているケース）、非営利団体等が 2 割弱（例：講師等）、大学等（講師、研究開発等）

 
12 小売業 F 社は、パートタイムのみに副業・兼業を認めている。過去 1 年間の副業・兼業の件数は 45 件である

が、これは複数の会社で社会保険に加入する場合に要する「健康保険・厚生年金保険被保険者所属選択・二以

上事業所勤務届」の手続きで把握できた件数である。副業者が申請書をすべて提出しているわけではないこと

から、実際は他にもいるかもしれない、との認識だった。 
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が 1 割強、官公庁等（防災・地域支援等）が 1 割弱あり、個人（個人事業主等）も 2 割弱あ

る、としている。 

非雇用の他の事例をみても、コンサルティングや企画業等の業務委託、大学等の講師など、

これまで培ったスキルを活かした副業・兼業が目立つ。また、ウェブサイト運営事業や家業

（家族関係）の役員、制作物の販売等などフリーランスや自営に係る仕事もみられる。その

ほか、単発（スポット）で依頼を受けた仕事として、外国人観光客のガイドやカメラマンな

ど、自身の趣味や特技を生かした副業・兼業もみられる。このようなスポットの仕事につい

ては、「定期的に副業がある人はいない」との認識を示す企業（E 社）もある。 

一方、雇用・非雇用双方を認めている企業についてみると、非雇用限定の企業と同様に、

講師や社労士等の資格やスキルを活かしたコンサルティング業務や、ソフトウェア開発や翻

訳、執筆活動などのスキル・特技を活かしたもの、趣味を活かした教室の先生（例：手芸教

室等）、社会貢献活動などもみられる。一方、雇用の場合の例は様々であり、飲食店等のパー

ト・アルバイトもある。 

A 社は、兼業の目的の分布を集計しているが、「自己啓発（社外での多様な経験）」が 6 割

弱と高く、「副収入の確保」が 3 割弱、「セカンドキャリア形成」は 1 割強としている。スキ

ルや特技を活かした副業・兼業の比率が高い一方で、副収入の確保も一定の比率を占めてい

る。 

副業・兼業先の内容でみると、雇用・非雇用双方を認めている企業においても、コンサル

業務や講師などの非雇用の内容が多いことがわかる。A 社では、雇用・非雇用の対比では、

雇用は 2 割強、非雇用が 8 割弱で、非雇用が多い。他社雇用の例では、塾講師やソフトウェ

ア開発などがある。C 社では、雇用・非雇用の比率については、制度導入以降のトータルで

みると、雇用契約を結んだ副業の利用者の比率は 20%弱としている。つまり、副業・兼業者

は、他者雇用が認められていても、非雇用の副業・兼業をしている者が多い。雇用の割合が

比較的低いことについて、C 社は、「やはりフルタイムで、（同社で）働いている人が、雇用

契約で他の契約をするくらいの時間・負荷で働くことは、なかなか難しいのではないか。非

雇用だと、時間の使い方、裁量がすごく高いと思うので、やり易い面あるのではないか」と

回答している。 
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図表 4-8 副業・兼業の実績 

 

 

（2）労働時間管理、健康管理のための措置 

労働基準法第 38 条第 1 項では、「労働時間は、事業場を異にする場合においても、労働時

間に関する規定の適用については通算する。」と規定されており、また、「事業場を異にする

場合」とは事業主を異にする場合をも含むとされている。ガイドラインでは、労働契約の締

結の先後の順に所定労働時間を通算し、次に所定外労働の発生順に所定外労働時間を通算す

ることによって割増賃金を計算するか、あらかじめ設定したそれぞれの事業場における労働

時間の範囲内で労働させる管理モデルを利用するかのいずれかとされている。 

今回のヒアリング企業では、副業・兼業先を非雇用に限定している企業があるが、この場

合、所定外労働の通算による割増賃金は発生しない。また、他社雇用を認めている場合にお

いても、労働契約の締結順で先の企業（＝本業）の副業・兼業のため、とくに本業の従業員

がフルタイムの場合、労働時間の通算により割増賃金が生ずるのは、副業・兼業先の方であ

業態 ケース名 対象 副業・兼業の実績 副業・兼業の申請の特徴

輸送用機械

器具製造業
A社 全従業員

過去1年間の兼業の実績は110件。

2021年のガイドライン積極展開以

降、制度を拡大したことによって、増加

傾向。

副業・兼業者は正社員が多い。職種は、大学の非常勤講師やティーチ

ングアシスタント、塾講師、社労士等の資格やスキルを活かしたコンサ

ル、社会貢献活動などのケースが多い。ソフトウェア開発や翻訳、執筆活

動などもみられる。運送や配達、販売員などの例もある。兼業の目的の

分布では「自己啓発（社外での多様な経験）」が6割弱と高く、「副収

入の確保」が3割弱、「セカンドキャリア形成」は1割強。

食品製造業 C社 全従業員

過去1年間の実績は42件。制度導

入以降の許可件数の推移では、例

年、副業者が40件程度（おおよそ

新規30件＋継続10件）であり、大

きな増減はなく安定的に推移している

イメージ。

主な副業先としては、資格・スキル等を活かしたコンサルティングや講師、

趣味を活かした教室の先生（例：手芸教室等）、飲食店等のパート・

アルバイトがある。

雇用・非雇用の比率については、制度導入以降（2019年以降）での

トータルでみると、雇用契約を結んだ副業の利用者の比率は20%弱ぐら

い。

旅行業 H社 全従業員
過去1年間の副業に従事する社員は

全社員の4％程度。

副業の例としては、旅行業、ツーリズム産業にとどまらず、学校での講師

業、コンサルタント、家業の手伝い、アルバイト等、多岐にわたる。

小売業 F社
パートタイム

のみ

過去1年間の副業の件数は45件

（「健康保険・厚生年金保険被保

険者所属選択・二以上事業所勤務

届」の手続きで把握できた件数）。

副業先としては、外食産業の店舗店員や飲食店（自営）の家族従業

員、倉庫内のピッキング作業、塾の先生など様々。

証券会社 D社 全従業員
過去1年間の副業の許可実績は

100件強。

副業の内容としては、これまで培ったスキルを活かしたインストラクター系や

大学院・セミナー講師、ウェブサイト運営事業、家業（家族関係）の役

員、制作物の販売など様々。

コンビニ事業 E社 全従業員
過去1年間の副業の許可状況は14

件。「増加傾向にある」との認識。

副業の内容の事例として最も多いのは、キャリアコンサルティング。それ以

外は、外国人観光客のガイド、カメラマン、障害者の支援活動、外国人

向けの日本語教師、大学の特任講師、アイドル活動（ライブ出演等）

など様々であり、個人の特技や趣味を活かした活動がみられる。副業の

収入では、高収入の者はほとんどいない。副業の頻度は、単発（スポッ

ト）の仕事が多く、毎週定期的に副業がある人はいない。

製造業 B社 全従業員

副業の承認状況（2023年10月導

入時点～2024年3月まで実績）は

115件。制度導入以降、申請は増

加傾向。最近では月20件ほど新規

で申請があるイメージ。非常勤者

（副業先（雇用型））の副業の実

績は1名。

主な副業先としては、民間企業が半数弱（例：コンサル業や企画業等

の業務委託を請け負っているケース）、非営利団体等が2割弱（例：

講師等）、大学等（講師、研究開発等）が1割強、官公庁等（防

災・地域支援等）が1割弱あり、個人（個人事業主等）も2割弱あ

る。

非常勤者の副業先（業務内容）は、非営利団体の事務。

雇

用

・

非

雇

用

非

雇

用

限

定

※外食産業G社は、副業・兼業禁止のため除く。製造業B社は常勤者が非雇用、非常勤者は、雇用・非雇用だが、図表では常勤者の非雇用の内容を

記載した。
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る蓋然性が高い。とくに管理モデルを導入している企業では、本人を通じて、副業・兼業先

と労働時間管理の取扱いを調整しており、所定外労働時間が生じた場合の割増賃金の支払い

が副業・兼業先であることを明確化している（輸送用機械器具製造業 A 社）。 

とはいえ、先述の通り、健康確保の観点から、副業・兼業の活動時間を自己申告により記

録している企業はある。副業・兼業者の労働時間管理、健康管理のための措置をまとめたも

のが図表 4-9 である。 
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図表 4-9 副業・兼業者の労働時間管理、健康管理のための措置 

 

 

製造業 B 社の集計によれば、過去 1 年間の実績でみても、副業先の活動時間は 35 時間以

下がほとんどを占めており、申請段階で示している週 7～8 時間目安の枠内に収まっている、

としている。時間外労働（健康管理時間）と副業の活動時間との通算でみても、45 時間未満

業態 ケース名 対象 副業・兼業先 労働時間管理、健康管理のための措置

輸送用機械

器具製造業
A社 全従業員 雇用・非雇用

他社雇用の場合、管理モデルを活用し、法定労働時間を超える労働時間は80時間上限の枠内に収

まるよう、事前に、兼業者本人を通じて、兼業先に労働時間を通知している（非雇用の場合、労働時

間管理の対象外）。

兼業先での就業時間の実態としては、平日の月曜日から金曜日に兼業を実施しているケースは少なく、

休暇の時や、土曜日・日曜日（休日）に実施しているケースが多い。

他社雇用の場合、健康管理の観点から、法定労働時間を超える労働時間と兼業時間との合計が単

月80時間を超える場合は、アラートを出す仕組みをとっている。

食品製造業 C社 全従業員 雇用・非雇用

C社では、副業制度を利用するための条件として、平均残業時間が月当たり15時間以下、年間総労

働時間1,900時間未満の就労時間基準が設けられている。就労時間の条件を年間の実績で満たした

者が申請可能な仕組みであり、残業時間が比較的少ない層が副業をしていることになる。また、月単位

で副業時間の実績も自己申告する仕組みとなっており、同社の時間外労働時間と副業での労働時間

は合計で45時間以内となる確認もなされている。

労働時間の実績は、上長にも報告されているため、上長は、本業（同社）の労働時間・業務負荷と、

副業の労働時間の程度を把握できる仕組みとなっている。

旅行業 H社 全従業員 雇用・非雇用

長時間労働にならないよう、社内ガイドラインにおいて、副業の形態（雇用／非雇用）を問わず、副業

の時間は１か月35時間を上限としており、雇用による副業の場合、副業先での労働時間はこの範囲内

にしてもらっている。

管理モデルを導入しており、副業を希望する社員から、副業先に申し出ることとしている。管理モデルを導

入していることに加え、誓約書の提出も受けていることから、副業の形態を問わず、副業の実施状況に過

度の干渉しない方針をとっており、副業の実施時間は確認していない。安全配慮の観点から、副業の時

間も含めて、労働時間が長いことを把握している社員については、当該社員の上司が適宜ヒアリングを行

い、健康状態を確認するようにしている。

小売業 F社
パートタイ

ムのみ
雇用・非雇用

パートタイムの採用時に、他社での副業が想定される場合（F社が本業の場合）、副業先において、労

働基準法上、労働時間を通算して週40時間超では残業が発生することについて、応募者に必ず説明

する。副業先で残業代が生じうることだけでなく、健康管理面においても、各自の自己責任において、労

働時間の把握をするように伝えている。

副業者の健康管理のための措置については、副業者に限ったことではないが、パートタイムを含め全従業

員に対して、毎年1回健康診断を実施している。深夜勤務者に対しては、年に2回目の健康診断も実

施している。これにより健康管理の把握はできている。診断結果により要再検査になった者に対しては、

病院の受診も勧めている。

証券会社 D社 全従業員 非雇用

副業が非雇用の形態でのみ許可されているため、副業者の労働時間の把握はしていない。非雇用であ

るため、労働時間の通算（割増賃金の調整等）も不要である。副業先（企業がある場合）との労働

時間関連の調整もしていない。申請段階で所属長が副業申請者の副業内容等について把握しているこ

とから、所属長が副業申請者の管理を行うことになっている。そのため、人事部として明確に副業者に対

する健康管理のための措置を講じているわけではない。

コンビニ事業 E社 全従業員 非雇用

副業が非雇用の形態で許可されているため、副業者の労働時間の把握はしていない。非雇用であるた

め、労働時間の通算（割増賃金の調整等）も不要である。副業先（企業の場合）との労働時間関

連の調整もしていない。

申請段階において、申請書で労働時間の確認はされており、本業に支障をきたすおそれのある副業は許

可されないことから、副業での長時間労働は想定されていない。E社としても、副業の労働時間について

は、「本人の申請通り」との認識である。健康障害に至るような副業はない前提である。そのため、健康

管理のための措置はしていない。

製造業 B社 全従業員

常勤者：非

雇用

非常勤者：

雇用・非雇用

過去1年間の実績でみても、副業先の活動時間は35時間以下がほとんどを占めており、申請段階で示

している週7～8時間目安の枠内に収まっている。時間外労働（健康管理時間）と副業の活動時間と

の通算でみても、45時間未満が8割弱を占め、45～80時間未満が2割となっており、80時間以上はほ

とんどいない。

B社では、健康管理の措置として、単月総計で80時間を超える層に対して、産業医面談などの健康確

保措置をとっている。本業の労働時間と副業の活動時間の通算で80時間超になった場合も、健康指導

の対象である。ただし、副業の活動時間は平均的に30時間程度に収まっており、また、本業の労働時

間、副業の活動時間の通算でみても、平均的に40～50時間であることから、単月総計で80時間を超

えるケースはほとんどない。

非

雇

用

限

定

※外食産業G社は、副業・兼業禁止のため除く。製造業B社は常勤者が非雇用、非常勤者は、雇用・非雇用だが、図表では常勤者の非雇用の内容を記載

した。

雇

用

・

非

雇

用



 

－52－ 

が 8 割弱を占め、45～80 時間未満が 2 割となっており、80 時間以上はほとんどいない。 

B 社は、健康管理の措置として、単月総計で 80 時間を超える層に対して、産業医面談など

の健康確保措置をとっている。本業の労働時間と副業の活動時間の通算で 80 時間超になっ

た場合も、健康指導の対象である。ただし、副業の活動時間は平均的に 30 時間程度に収まっ

ており、また、本業の労働時間、副業の活動時間の通算でみても、平均的に 40～50 時間で

あることから、単月総計で 80 時間を超えるケースはほとんどない。 

本業・副業を含めても長時間労働者がいないことについて、B 社は、勤怠管理システムで、

副業の活動時間を自己申告する仕組みにより、副業者が労働時間の上限を意識して働いてい

ること、もともと申請段階で、週 7～8 時間目安に基づいて申請・承認していることから、過

重労働になるような副業が承認されていないことを挙げている。 

B 社以外においても、副業・兼業の活動時間を自己申告させている企業では同様の傾向で

あり、本業と副業・兼業を通算した労働時間で長時間労働者がいると指摘している企業はな

い。とくに副業・兼業の上限時間を定めている A 社（管理モデル）では、法定労働時間を超

える労働時間は 80 時間上限の枠内に収まるよう、事前に、兼業者本人を通じて、兼業先に労

働時間の通知をしている。健康管理の観点からも、法定労働時間を超える労働時間と兼業時

間との合計が単月 80 時間を超える場合は、アラートを出す仕組みをとっている。 

旅行業 H 社も、長時間労働にならないよう、社内ガイドラインにおいて、副業の形態（雇

用／非雇用）を問わず、副業の時間は 1 か月 35 時間を上限としている（管理モデルを導入

しており、副業を希望する社員から、副業先に申し出ることとしている）。管理モデルを導入

していることに加え、誓約書の提出も受けていることから、副業の形態を問わず、副業の実

施状況に過度の干渉をしない方針をとっているため、副業の実施時間は確認していない。安

全配慮の観点から、副業の時間も含めて、長時間労働を把握している社員については、当該

社員の上司が適宜ヒアリングを行い、健康状態を確認するようにしている。 

食品製造業 C 社では、副業制度を利用するための条件として、平均残業時間が月当たり 15

時間以下、年間総労働時間 1,900 時間未満の就労時間基準が設定されている。就労時間の条

件を年間の実績で満たした者が申請可能な仕組みであり、残業時間が比較的少ない層が副業

をしていることになる。また、月単位で副業時間の実績も自己申告する仕組みとなっており、

同社の時間外労働時間と副業での労働時間は合計で 45 時間以内となる確認もなされている。

労働時間の実績は、上長にも報告されているため、上長は、本業（同社）の労働時間・業務

負荷と、副業の労働時間の程度を把握できる仕組みとなっている。 

一方、副業・兼業を非雇用に限定している企業では、労働時間管理の対象外としており、

副業・兼業者の労働時間の把握もしていない。コンビニ事業 E 社は、申請段階において、申

請書で労働時間の確認はされており、本業に支障をきたすおそれのある副業は許可されない

ことから、副業での長時間労働は想定されていない、としている。同社は、副業の労働時間

については、「本人の申請通り」との認識である。そのため、健康管理のための措置はしてい
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ない。 

以上を踏まえると、企業では、まず健康障害が生じるような副業・兼業者はいないとの認

識である。実際、副業の活動時間を自己申告させている企業においても、長時間労働者はほ

とんどいない、との認識だった。そう考える理由として、申請段階において副業・兼業の労

働時間（目安）の確認はされており、本業に支障をきたすおそれのある副業・兼業は許可さ

れていないことを挙げる。とくに副業・兼業の活動時間を自己申告させている企業では、副

業・兼業者自身が労働時間の上限を意識して働くため、自己管理によって長時間労働は抑制

される。また、長時間労働者に対して、上司が適宜ヒアリングを行い、健康状態を確認する

等、職場での対応も副業・兼業の長時間労働を抑制している。 

一方、健康管理の措置においても、副業・兼業者に対して特別な措置をとる企業はみられ

なかった。単月総計で 80 時間を超える層に対して、アラートの発出や、産業医面談などの健

康確保措置をとっている等、自社の長時間労働者に対する措置と同等に扱っている。ただし、

いずれの企業においても、単月総計で 80 時間を超えるような健康指導を要する者はほとん

どいないとの認識であった。 

なお、副業・兼業に係る通算規定において、労働契約の締結順で先となる企業（＝本業）

のフルタイムの従業員が副業・兼業を行う場合、労働時間の通算により割増賃金が生ずるの

は、副業・兼業先である可能性が高い。通算規定に基づく割増賃金について、懸念を示して

いたのは製造業 B 社のみであったので、この点について記す。 

B 社は、非常勤者（フルタイムではない短縮勤務者）に対して、雇用型の副業を認めてい

る。2023 年 10 月の導入時点から 2024 年 3 月までの半年間において、非常勤者の副業者の

実績は 1 名だった（副業先の業務内容は、非営利団体の事務）。B 社では週 3 日勤務、副業先

では週 2 日勤務であり、双方合わせるとフルタイムの日数になる。B 社では、申請段階で、

非常勤者の副業（雇用型）申請者に対して、労働時間の通算で割増賃金が生じること等の法

的ルールを伝えている。そのうえで、本業と副業を合計してフルタイムの労働時間に収まる

ように、本人に副業先と労働時間の契約調整を行うよう促している。実際の労働時間につい

ても、本業と副業を通算した労働時間について、本人が自己管理し、割増賃金が生じた場合

には、本人が残業発生先の B 社または副業先に申請する形としている。 

B 社としては、実際に割増賃金が生じた場合の困難さについて指摘している。フルタイム

ではない非常勤者が本業として週 3 日勤務している場合でも、一時的に所定外労働が発生す

ることはありうる。また、契約している曜日によっては、B 社自体が割増賃金の支払い義務

を負うこともありうるからである。厚生労働省のガイドラインを踏まえると、例えば、B 社

が水木金勤務で、副業先が月火勤務の場合（本業と副業で週 5 日のフルタイム勤務になった

とき）、B 社で、仮に金曜日に残業が生じた場合は、B 社側が支払わなければならない。 

ただし、調査時点で、当該非常勤者において B 社の側で割増賃金が発生したというわけで

はない。実態として（割増賃金が）発生してしまったときは、個別に計算する、としている。
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B 社は、「弊社で割り増しを払う事象が起こった場合には、きちんと（本人に）申告してもら

い、個別に割増計算するという形になる」という。B 社は、フルタイムではない短縮勤務者

の副業・兼業については、「労働時間管理と割増計算の管理は課題だと思う」と指摘した。 

 

4-6．副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題、懸念点等 

（1）副業・兼業を認めることの効果・影響 

副業・兼業を認めることの主な効果・影響を図表 4-10 でまとめている。それによれば、メ

リットを感じている企業の効果では、本人が持つスキル・能力を社外の様々な分野で発揮で

きること、その経験を本業に活かせることを挙げる企業が多い。製造業 B 社、食品製造業 C

社は、自社の事業領域外や、自社では育成できないキャリアを社外で形成できるメリットを

指摘している。 

自身のスキル・強みを生かせることで、「モチベーション維持・アップにも繋がっている」

との指摘もある（輸送用機械器具製造業 A 社）。また、副業解禁以降、100 件以上の申請があ

がっている現状から、「社員のエンゲージメント向上効果がある」との指摘もある（証券会社

D 社）。副業・兼業の申請件数の増加を通じて、エンゲージメント向上を実感している企業も

あるようだ。C 社では、副業事例を社内で共有することにより、従業員にとって「良い刺激」

になることを期待している。 

なお、小売業である E 社、F 社はいずれもメリットを感じていない。E 社は、副業経験の

本業へのフィードバックや離職抑止、採用面の応募者増加等の効果を具体的に感じているわ

けではない、との認識だ。F 社は、手続き上の事務負担が増えているだけでメリットは感じ

られない、としている。製造業 B 社も、デメリットとして、副業が増えていく過程で、事業

領域が重複し、競業避止、利益相反の観点から確認を要する案件が多くなる可能性をあげて

いる。 
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図表 4-10 副業・兼業を認めることの主な効果・影響  

 

  

業種 業態 ケース名 副業・兼業を認めることの主な効果・影響

輸送用機械

器具製造業
A社

兼業制度のメリットとして本人自身がA社にこだわらず、兼業先でも様々なスキル・能力を発揮できること

や、兼業先で得た知見を、A社（本業）に生かせている。

自身のスキル・強みを生かせることで、「モチベーション維持・アップにも繋がっている例が多い」との認識も示

した。

同社としては、「社外兼業は人材育成の一つの制度として展開しているので、今後も従業員自身がスキ

ル・強みを生かせる機会として継続して提供していきたい」という。

製造業 B社

副業制度の効果としては、B社は、社会イノベーション事業で新しい価値を提供する人材を求めている中

で、事業領域以外（社会貢献を含む）においても、自律的に働き、成果を出すことで本業に活かせるメ

リットがあると考えている。また、労働者本人の育成、キャリア開発という観点からも大きなメリットがある、と

している。一方、デメリットとしては、副業が増えていく過程で、事業領域がバッティングすることで、競業避

止、利益相反のチェック案件が多くなる可能性をあげている。

食品製造業 C社

副業を認めることの効果・影響については、「やはり（副業者）本人が持っている専門性を活かせることや、

（C社では）なしえないキャリアが出てきている、というメリットはあるのではないか」という。同社としては、副

業者本人の意思確認をした上で、副業事例を同社内で情報共有している。副業事例を社内で共有する

ことで、「良い刺激」になってるのではいか、という。

金融業 証券会社 D社
副業解禁以降、100件以上の申請があがっている現状から、「社員のエンゲージメント向上効果がある」と

いう。

コンビニ事業 E社

現時点で副業制度でメリットを感じているところはない。例えば、副業経験の本業へのフィードバックや、離

職者防止につながっている等の認識はない。副業制度を認めることで、採用面での応募者数の増加につな

がるかについても、プラスに働く場合もあるかもしれないが、その検証ができているわけではなく、制度導入に

より効果があるとの認識はない。

小売業 F社

副業している従業員に対する事務処理を適切に行う必要性が増していることから、給与担当者、社会保

険料の労務担当者に対しては、F社として、年1回のオンライン研修を実施している。手続き上の事務処理

の負担が増えているため、副業を認めることのメリットについては感じられない、としている。

生活関連

サービス

業

旅行業 H社

副業制度の影響については、「デメリットは特に認識していない。むしろ、メリットの方が大きい。当初、コロナ

禍の時は収入増加を主な目的として始めていた社員が多かったが、今は、収入増加だけでなく、社外での

能力発揮や、自身の活動領域を広げていく等、スキルアップを目的としたものが結構多くなってきている。そ

れが回り回って、本業での力の発現につながるメリットはあると考えている」という。

※外食産業G社は、副業・兼業禁止のため除く。

製造業

小売業
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（2）副業・兼業を認めることの実務上の課題、懸念点 

副業・兼業を認めることの主な効果・影響を図表 4-11 でまとめている。それによれば、国

の政策や社会的趨勢によって、副業・兼業が促進される中、そのための環境整備について課

題、懸念があった。 

 

図表 4-11 副業・兼業を認めることの実務上の課題、懸念点 

 

 

  

業種 業態
ケース

名
実務上の課題、懸念点

輸送用機

械器具製

造業

A社

課題としては、「（自社の）ガイドライン上、兼業先を含む労働時間管理は本人の申告に基づき、上長に

委ねられているので労働時間管理に関する課題はあるかもしれない」との回答だった。現状では、この点で

見直しの動きはないが、「徐々に制度が広まるにつれて、社外兼業に取り組む従業員が多いという雰囲気

が広まれば、上長も目を向けて、部下の労務管理をしなければならない雰囲気になるのではないか」とい

う。

製造業 B社

労務管理面では、業務委託型といえども、健康管理の確保について課題はある、としている。そもそも、B

社が雇用型ではなく非雇用型を選択した理由は、自社の社員が副業先（雇用型）の指揮命令下に入

ると、その分、労務管理がより難しくなる、という点にある。非雇用型で自律的に働けているのであれば、自

己管理もでき、B社の勤怠管理システムに副業の活動時間を登録してもらうことで、B社としても、健康管

理面の危険について一定の判断・対処ができる。しかし、雇用型であれば、副業先に対して指示はだせな

いため、労務管理面では、雇用型の方が難しくなる、との認識だ。

労基法の通算規定と雇用型との関係について、雇用型を対象から除いている理由のメインは、副業先の

指揮命令下に入ることによる労務管理の難しさにあるとしつつも、通算規定も労務管理を難しくしている、と

の認識を示した。「（現行の）通算管理は、包括的な管理であれば、非雇用型だとできるが、雇用型だと

やはり1分単位で把握しなくてはならない。ある意味、本人の実績申告に委ねるしかないのだが、そこの管

理は難しくなってくる、と思う」としている。

食品製造

業
C社

改善点については、副業制度申請の要件基準となる年間総労働時間1,900時間が適切かについての議

論はある。同社の全体の総労働時間は、平均で1,900時間は割っているため、過半数は、副業制度を利

用可能状態にある。しかし、「業務特性上、どうしても1,900時間を満たせない方も一定数いる。一方、月

45時間で収めていく制度枠組みで考えると、1,900時間は高いのではないか、との議論もあることから、そ

の辺はチャンスを広げるフォローをしてもよいのでは」との意見がある。

金融業 証券会社 D社
副業制度の課題としては、「副業許可後、年1回の研修を実施しているが、実際に副業者と直接副業につ

いてやり取りをする機会は多くない。制度利用者の声の把握は今後の課題だと考えている」という。

コンビニ事

業
E社

副業制度の課題としては、副業制度の環境整備をどうするかがある。副業を認める社会的な趨勢は強まる

と感じており、近年、同社において、副業の申請数が増加傾向にあることから、「自分の趣味を活かして、

副業から収入を得ようとする社員は、今後も増えてくる」と想定している。同社としては、積極的ではないが、

ある程度、副業ができる環境を整えていく必要があるのではないか、と感じている。

また、E社では、今年から（2024年）、所定労働時間を15分短縮、所定労働時間を7.5時間にしてい

る。所定労働時間が短くなると、労働者側からみると副業の時間を確保しやすくなることから、労基法の通

算規定でわかりやすい方法があれば、雇用型を一部認めるということも検討対象になりうるかもしれない、と

の認識も示した。

小売業 F社
国の政策においてダブルワークが推奨されているが、社会保険の手続きが煩雑にならないようにしてほしいと

の意見があった。

生活関

連サービ

ス業

旅行業 H社

副業促進策の観点については、「やはり管理モデルの部分、要は就業時間や賃金の部分は、（労働時間

の通算があるため）送り出す側は良くても、受け入れる側でどう管理していくかは課題ではないか」との回答

だった。「割増賃金の通算管理はハードルが高いと思う。労働時間の通算の見直しを検討することは、良い

のではないか。それが実現されれば、（副業の）促進につながっていく可能性は大きいのではないか。一

方、健康管理での労働時間の通算については、どのように管理していくかは、引き続きの課題だと思う」との

回答だった。

製造業

小売業

※外食産業G社は、副業・兼業禁止のため除く。
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まず、労基法の労働時間の通算規定に係る指摘がみられる。旅行業 H 社は、「割増賃金の

通算管理はハードルが高いと思う。労働時間の通算の見直しを検討することは、良いのでは

ないか。それが実現されれば、（副業の）促進につながっていく可能性が大きいのではないか。

一方、健康管理での労働時間の通算については、どのように管理していくかは、引き続きの

課題だと思う」との回答だった。 

製造業 B 社も、労基法の通算規定と雇用型との関係について、雇用型を対象から除いてい

る主な理由は、副業先の指揮命令下に入ることによる労務管理の難しさにあるとしつつも、

通算規定も労務管理を難しくしている、との認識を示した。「（現行の）通算管理は、包括的

な管理であれば、非雇用型だとできるが、雇用型だとやはり 1 分単位で把握しなくてはなら

ない。ある意味、本人の実績申告に委ねるしかないのだが、そこの管理は難しくなってくる、

と思う」としている。 

コンビニ事業 E 社では、2024 年から、所定労働時間を 15 分短縮し、所定労働時間を 7.5

時間にしている。所定労働時間が短くなると、労働者側からみると副業の時間を確保しやす

くなることから、労基法の通算規定でわかりやすい方法があれば、雇用型を一部認めるとい

うことも検討対象になりうるかもしれない、との認識も示している。 

他方、自社の環境整備についても課題（改善点）に挙げる企業があった。輸送用機械器具

製造業 A 社は、「（自社の）ガイドライン上、兼業先を含む労働時間管理は本人の申告に基づ

き、上長に委ねられているので労働時間管理に関する課題はあるかもしれない」としつつ、

「徐々に制度が広まるにつれて、社外兼業に取り組む従業員が多いという雰囲気が広まれば、

上長も目を向けて、部下の労務管理をしなければならない雰囲気になるのではないか」とし

ている。 

食品製造業 C 社は、副業制度申請の要件基準となる年間総労働時間 1,900 時間が適切かに

ついての議論があることを挙げた。同社の全体の総労働時間は、平均で 1,900 時間を割って

いるため、過半数は、副業制度を利用可能状態にあるが、「業務特性上、どうしても 1,900 時

間を満たせない方も一定数いる。一方、月 45 時間で収めていく制度枠組みで考えると、1,900

時間は高いのではないか、との議論もあることから、その辺はチャンスを広げるフォローを

してもよいのでは」との意見がある、という。 

 

５．他社から副業・兼業を受け入れる場合の労働時間管理等 

5-1．採用に際して、他に本業を持っているかを確認することの有無 

調査では、採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるかについて尋ね

ている。他に本業があるということは、自社（採用側）が本業ではない（副業・兼業先にな

りうる）、ということでもある。労働時間の通算規定によれば、自社＝副業・兼業先であれば、

契約が後となり、割増賃金を支払う側になる蓋然性が高まることとなる。 

今回のヒアリング企業では、「選考のプロセス中で確認はしていない」という企業がみられ
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た（製造業である A 社、B 社）。採用では、基本的には、フルタイムの社員を募集しており、

求職者側も、フルタイムで働けることを前提に応募していることから、他に本業があること

は想定していないようだ。 

一方、食品製造業 C 社は、副業制度の在籍要件により、「新卒の場合で入社 3 年間、中途

採用の場合で入社 1 年間は副業できないことになっているため、その旨を説明する」として

おり、採用に際して本業があるかを確認している。 

証券会社 D 社も、採用選考時に他に本業をもっているかを確認している。「二重就業を禁

止している観点からも本業を持っているかどうかの確認を行い、かつ副業についての確認も

必ずしている」という。金融機関であるため、二重就業は禁止されている。情報漏洩、情報

管理を重視している金融業において、本業がある者や、副業・兼業者を受け入れること自体

が難しいようだ。 

他方、小売業である E 社、F 社、及び外食産業 G 社では、非正社員（パート、アルバイト

等）を採用している関係で、次のような回答があった。 

まず、小売業 F 社では、正社員、パートタイムいずれも、本業の有無を確認している。正

社員の場合、仮に、面接時に本業を持っていることがわかれば、「他社で働いている方を雇用

することはできないとはっきり説明する」という。 

また、パートタイムについても、同社をメインとして働いてもらうこと、シフトが組める

ことが前提となっている点を伝える。同社のパートタイムは、週 20 時間以上勤務できるこ

とが採用条件である（平均的には週 30 時間前後の勤務の者が多い）。同社は、小売業である

ため、シフト管理や勤務スケジュールが必須の要件であり、それに対応できる人材を確保す

る観点から、採用時に他に雇用されているかを確認し、同社で働くことを本業（メイン）に

できる者のみを採用しているようだ。また、副業者の許可基準に「競合他社以外」とあるこ

とから、把握されている範囲において、競合他社（小売業他社）で働いている者は採用対象

ではない。 

次に、コンビニ事業 E 社では、正社員採用では、他に本業を持っていないかを確認してい

る。就業規則で、副業を原則禁止しており、許可がある場合にのみ副業を認めているため、

採用段階で、他に働いていないことを誓約書の形で提出させている。一方、非正社員の採用

の場合、直営店において、「非正社員として副業者を受け入れたことがあるかもしれない」と

しているが、「雇い入れ時に本業があるかどうかを確認していないのでわからない」とのこと

だった。同社の場合、直営店における、副業でのパート・アルバイトの掛け持ちタイプが相

当するが、「その実態は把握できていない」という。 

直営店では、アルバイトの採用権限は店長にあり、本社人事課ではない。この点で直営店

での採用実態は見えにくい面がある。一方、直営店側からみると、「誰でも働いてくれれば歓

迎で、副業をしている人ももちろん歓迎になる」、という。つまり、店舗店長としては、アル

バイト採用に際して、勤務日・時間帯に働けることを確認することが重要で、その他の活動
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（本業の有無）までは把握していないであろう、との認識である。 

外食産業 G 社においても、正社員については本業の有無を確認している。採用後は副業・

兼業は認められないため、本業を持っている者は採用対象とはならない。一方、非正社員の

採用については、「雇い入れ時に本業があるかどうかを確認していないのでわからない」との

回答だった。 

以上を踏まえると、まず、正社員（フルタイム）については、自社＝本業（メイン）が前

提とした採用を行っている。そのため、他に本業があるかを確認しているケースが多い。一

方、非正社員については、小売業 F 社は、正社員、非正社員いずれも、自社をメインとする

採用方針をとっているため、本業の有無を、正社員、非正社員いずれも確認している。 

他方、コンビニ事業 E 社、外食産業 G 社では、正社員は本業の有無を確認しているが、非

正社員は確認していないだろうとの認識だった。確認をしていない理由としては、店舗の繁

閑に応じた人手不足の度合いが影響していると思われる（店舗のシフトが組めることが前提

で、指定の時間帯に働けるのであれば、他に本業があるか、副業・兼業者であるかの確認は

しないようだ）。 

 

5-2．他社から副業・兼業を受け入れる場合の労働時間管理等（過去３年間の状況） 

（1）他社から副業・兼業を受け入れる場合の労働時間管理等（過去３年間の状況） 

調査では、過去 3 年程度でみた副業・兼業者の受け入れの状況、労働時間管理等、及び効

果・課題（受け入れるための促進策）について尋ねている。 

まず、輸送用機械器具製造業 A 社、証券会社 D 社、小売業 F 社、旅行業 H 社では、他社

から副業・兼業者を雇用、非雇用に係らず受け入れたことはない、としていた。これらの企

業は、自社＝本業（メイン）となる者を採用しており、副業・兼業者（他に本業を持つ者）

を雇用する（あるいは非雇用としても）意図がない企業といえる。例えば、A 社は、「他社か

ら、兼業者を受入れたことはなく、プロジェクト等で非雇用（例えば、コンサル等）の委任

契約の形で受け入れることも、「ケースとしてはない。特に受け入れてほしいといったような

希望も受けていない」との回答だった。D 社は、非雇用（例えば、プロジェクト立ち上げ時

のコンサル等の非雇用人材）としての受け入れについても、「（必要があれば）通常の業務委

託の形で対応しているので、副業で受け入れるという形はないのではないか」との回答だっ

た。 

一方、それ以外の企業では、非雇用（業務委託契約）で受け入れたケース（食品製造業 C

社、製造業 B 社）及び、非正社員で結果的に受け入れているケース（コンビニ事業 E 社、外

食産業 G 社）があった13。今回のヒアリング対象では、雇用でも正社員で受け入れた事例は

 
13 ただし、これらの非雇用のケース、非正社員のケースは、後述する製造業 B 社（企業間提携による相互副業）

を除き、意図して受け入れているのではないことに留意されたい。C 社であれば、個別のプロジェクト案件の

業務委託で副業・兼業者がいてもおかしくはなく、また、E 社、G 社についても、パート・アルバイトで結果

的に非正社員の副業・兼業者がいてもおかしくはない、との推測に基づくものである。  
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なかった。以下では、受け入れた副業・兼業者について、非雇用、非正社員の場合で、①受

け入れの状況と②労働時間管理等、③受け入れた効果・課題（受け入れのための促進策）―

―についての事例をまとめる。 

 

＜非雇用（業務委託契約）で受け入れたケース＞ 

【食品製造業 C 社】 

① 受け入れの状況 

食品製造業 C 社では、雇用での副業者の受け入れはない、としている。副業制度の在籍要

件により、入社時点では副業者ではないこと（本業がないこと）が担保されている。一方、

非雇用については、各事業部門のプロジェクト案件などで、他社から業務請負として受け入

れるケースがあることから、業務請負で受け入れた者のなかには副業・兼業者がいる可能性

がある、との認識を示した。ただし、業務請負で受け入れた者が、副業・兼業者であるかに

ついては確認をしていない。「（業務請負をしている者が）弊社とは業務委託契約をしている

が、その方自身が他に業を持っているかどうかの確認はしていない」という。 

業務委託の内容としては、例えば、単発のプロジェクト案件等で、「ウェブデザイナーにホ

ームページのデザインを委託することや、コンサルティングみたいなことは、小さい単位で

いくつかあるのではないか」という。 

 

② 労働時間管理等 

業務請負をしている者に対する労働時間管理については、「基本的に業務委託契約になる

ので、指揮監督するものではない。成果物が達成されれば、（労働時間やリモートワーク等で）

何か制約を求めるものではない。基本的には、その成果物に対する契約を結んでいる、との

理解だ」という。したがって、労働時間の把握はしておらず、契約で定めた成果報酬を支払

っている形だ。 

健康管理面での措置を講じているかについては、いわゆるフリーランス新法が制定・改定

されたこともあり、同法で定められている健康管理面での法対応及び、周知は行っている、

という。 

 

③ 受け入れた効果（受け入れのための促進策） 

非雇用の形態の業務委託をしている者（ただし、副業者であるか確認されているわけでは

ない）を受け入れることについては、各事業部門で必要に応じて実施されているものなので

メリットはある、という。単発プロジェクトでは業務委託はどうしても必要だという。恒常

的に必要な人材であれば、副業者ではなく雇用として採用しているが、単発プロジェクトで

は必要な人材を確保する上で業務委託という形態が適しているようだ。 

なお、雇用による副業者の受け入れを促進する方法について尋ねたところ、「時間外労働の
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通算は大きなネックになる」という。自社が副業先になると、本業と副業の労働時間を通算

する必要があることがネックだという。 

また、同社の場合、フルタイムで働く者がほとんど（製造部門もフルタイムのシフト制が

メイン）であることも、雇用による副業者の受け入れを難しくしている要素だという。パー

トの短時間勤務のシフトの場合、副業者を受け入れる必要があるかもしれないが、フルタイ

ム勤務者しかいない職場では、その勤務時間帯に働ける者を採用するニーズがあるため、パ

ート等の短時間の副業者を受け入れるニーズが低いようだ。 

 

【製造業 B 社】 

① 受け入れの状況 

製造業 B 社は、企業間提携による相互副業として、他社から非雇用（業務請負契約）での

副業者を受け入れたことがある。B 社と Z 社（受け入れた副業・兼業者の企業。以下同じ）

との間で、2024 年に、相互に社員の副業を受け入れた。新規事業創出や研究開発の分野を対

象として、プロジェクトを実施している。副業の実施期間は 3 か月間（本調査時点でいずれ

も終了）。社外での成長機会を会社が提供することによる社員のエンゲージメント・キャリア

オーナーシップの向上や、会社と社員の持続的な成長につながる新たな副業のあり方の検証

目的に、先行的に取り組んだ形だ。 

案件ごとに、B 社が Z 社に送り出す場合もあれば、Z 社から B 社に受け入れる場合もある。

いずれも非雇用（個人の業務委託）である。 

実施前に、B 社、Z 社の企業間で、業務の範囲や競業避止、秘密保持、セキュリティ等で

詳細な企業間契約を締結している。契約書については、研究開発の知財部門も交えチェック

を加え、両企業間で調整もしている。 

当該プロジェクトの人選については、B 社送り出しの場合、プロジェクト案件を対象部門

内での公募にかけ、応募者の中から Z 社の副業先が対象者を選定している。 

 

② 労働時間管理等 

報酬については、副業先から副業者へ直接支給される。活動時間は、通常の副業と同様、

1 週間で 7、8 時間（目安）としている。 

非雇用であることから、労働時間の通算や割増賃金は発生しない。B 社においては、通常

の副業と同様、副業の活動時間は勤怠管理システム上で、日々、自己申告で記録されている。

また、本業の労働時間と副業の活動時間の通算で 80 時間超になった場合は、産業医面談を

受けることができるが、単月総計で 80 時間を超えるケースはない。 

 

③ 受け入れた効果・課題（受け入れのための促進策） 

副業者を受け入れたメリットについては、受け入れた職場の担当者からも、「非常に有意義
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だった」との高い評価を得ている。専門領域や企業文化が異なる視点から得られる提案・知

見・アイディアは有益、との評価だったようだ。 

課題としては、技術上、他社社員の受け入れ困難な部分（技術情報の流出、セキュリティ

管理等）について、事前に企業間の契約書で調整した上で実施しているが、これは B 社、Z

社が同じ製造業でも、事業領域が異なる部分があったために履行できた面が大きいという。

これが同業種で競業の部分が多い場合、副業者の受け入れは困難だろうとの認識も示した。 

 

＜非正社員で結果的に受け入れているケース＞ 

【コンビニ事業 E 社】 

① 受け入れの状況 

正社員採用では、就業規則で、副業を原則禁止しており、許可がある場合にのみ副業を認

めているため、採用段階で、他に働いていないことを誓約書の形で提出させている。一方、

直営店では、本業や他の仕事を持つ人をアルバイトとして雇っていることはありうる、とし

ている。 

 

② 労働時間管理等 

アルバイト等の採用で他に仕事（本業等）をしているかの確認はしておらず、それゆえ、

労働時間の通算もしていない。 

なお、E 社の直営店でのアルバイトが、同社の他の直営店でアルバイトを掛け持ちするケ

ースは稀にある、という。例えば、給与計算など事務手続きをする中で、「直営店 a」と「直

営店 b」での就労が生年月日や名前など同一人物であると識別できる場合である。このよう

な複数事業所での就労については、給与計算や税計算の関係で、同一人物とわかれば、労働

時間を通算している。 

また、人員不足など会社側の都合で、突発的に「直営店 a」のアルバイトを、「直営店 b」

にヘルプとして派遣するということもある。この場合は、勤怠管理では、労働者が所属して

いる「直営店 a」の方に付けることになる。 

つまり、複数の直営店舗間での就労がある場合、労働時間を通算し、所定労働時間を超えれ

ば割増賃金も支払っている。 

ただし、同じ E 社のアルバイトでも直営店と FC 店を掛け持ちする場合は、FC 店の雇用

主が違うため、労働者本人から申し出がない限り、労働時間の通算ができない、という。 

 

③ 受け入れた効果・課題（受け入れのための促進策） 

直営店では、本業や他の仕事を持つ人をアルバイトとして雇っていることはありうること

としつつも、その点の確認はしておらず、労働時間の把握もできていないことから、健康管

理の措置についても「わからない」としている。 
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副業・兼業者の受け入れに関する課題については、アルバイトの就労状況を把握しきれて

いないことから、労働時間の通算や働きすぎによる労働災害について懸念があることをあげ

ている。 

 

【外食産業 G 社】 

① 受け入れの状況 

正社員については、採用時に本業の有無を確認しており、採用者には本業がある者はおら

ず、また、副業・兼業も実態として禁止されていることから、正社員として副業・兼業者を

受け入れていることはない。一方、非正社員については、本業や他の仕事を持つ人をパート・

アルバイトとして雇っていることはありうるとしている。 

 

② 労働時間管理等 

本業や他の仕事を持つ人をパート・アルバイトとして雇っていることはありうるが、例え

ば他に仕事（本業等）をしているかの確認はしておらず、それゆえ、労働時間の通算や健康

管理のための措置もしていない。 

ただし、他社で就業をしており、G 社の労働時間について残業申請の自己申告があった場

合は、残業代の支払いをしている。なお、実態上は、複数就業による残業申請の申し出はめ

ったにない、という。 

 

③ 受け入れた効果・課題（受け入れのための促進策） 

副業・兼業者の受け入れに関する課題については、労働基準法の労働時間の通算管理規定

について、「全員に対して通算管理をして、自己申告を元に払いなさいというのは現実的に難

しい」と指摘した。副業・兼業者を採用すると、通算管理をする前提になるので、割増賃金

を含めた給与の負担をしなくてはならないため、採用が難しくなるようだ。そのため、通算

管理規定の撤廃を求めている。通算管理が撤廃されれば、「社会人の副業先として、（G 社と

しても）採用が増えるのではないか」、「通算管理がなくなれば今まで採用できなかった本業

のある人を採用できる。（複数就業の労働時間管理は）自己責任という考えになれば、特に非

正規の方に対して、副業・兼業を気にせず『社会人の方大歓迎』と言って、求人募集できる」

という。 

なお、G 社は、残業時間の通算だけでなく、健康管理面での労働時間の通算管理について

も自己申告に基づく場合の通算の困難性をあげている。「健康管理についての労働時間の通

算については、結局、自己申告に頼る以上は把握できないのではないか」との認識である。

過重労働による従業員からの申し出があった場合には会社として産業医との面談など必要な

措置を講ずることはできるが、自己申告による労働時間の通算をもって、長時間労働に対す
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る配慮をすることは、困難との考えである14。 

同社は、正社員の労働時間管理について、健康管理の観点から 60 時間超、80 時間超の労

働時間になる社員に対してアラート発信を厳密に行っている。例えば、「今のペースで働くと、

60 時間超、80 時間超になる」社員に対して、事前にアラート発信することで、労働時間抑

制の配慮ができる仕組みだ。その意味では、同社単体では勤務時間の把握と長時間労働にな

りうる社員への配慮ができている。しかし、副業者の他社の分の労働時間を通算するとして

も、自己申告では、労働時間を通算して事前に長時間労働を予測し、長時間労働となる社員

に労働時間の配慮を行うことは難しい、との考えのようだ。 

 

（2）他社からの副業・兼業の受け入れ状況（非雇用、非正社員の場合） 

以上を踏まえると、副業・兼業者の非雇用の受け入れは、事業領域外の専門知識（自社に

は不足している専門知識）を得たい場合にニーズがあることが示唆される。自社の事業領域

内であれば、自社内で専門人材を募ればよいが、事業領域外で、自社内に適した専門人材が

いなければ、外部から確保する必要があるためである。例えば、製造業 B 社は、Z 社と企業

間提携による相互副業を行っていたが、B 社と Z 社は同じ製造業でも事業領域が異なってい

たことが、非雇用での相互受け入れを成立させた条件だった（事業領域に共通部分が大きい

ほど、情報漏洩のリスクが高くなる）。 

つまり、企業は、恒常的に必要な人材であれば、副業・兼業者ではなく雇用として採用す

る選択肢（中途採用等）がある。また、自社の事業領域外で、雇用による確保が馴染まない

場合には、業務委託が選択肢の一つとなる。今回のヒアリング対象では、事業領域外で、単

発プロジェクトであれば必要な人材（例えば、デザイナーやコンサルティング等）を業務委

託している事例（食品製造業 C 社）があった。ただし、業務委託の中で、副業・兼業者がい

る可能性はあるが、それを企業側は確認しているわけではなかった（他に本業（雇用）があ

る者の業務委託であるか、あるいは、フリーランスの兼業による業務委託であるかは不明の

ようだ）。非雇用（業務委託）であるため、企業（受け入れ側）は、労働時間管理の対象外に

している。 

次に、副業・兼業者での雇用での非正社員の受け入れについては、とくに店舗等繁閑のあ

るシフト制の職場では、結果的に、採用者のなかに副業・兼業者が含まれることはありうる、

としている。ただし、採用したパート・アルバイトの複数就業の状況を確認していないため、

労働時間の通算も把握できていない。なお、コンビニ事業 E 社のように、自社の傘下の直営

店間で、ヘルプ等により、複数の直営店舗間での就労がある場合、労働時間を通算し、所定

労働時間を超えれば割増賃金も支払っている。この点で、自社・他社間での副業・兼業者の

 
14 副業・兼業の場合の割増賃金については、労働基準関係法制研究会報告書（令和 7 年 1 月 8 日公表。https://

www.mhlw.go.jp/content/11402000/001370269.pdf）で検討されており、「労働者の健康確保のための労働時間

の通算は維持しつつ、割増賃金の支払いについては、通算を要しないよう、制度改正に取り組むことが考えら

れる」などとしている。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11402000/001370269.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11402000/001370269.pdf
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労働時間の通算が自己申告によっている点の難しさが示唆される。 

一方、外食産業 G 社は、副業・兼業者を採用すると、通算管理をする必要があるため、割

増賃金を含めた給与の負担により、採用が難しくなる点も指摘していた。その一方で、E 社

は、労働時間の通算や働きすぎによる労働災害について懸念があることをあげていることに

も留意がいる。 

 

６．調査からわかったことのまとめ 

今回の調査は、8 社というわずかな事例のため、副業・兼業の制度設計、及び、その利用

実態について明らかにするには限界がある（とくにヒアリング対象が大企業で、かつ、主に

フルタイムの正社員を念頭においた副業・兼業制度である点にも留意がいる）。しかしながら、

8 社の事例から企業側の制度設計の考え方、及び副業・兼業への取り組み、利用実態におい

て共通する要素も多かったことから、以下、自社が副業・兼業者を送り出す場合（許可制で

の副業・兼業制度）と他社から副業・兼業を受け入れる場合――の両面に分けて、ポイント

を記す。 

 

＜自社が副業・兼業者を送り出す場合＞ 

１． 副業・兼業制度の導入理由では、その発端として、モデル就業規則の改定や副業・兼業

ガイドライン等を背景とする副業・兼業の普及・促進に係わる社会的な趨勢への対応が

ある。制度を導入する場合、自社に適した制度設計をしており、企業側が期待している

こととして、①自律的なキャリア形成の促進（例：社外での多様な経験や自社の専門領

域以外の経験）、②社員のスキルアップ（得意分野の活用）、③副業・兼業による副収入

の確保、④それらによる社員のモチベーション・満足度の向上、⑤副業・兼業経験の自

社へのフィードバック（本業還元）――などがある。企業のなかには、社会的趨勢への

対応だけでなく、積極的に副業・兼業制度を導入することで、社員の自律的なキャリア

形成を促進し、モチベーションを高めること等に意義を見出している企業がみられる。 

２． 許可制での副業・兼業制度においては、副業・兼業先で、雇用・非雇用のいずれも認め

るか、非雇用に限定するかが制度設計の分岐点となっている。とくに雇用も認める場合

（雇用型）、労働時間の通算規定に対する対処もあり、「管理モデル」を導入している企

業がみられる。一方、非雇用は、労働時間の通算規定の対象外であることから、労働時

間管理の対象外としている企業がある。副業・兼業先を非雇用に限定する理由では、所

定外労働時間の割増賃金の算定の対象外である点をあげる企業が目立つ。また、雇用型

を認めてしまうと、副業・兼業先の指揮命令下に入ること等により、過重労働となり健

康面が阻害されてしまう可能性があることや、本業で対応してもらいたいタイミングで

指示ができないなど、本業での働き方が制限されるケースが想定されることをあげる企

業もある。 
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３． 副業・兼業制度の利用について、禁止・制限事項が設けられている。具体的には、職務

専念義務（本業に支障がある場合の副業・兼業の禁止）、健康配慮、企業秘密保持（情

報漏洩禁止）、競業避止・利益相反、社内設備・仕事で得た人脈の不使用、会社の名誉

や信用を損なう可能性のある行為の禁止（レピュテーションリスクがある副業の禁止）、

反社会的行動の禁止などである。また、副業時間の自己申告を課すことを定めている企

業もある（とくに、副業・兼業先で雇用を認めている場合）。 

４． 禁止・制限事項のなかで、企業が注視しているのは、①職務専念義務と健康配慮、②企

業秘密保持、競業避止・利益相反――と考えられる。とくに本業がフルタイムの場合、

副業・兼業をすることで労働時間の総計は増加するため、健康配慮を懸念している企業

が多い。また、自身のスキル・特技等を活かす副業・兼業が想定されることから、企業

秘密保持、競業避止・利益相反に対する懸念が大きい。これらの懸念を抑止する仕組み

が許可申請段階におけるチェックである。 

５． 許可申請段階で確認される事項としては、副業・兼業先の契約形態（雇用・非雇用や就

業形態など）、副業・兼業の内容、副業・兼業の活動時間（労働日、労働時間や目安の時

間、見込みの回数、時間など）、副業・兼業の契約期間――などがある。とくに副業・兼

業先の活動時間は、本業の労働時間への支障の判断材料であり、かつ、健康確保の面で

も重要な指標となっている。健康確保に支障を来すような副業・兼業は申請段階で不許

可となる。競業避止・利益相反の禁止事項については、なにが競業避止・利益相反に当

たるかを事前に設定することは困難であるため、実際には申請段階で個別判断されてい

る。むしろ、副業・兼業規定やガイドラインを周知し、注意喚起することで、申請者の

自己チェックにより、競業避止・利益相反に当たらない副業・兼業の申請を促している

面がある。このように禁止・制限事項を事前に明示し、許可申請段階でチェックするこ

と（禁止・制限事項の遵守の宣誓を課すこと含む）は、社員の副業・兼業に対する意識

を高め、かつ、申請者自身が禁止・制限事項に抵触しない仕事の内容のみを申請すると

いう形で、これらの禁止・制限事項に抵触しない安全な副業・兼業を促進するうえでも

有益なものとなっている。 

６． 副業・兼業制度の利用実績に対する企業の認識は、増加傾向、もしくは安定的に推移し

ており、減少傾向にあるとの認識を示す企業はなかった。いったん制度が導入されると、

従業員側の副業・兼業に対するニーズが高いことが示唆される。また、企業側も利用実

績があることから、制度導入に一定の効果を感じている。 

７． 副業・兼業の申請の特徴では、副業・兼業先が非雇用であるケースが多い。具体的な副

業・兼業の仕事内容としては、コンサル業や企画業等の業務委託、大学等の講師等がみ

られる。これまで培ったスキルを活かした副業・兼業が目立つ。執筆や通訳など、趣味

や特技を活かした副業・兼業もある。定期的な仕事というより単発（スポット）の仕事

が多い。雇用・非雇用双方を認めている企業においても、コンサル業務等の業務委託（非
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雇用）の仕事内容が多いようである。雇用の仕事としては、飲食店のパート・アルバイ

ト等、様々であるが、比率として高いわけではない。つまり、今回のヒアリング対象に

おいては、副業・兼業者は、他社雇用が認められていても、非雇用の副業・兼業をして

いる者が多いようである。雇用の割合が比較的低いことについては、フルタイムで働い

ている人が、さらに他の雇用契約に基づいて働くための時間・負担を確保することは困

難である点があげられる（非雇用の方が、時間の使い方や裁量の面で、働きやすいこと

もある）。 

８． 副業・兼業先の活動時間については、自己申告で把握している企業がある（勤怠管理シ

ステムで、副業の活動時間を自己申告する仕組み）。上長が、本業の労働時間・業務負

荷と、副業・兼業の労働時間を把握できる仕組みにもなっている。健康確保の面から本

業・副業の合計時間が単月 80 時間などの上限を超えた場合にアラートを出す仕組みを

整備したり、単月 80 時間を超える層に対して産業医面談の健康確保措置を講じている

企業もある。ただし、実際には、長時間労働のケースはほとんどない。一方、副業・兼

業を非雇用に限定している企業では、労働時間管理の対象外としていることから、副業・

兼業者の活動時間を把握していない企業もあった。基本的には、いずれの企業も、副業・

兼業の働き方を自己管理に委ねており、そもそも申請段階で過重労働になりうる副業・

兼業は許可しておらず、また、働き過ぎの防止等について申請段階で誓約させているこ

とから、副業・兼業者で長時間労働の者はほとんどいない、との認識であることは共通

している。 

９． 副業・兼業の制度導入の効果としては、本人が持つスキル・能力を社外の様々な分野で

発揮できること、その経験を本業に活かせることを挙げる企業が目立つ。自社の事業領

域外や、自社では育成できないキャリアを社外で形成できるメリットを指摘する企業も

ある。また、自身のスキル・強みを生かせることで、「モチベーション維持・アップに

も繋がっている」との指摘もある。 

 

＜他社から副業・兼業を受け入れる場合の労働時間管理等＞ 

１． 今回のヒアリング対象では、副業・兼業者を非雇用として受け入れている可能性がある

企業、雇用（非正社員）として受けている可能性がある企業がみられた。雇用（正社員）

として受け入れている事例はなかった。 

２． 非雇用の主な事例として、事業領域外の単発プロジェクトでは、必要な人材（例えば、

デザイナーやコンサルティング等）を業務委託しているケースがみられた。ただし、業

務委託の中で、副業・兼業者がいる可能性はあるが、それを企業側が確認しているわけ

ではなかった。非雇用（業務委託）であるため、企業（受け入れ側）は、労働時間管理

の対象外にしている。 

３． 副業・兼業者の雇用での非正社員の受け入れについては、とくに店舗等繁閑のあるシフ
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ト制の職場では、結果的に、採用者のなかに副業・兼業者が含まれることはありうる、

としている。ただし、採用したパート・アルバイトの複数就業の状況を確認していない

ため、労働時間の通算も把握できていない。 

  



 

－69－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅱ部 事例編 

 

事例のケース名、実施時期、聞き手、事例執筆担当者は以下のとおり。 

 

  

業種 業態 ケース名 実施時期 聞き手 事例執筆担当

輸送用機械器具製造業 A社 2024年11月28日 奥田、郡司、奥村 奥田

製造業 B社 2024年11月26日 奥田、郡司、奥村 奥田

食品製造業 C社 2025年2月3日 奥田、郡司 奥田

金融業 証券会社 D社 2024年11月26日 奥田、郡司、奥村 奥田

コンビニ事業 E社 2024年10月18日 奥田、郡司、奥村 奥村

小売業 F社 2025年2月20日 奥田、郡司、奥村 奥田

飲食サービス業 外食産業 G社 2025年2月7日 奥田、郡司、奥村 奥村

生活関連サービス業 旅行業 H社 2025年3月11日 奥田、郡司、奥村 奥田

※本調査は、企業名等は匿名としていることから、企業名称はアルファベットで表記している。

製造業

小売業
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事例１：A 社（製造業（輸送用機械器具製造業）） 

 

A 社（製造業（輸送用機械器具製造業）） 

 

ヒアリング実施日：2024 年 11 月 28 日 

インタビュアー：奥田栄二、郡司正人、奥村澪 

記録者：奥田栄二 

 

１．企業概要 

A 社の業種は、製造業（輸送用機械器具製造業）。主な事業概要として、①資源・エネルギ

ー事業、②社会インフラ事業、③産業機械事業、④航空・宇宙事業――の 4 つの事業領域が

ある。 

従業員数（A 社単体）は約 7,800 人。職能資格制度上、事務・技術系列、技能系列などが

ある。職種は、事務・技術系列において、事務系では、営業、調達、管理、人事財務など。

技術系では、研究開発、開発・設計、品質管理、生産技術、情報システムなどがある。技能

系列（工場等）では、製造、検査などの職種がある。 

 

２．労働時間管理制度 

労働時間制度として、フレックスタイム制と裁量労働制を導入している。裁量労働制には、

専門業務型裁量労働制（研究・開発業務、設計業務，情報システムに係る業務に従事する者）

と企画業務型裁量労働制（事業の諸戦略、営業活動，生産活動に関する企画・立案を行なう

業務）があり、それぞれ上位の職区分に適用されている。裁量労働制が適用されている職区

分より下位の職区分において、フレックスタイム制が適用されている。 

フレックスタイム制も裁量労働制も、勤怠管理システム上、始業・終業時間は、日単位で、

パソコンのログイン・ログオフ時刻が表示されるため、これに応じた勤務時間を本人が申告

する形である。 

フレックスタイム制において、勤務時間が月ごとの所定労働時間を超えた部分は、残業時

間となる。 

裁量労働制では、みなし労働時間（8 時間／1 日）に対して手当が支給される。ただし、月

の所定労働時間を超える労働時間が月 40 時間以上となった場合は、当該手当にかえて時間

外給相当額の手当が支給される制度となっている。 

 

３．従業員に対して副業・兼業を認めた時期、経緯・背景等 

A 社は、2021 年 1 月に、社外兼業制度、社内副業制度を導入している。社外兼業制度は、

届出制で認めている（以下、「兼業制度」という）。 
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もともと A 社では、従来から、就業規則上、本人からの申請のうえ、兼業は認められてい

た。ただし、当時、同社としては、積極的に同制度の活用を促すようなメッセージ発信はし

ておらず、兼業の実績も多くはなかった。 

しかし、多様な働き方へ対応する必要性や、従業員の成長やイノベーションを後押しする

効果への期待から、改めて兼業の活用が注目されていたことを背景として、同社としても、

「自律的なキャリア形成や多様な働き方を会社として促進するため」、2021 年 1 月に、兼業

制度の積極的活用を促す「兼業制度に関するガイドライン」を策定のうえ、全従業員に展開

している。 

 

４．「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の活用 

A 社の「兼業制度に関するガイドライン」策定に際しては、厚生労働省「ガイドライン」

を参考にしたとしている。A 社は、社外兼業・他社雇用に対応するため、兼業者経由で兼業

先（雇用主）への通知文「兼業先における労働時間の取扱いについて」を作成している。こ

れはガイドラインを踏まえて作成されたものである（以下、「管理モデル通知文」という。こ

の点につき、後述）。 

 

５．自社の従業員が他社等で副業・兼業をする場合の状況 

5-1．副業・兼業の制度概要 

①兼業制度の概要 

A 社では、もともと就業規則上認めていた兼業制度を 2021 年に、兼業の積極的な活用を

促す方向で制度改正し、「兼業制度に関するガイドライン」も整備した。現在の兼業制度では

主に中堅・シニア層を対象とした①セカンドキャリア形成、全従業員を対象とした②自己啓

発（社外での多様な経験）、③副収入の確保――を目的としている。 

対象者は、期間従業員・パート従業員を含む全従業員としている。兼業先の契約形態は、

他社での雇用、受託業務（フリーランス）などで、制限はない。 

兼業の形態としては、次のように定めている。 

まず、兼業先の就業時間帯については、制限事項に抵触しない限り、会社の定時外・休日、

所定就業時間内ともに可能としている。留意点として、所定就業時間内に兼業を実施する場

合、賃金・一時金において、その時間分を支給調整する。 

具体的な兼業実施の制限事項は、以下のとおりである。 

 

制限事項 

① 会社における勤務に支障が出る可能性がある場合（a.22 時以降の兼業は原則行わない。b.次の勤務に就

くまでのインターバルを 10 時間以上確保する。）c.週の全ての日においてフルタイム勤務を行わないこ

とを禁止する。d.就業制限がかかっている場合は、兼業を認めない） 
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② 業務上の秘密が漏洩する可能性がある場合（会社の業務のノウハウや秘密情報、顧客情報等を兼業に活

用することは許されない。これらの可能性がある場合は、兼業を制限することがある）  

③ 競合により会社の利益が害される可能性がある場合（競業他社に雇用される、競合に繋がる起業など、競

業によって会社の利益が害される可能性があると判断される場合は、兼業を制限することがある）  

④ 会社の名誉や信用を損なう、ステークホルダーとの信頼関係を損なう可能性がある場合（会社の許可な

く会社のブランドや信用力を活用して事業を展開する、社会的な信用を損なうような業務に従事する等

の可能性がある場合は、兼業を制限することがある）。 

 

労務管理上の取扱いについては、次のように定めている。 

 

図表 1 労務管理上の取扱い 

項目 対応 

１．労働時間管理 兼業先の契約形態によって、以下のとおりとします 

 (1)他社雇用 従業員の自己申告による兼業先を含めた労働時間管理を実施 

(2)受託業務 

（フリーランス）等 

対象外（労基法が適用されない、または労働時間規制が非適用のため） 

２．就業時間の考え方  

 (1)時間内 会社の勤務は週 20 時間以上とします（社会保険・雇用保険の加入継続のため） 

(2)時間外 他社雇用の場合は、会社の勤務時間と兼業先の勤務時間が法定の範囲内に収ま

るように管理します 

３．賃金・一時金 会社の所定就業時間を短縮した場合は、原則として支給調整します 

４．評価 会社における能力・行動・成果によって公正に評価します。 

※兼業したことを理由に評価が下がることはありません 

５．安全管理 兼業先の安全管理は、契約形態によって以下のとおりとなります。 

・他社での雇用：雇用先が安全管理を実施 

・受託業務（フリーランス）等：自己責任となるため、要すれば自身で損害保

険に加入する（委託会社の安全管理の対象外）。 

６．健康管理 会社において健康診断・ストレスチェック等を実施します。 

※A 社の資料及びヒアリングを踏まえ、概要を執筆者が作成。 

 

図表 1 で示したとおり、労働時間管理は、兼業先が非雇用（受託業務（フリーランス）等）

の場合は対象外であるが、他社雇用の場合、従業員の自己申告による兼業先を含めた労働時

間管理を実施している。 

就業時間の考え方として、A 社での所定労働時間を、週 20 時間以上としている（社会保
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険・雇用保険の加入継続のため）。会社の所定就業時間内で兼業を行った場合、賃金・一時金

は、原則として支給調整される。 

就業時間の時間外については、会社の勤務時間と兼業先の勤務時間が法定の範囲内に収ま

るように対応している。同社は、その管理方法として、厚生労働省「ガイドライン」の管理

モデルを活用している（図表 2 は、ガイドラインの管理モデルの記載例を元に A 社が作成し

たもの）。 

 

図表 2 管理モデル通知文 

 

（通知）兼業先における労働時間の取扱いについて 

 

１．A 社における 1 か月間の時間外・休日労働の上限は●●時間（A）です。 

２．労働基準法第 38 条第 1 項の規定（注 1）に基づき、貴社の①及び②を遵守して勤務してください。 

① A 社における 1 か月間の時間外・休日労働（注 2）の上限（A）に、貴社における 1 か月間の労働時間の

上限（B）を通算して、時間外・休日労働の上限規制（注 3）の範囲内とするとともに、貴社では上限（B）

の範囲内で勤務させること 

② ①の上限（B）の範囲内の労働時間は、貴社から割増賃金が支払われること（注 4） 

３．A 社は、A 社における時間外・休日労働の実績に基づき割増賃金を支払います。 

４．A 社における 1 か月間の時間外・休日労働の上限（A）に変更がある場合は、事前に通知します。 

＜以下、略＞ 

 

注1） 労働基準法第 32 条の労働時間（週 40 時間、1 日 8 時間）を超える時間及び同法 35 条第 1 項の休日における労

働時間の合計 

注2） 労働時間は、複数の会社に雇用されるなどの事業場を異にする場合においても、労働時間に関する規定の適用

については通算する旨の規定 

注3） 時間外労働と休日労働の合計で単月 100 時間未満、複数月平均 80 時間以内とすること（労働基準法第 36 条第

6 項第 2 号及び第 3 号）。なお、月の労働時間の起算日が当社と貴社で異なる場合には、各々の起算日から起算し

1 か月における上限（A）と上限（B）をそれぞれ設定することとして差し支えない。 

注4） 2 割 5 分以上の率で他社が定める率により割増賃金が支払われること。また、当社における上限（A）の時間に、

1 か月について 60 時間を超えた場合、60 時間を超える部分について、5 割以上の率で貴社が定める率により割

増賃金が支払われること（労働基準法第 37 条第 1 項） 

 

※A 社の資料及びヒアリングを踏まえ、その概要（加工済み）を執筆者が作成。 
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図表 2 にあるように、他社雇用の場合に限り、兼業者経由で兼業先の雇用主に「管理モデ

ル通知文」を渡すことになる。１．において、A 社における、1 か月の時間外・休日労働の

上限は●●時間（A）と記載される。その時間を踏まえて、兼業先における 1 か月間の労働

時間の上限（B）を通算して、時間外・休日労働の上限規制の範囲内に収めるよう求めてい

る。 

A 社における時間外・休日労働の上限●●時間（A）は、兼業申請した従業員本人が所属部

門と協議のうえ設定する。本人は通常、兼業先と調整して兼業先での労働時間の上限（B）も

設定する。（A）と（B）を合計した時間が 80 時間に収まるように、兼業先に申請する形で同

通知文は作成されている。同通知文は、上限（B）の範囲内の労働時間は、兼業先から割増賃

金が支払われることを示している。また、A 社における時間外・休日労働の実績に基づき割

増賃金を支払う旨も記載されている。なお、管理モデル通知文は、本人が兼業先と労働時間

管理の取扱いを調整するもので、A 社と兼業先との両企業間で合意書の形で文書を取り交わ

してはいない。 

その他の労務管理の取扱いとしては、賃金・一時金で、会社の所定就業時間を短縮した場

合には支給調整すること。評価については、兼業の実施有無にかかわらず、会社における能

力・行動・成果によって公正に評価する旨も記載されている。兼業先における安全管理につ

いて、他社雇用の場合、雇用先が安全管理を実施すること。受託業務（フリーランス）等の

場合、自己責任であり、必要に応じて自身で損害保険に加入する等の留意点も示している。

また会社での健康診断・ストレスチェック等の実施を踏まえ、健康管理をしている。 

以上の制度概要をまとめると図表 3 になる。 

 

図表 3 兼業制度の概要 

対象 全従業員（含、期間従業員・パート従業員） 

兼業の形態 他社での雇用、受託業務（フリーランス）等 

制限事項 ①会社における勤務に支障が出る可能性がある場合（a.22 時以降の兼業は原則行わない。

b.次の勤務に就くまでのインターバルを 10 時間以上確保する。）c.週の全ての日におい

てフルタイム勤務を行わないことを禁止する。d.就業制限がかかっている場合は、兼業を

認めない） 

②業務上の秘密が漏洩する可能性がある場合 

③競合により会社の利益が害される可能性がある場合 

④会社の名誉や信用を損なう、ステークホルダーとの信頼関係を損なう可能性がある場合 

就業時間 制限事項に抵触しない限り、会社の定時外・休日、所定就業時間内ともに可能 

会社の所定就業時間内に実施する場合（会社の勤務は週 20 時間以上）、会社の所定就業時

間を短縮し、原則として賃金・一時金は支給調整 
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労働時間管理 他社雇用の場合：従業員の自己申告による兼業先を含めた労働時間管理を実施（管理モデ

ルの範囲内に収まるように実施。法定労働時間を超える労働時間は 80 時間を上限として

いる） 

受託業務（フリーランス）の場合：対象外 

※ヒアリングにより、執筆者作成。 

 

②申請の流れ 

申請手続きは、事前申請（本人→所属部門・人事部門）、内容確認（所属部門・人事部門で

の確認）、各種調整、兼業開始――の流れとなっている。 

まず、事前申請では、兼業先・業務内容、兼業先の勤務形態などの法定確認事項、制限事

項に関する誓約書等――の項目について、所属部門・人事部門へ届け出る。 

内容確認では、所属部門・人事部門で業務内容や制限事項への抵触の可能性について、本

人の申請内容を確認する。 

各種調整において、必要に応じて勤務時間を確認する。具体的には、A 社の所定就業時間

内に兼業を行う場合は、あらかじめ、短縮した所定労働時間を決定する（所定就業時間を短

縮した場合は、原則として賃金・一時金の支給を調整）。他社雇用の兼業の場合は、あらかじ

め、「管理モデル通知文」に沿った形で兼業先での月間の労働時間の上限を決めることになる。 

以上の申請プロセスを経て、兼業が開始される。 

 

③申請方法 

兼業申請では、「兼業届出書」を提出する。原則として、申請はシステム上で行うが、状況

に応じて紙の帳票による提出も可能である。 

兼業届出書は、申請者全員に対して、「新規・継続の別」「目的（セカンドキャリア形成、

自己啓発（社外での多様な経験）、副収入の確保）」「契約形態（雇用（他社雇用）、非雇用（受

託業務（フリーランス）等）」「会社名（受託先）」「所在地」「業務内容」「期間」の記載欄が

ある。 

また、雇用（他社雇用の場合）に限り、「雇用形態」「労働日（月曜～日曜）・労働時間（月

あたりの時間数）」などの記載欄がある。 

さらに、申請者全員に対して、会社の就業時間の影響の有無として、「所定就業時間の短縮

の必要（有・無）」「時間外勤務の影響（有・無）」の記載欄がある（「有」の場合、詳細記入）。 

なお、届出書には、誓約事項を遵守する旨も記載されている。その概略（誓約事項の一部）

として、「会社の就業時間中には兼業を行わず、業務をおろそかにしないこと」や「兼業によ

り、過重業務とならないよう良好な体調を維持管理すること」「会社施設、及び会社の物品等

を許可なく兼業に使用しないこと」「会社に属する情報を他に漏らさないこと」「兼業先に属

する情報を会社で活用しないこと」「競業により会社の利益を害さないこと」「会社の名誉や
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信用を損なわないこと」「申請内容に変更が生じた場合は、速やかに会社に報告（届出）する

こと」――などがある（誓約事項への同意チェック欄有り）。 

 

5-2．副業・兼業の実績（事例、特徴）と労働時間管理 

①副業・兼業の実績（以下の数値は令和 5 年度時点の実績である） 

○兼業の実績 

過去 1 年間（令和 5 年度）の兼業の実績は 110 件（システム上での申請件数の合計）。2021

年のガイドライン積極展開以降、制度を拡大したことによって、増加傾向にもある。「徐々に

社外兼業を実施する方が増えた形」だという。 

兼業申請の特徴としては、正社員が多い。就いている職種は多岐にわたり、大学の非常勤

講師やティーチングアシスタント、塾講師、社労士等の資格やスキルを活かしたコンサル、

社会貢献活動などのケースが多い。ソフトウェア開発や翻訳、執筆活動などもみられる。大

学や講師など専門性を活かした兼業が多いようだ。一方、同社の場合、キャリア開発だけで

なく、副収入の確保も目的に加えているが、運送や配達、販売員などの例もある。 

兼業の目的の分布では「自己啓発（社外での多様な経験）」が 6 割弱ともっとも高い割合を

占めており、「副収入の確保」は 3 割弱、「セカンドキャリア形成」は 1 割強となっている。 

雇用・非雇用の対比では、雇用は 2 割強であり、非雇用が 8 割弱で、圧倒的に非雇用が多

い。他社雇用の例では、塾講師やソフトウェア開発などがある。 

兼業者の年代では、30 代、40 代、50 代がいずれも 3 割弱であり、20 代が 1 割、60 代が

1 割弱。年代の大きな差はみられず、年齢を問わず幅広く活用されていることがうかがえる。 

なお、A 社では、所定労働時間の下限を週 20 時間以上としており、フルタイムよりも少な

い所定労働時間を認めている。このような例があるか尋ねたところ、「多くはない」との認識

だった。 

また、兼業先での就業時間の実態としては、「所定就業時間内（の兼業や）、平日の月曜日

から金曜日にセカンドジョブを実施しているケースは割と少なく、休暇の時や、土曜日・日

曜日（の休日）に実施しているケースが多い」という。 

 

②副業・兼業者の労働時間管理 

先述のとおり、A 社では、非雇用の場合、労働時間管理の対象外である。他社雇用の場合

は、管理モデルを活用し、法定労働時間を超える労働時間は 80 時間上限の枠内に収まるよ

う、事前に、兼業者本人を通じて、兼業先に労働時間を通知している。 

他社雇用の場合、兼業開始以降については、兼業者本人と上長のコミュニケーションを通

じて、本人が兼業の時間数（以下、「兼業時間」という）を上長に自己申告する。具体的には、

同社の勤怠管理システムの中に、上長が閲覧できる残業管理画面があり、その画面において

自己申告された兼業時間を記入する欄が設けられている。A 社の法定労働時間外の労働時間
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と兼業先の労働時間の通算が 80 時間を超える場合には、アラートが出される仕組みだ。 

 

③副業・兼業者の健康管理のための措置 

A 社では、他社雇用の場合、健康管理の観点から、A 社における法定労働時間を超える労

働時間と兼業時間との合計が単月 80 時間を超える場合は、アラートを出す仕組みをとって

いる。 

非雇用、他社雇用にかかわらず、健康管理において、健康診断・ストレスチェックを実施

している。 

 

④競業避止義務を定めている場合の禁止事項など 

A 社では、兼業での競業避止義務を申請時の制限事項として定めている。A 社の事業は多

岐にわたるため、ガイドラインとして特定の職種、特定の会社などについて制限を設けず、

所属部門・人事部門において競業避止義務に抵触していないかを確認している。 

なお、制限事項にある秘密保持や競業他社が関わっていないかは、継続で、申請更新した

場合も、状況に変化がないかを確認している。「競合他社が関わってないか、制約事項を毎年

申請者に伝えて、誓約をしてもらっている」という。 

 

5-3．副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題 

兼業制度のメリットとして本人自身が A 社にこだわらず、兼業先でも様々なスキル能力を

発揮できることや、兼業先で得た知見を、A 社（本業）に生かせていると感じていることを

あげた。 

また、自身のスキル・強みを生かせることで、「モチベーション維持・アップにも繋がって

いる例が多い」との認識も示した。 

同社としては、「社外兼業は人材育成の一つの制度として展開しているので、今後も従業員

自身がスキル・強みを生かせる機会として継続して提供していきたい」という。 

一方、課題としては、「（自社の）ガイドライン上、兼業先を含む労働時間管理は本人の申

告に基づき、上長に委ねられているので労働時間管理に関する課題はあるかもしれない」と

の回答だった。現状では、この点で見直しの動きはないが、「徐々に制度が広まるにつれて、

社外兼業に取り組む従業員が多いという雰囲気が広まれば、上長も目を向けて、部下の労務

管理をしなければならない雰囲気になるのではないか」という。 

 

６．他社からの副業・兼業を受入れている場合の状況 

6-1．採用に際して、兼業しているかを確認することがあるか 

採用に際して、兼業しているかを確認することがあるかについては、A 社では、「採用時に

兼業をしているか確認することはない。本人の申告がなければ、特に兼業をしていることを
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確認はしていない。募集要項に、兼業禁止を特に明記はしていない。採用が決まった後に、

（A 社の）制度として社外兼業を認めているということは必要に応じて伝える」とのことだ

った。 

 

6-2．他社からの副業・兼業を受入れている場合の状況 

A 社は、他社から、兼業者を受入れたことはない。 

プロジェクト等で非雇用（例えば、コンサル等）の委任契約の形で受け入れたことなども

ないか尋ねたところ、「ケースとしてはない。特に受け入れてほしいといったような希望も受

けていない」との回答だった。 

 

6-3．副業・兼業者を受け入れたことによる効果・影響、課題、改善点 

兼業者の受け入れについて意見を求めたところ、「受け入れに関しては現段階で検討して

いない」との回答だった。 
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事例２：B 社（製造業） 

 

B 社（製造業） 

 

ヒアリング実施日：2024 年 11 月 26 日 

インタビュアー：奥田栄二、郡司正人、奥村澪 

記録者：奥田栄二 

 

１．企業概要 

B 社の業種は、製造業。主な事業概要として、IT 系のシステム関係等、電力、鉄道等、産

業系の様々な製品をシステムで繋ぐ事業の 3 つの柱で幅広く事業を展開している。大企業。 

職種は、研究開発、設計開発、システムエンジニア（SE）、品質保証、生産技術、調達、生

産管理、営業、人事、経理など様々である。 

同社は、「ジョブ型人財マネジメント」の運用を開始している。「ジョブ型人財マネジメン

ト」とは、職務の範囲を明確化し、その仕事に人を割り当て、仕事の内容や遂行状況に応じ

て待遇などを決めるもの。2021 年には管理職を対象として、「ジョブ型人財マネジメント」

の基盤となる「ジョブディスクリプション」（Job Description 、職務記述書）を導入。2022

年から一般社員に対象を広げている（以下、「ジョブ型」という）。その関連で 2023 年に社

外副業制度（以下、「副業制度」という）の試行運用を開始し、2024 年に正式導入している

（この点につき後述）。 

 

２．労働時間管理制度、テレワーク制度 

全従業員のうち、間接部門（オフィス系）に 95％が配属されており、残り 5％が直接部門

（製造系）に配属されている。適用労働時間制度としては、間接部門（オフィス系）のほと

んどにフレックスタイム制度が適用されている。その他、専門型裁量労働制（研究開発（R&D）

や SE の一部）、企画型裁量労働制（管理系の一部）の適用者もいる。職種によっては月単位

の変形労働時間制が適用されている者もいる。 

 

３．従業員に対して副業・兼業を認めた時期、経緯・背景等 

B 社は、ジョブ型の制度導入の一環として、社内副業制度、及び社外副業制度を導入して

いる。ジョブ型は、職務を明確にすることで、ジョブに応じた配置をすることに主眼がある

が、その半面、それぞれのポジション・職務や必要なスキル・経験を明確にした後は、働く

本人が自分がやりたい仕事に向けて、自律的に能力開発をしていくことが重要となってくる。

自律的なキャリア形成をするうえで、会社側がサポートする施策の一つが社外副業制度であ

る。 
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社外副業制度は、2023 年 10 月に試行導入を開始し、2024 年 10 月に正式導入されている

（以下、「副業制度」という）。B 社は、雇用区分によらず常勤者については、許可制で非雇

用型の副業を認めている。ただし、有期契約社員等の非常勤者は、非雇用・雇用型双方を許

可制で認めている。 

副業制度導入のコンセプトの一つとしては、同社の事業領域以外での課題解決、地域・社

会貢献活動等の新たな挑戦機会を拡げ、自律的なキャリア形成や成長を促進するとともに、

その副業で得られた成果を、本業に還元してもらい、さらには、エンゲージメント向上につ

なげることがあげられる。 

また、二つ目のコンセプトとして、同社は、働き方改革の下で柔軟な働き方を推進してい

ることから、副業を認めることで、自社（本業）・副業先いずれにおいても、自律的な働き方

を促すことも目的としている。常勤者について、副業先に雇用型を認めない理由は、雇用型

の場合、副業先の指揮命令下に入ることになり、副業先に拘束され、直接指示を受けること

等により、過重労働となり健康面が阻害されてしまう可能性があることや、本業で対応して

もらいたいタイミングで下命ができないなど、本人にとっても、働き方が制限されるケース

が想定されるため。間接部門（オフィス系）ではフレックスタイム制、裁量労働制という柔

軟な働き方の適用者がいることから、同社の仕事をしていないタイミングで、自ら時間を選

択して副業をすることで、本業、副業いずれにおいても、自律的な働き方が可能になる。 

他方、非常勤者には雇用型も認めている。同社で就業してない日があることから、就業日

以外であれば、雇用型の副業（副業先（会社）の指揮命令下にある副業）をすることを妨げ

るものではないことと、同社での労働時間が限定的であり、本業への支障（特に過重労働）

リスクが低いと判断されることから、非常勤者に対しては、雇用型も認める制度設計となっ

ている。 

 

４．「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の活用 

厚生労働省のガイドラインについては、モデル就業規則の副業・兼業の規定例において、

副業を禁止・制限できる 4 つの場合（①労務提供上の支障がある場合②企業秘密が漏洩する

場合③会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合④競業により、

企業の利益を害する場合）について、非常に重要な視点で参考になったという。ガイドライ

ンに沿って、就業規則等も整備している。副業制度の導入にあたっては、本人向けガイドラ

イン、上長向けガイドラインを作成しており、その作成において厚労省のガイドラインを活

用している。 
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５．自社の従業員が他社等で副業・兼業をする場合の状況 

5-1．副業・兼業の制度概要 

①副業・兼業の制度概要 

B 社では、副業制度の取り扱いについて、労働組合と協議したうえで社外副業規則（以下、

「副業規則」という）を作成している。同規則では、副業についての趣旨として、「社外の経

験による成長促進と B 社での発揮価値の向上等を目的に、B 社以外との間で雇用契約を除く

委託契約等に基づき、B 社以外の活動に従事することを本人が申し出、会社が認め、活動の

対価として収入を得ること」などと定義している。非常勤者については、同規定において、

同社以外との間での雇用契約に基づく副業を認めることも定めている。 

対象は全社員（休職期間中及び、就業制限がある者は対象外）である。 

申請及び承認では、副業制度の利用を希望する者は、事前に、所属上長に申出て会社の承

認を受けなければならない。実施期間は、1 回の申請につき、原則 1 年以内、1 年を超えて

継続を希望する場合は、改めて本人が所属長に申出て、会社の承認を受けなければならない、

としている。 

就業場所では、会社が管理する施設で活動を行うことを禁止している。活動時間について

は、原則として、休日または所定就業日における就業時間外で活動することも定めている。 

機密管理については、副業を行う者は、情報セキュリティ等に係わる会社規則等を遵守す

るとともに、機密管理に係わる一切の責任を負わなければならない、などと定めている。 

安全衛生管理についても、副業の活動中は、自己の責任で安全衛生管理を行わなければな

らないことや、活動中の災害については、会社に速やかに報告しなければならないことも規

定している。 

その他、移動にかかる費用について会社は負担せず自己負担であること、機器等の扱いで

会社のパソコンなどの情報機器の他、会社施設、知的財産などの会社資産の利用を認めない

ことも明確化している。また、副業の活動時間についても、会社に申告しなければならない

旨が規定されている。 

 

②申請方法と運用状況 

副業の申請方法としては、社内システム上で、本人が申請書を記載したうえで、職場上長

に提出・承認を得て、管理部門でチェックするフローとなっている（申請書、申請方法は全

社員共通）。申請書では、B 社における勤務形態、副業先の名称（会社名・団体名）、副業を

行う目的・理由、副業先での勤務形態、副業先での業務（活動）内容、副業先での業務頻度

（1 週間あたり 7～8 時間の目安）、副業先での主な活動時間、副業先での契約期間などの記

入欄がある。 

また、申請書には、副業を行うに当たっての確認・誓約事項のチェック欄も設けられてい

る。その概要を示すと、①副業の活動目的・内容等について、事前に上長とコミュニケーシ
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ョンを行い、上長の理解を得ていること、②B 社における職務専念義務を果たすこと、③副

業の活動時間は、日々、勤怠管理システムで申請・登録すること、④副業先・内容は同業他

社や取引先にあたらず、競業避止の観点から問題がないこと、⑤B 社の名誉、信用を毀損す

る活動は行わないこと、⑥「機密情報管理規則」を遵守し、B 社の機密情報及び副業先で得

た機密情報を漏洩しないこと、⑦B 社の会社資産（会社備品、技術、ノウハウ、情報、従業

員であることの身分、等）を流用しないこと、⑧健康確保・本業への支障・競業避止・機密

情報管理の観点から問題があると上長や管理部門が判断した場合、副業を中止すること、⑨

休職または就業制限の状態になった場合、副業を中止すること――の 9 項目となっている（以

上の副業規則、申請書の概要について図表参照）。 

 

図表 副業の制度概要 

対象 全社員（休職期間中及び、就業制限がある者は対象外） 

副業の形態 非雇用型（非常勤者は雇用型も認める） 

禁止事項 会社が管理する施設で活動を行うことの禁止。 

機密管理の情報セキュリティ上の会社規則の遵守。会社のパソコンなど情報機器の他、会

社施設などの利用を認めない。 

会社資産（会社備品、技術、ノウハウ、情報、従業員であることの身分、等）を流用しな

いこと 

競業避止（副業先・内容は同業他社や取引先にあたらないこと）。 

名誉、信用を毀損する活動は行わない。 

職務専念義務を果たす。 

健康確保・本業への支障・競業避止・機密情報管理の観点から問題があると上長や管理部

門が判断した場合、副業を中止、等。 

就業時間等 休日または所定就業日における就業時間外で活動すること。 

副業先での業務頻度（1 週間あたり 7～8 時間の目安）。 

※ヒアリングにより、副業規則、申請書を踏まえその概略を執筆者が作成。 

 

以上を踏まえると、申請書では、副業を行う理由、副業先の雇用形態（正社員の場合、非

雇用（業務委託等）に限定）を確認するだけでなく、活動内容、頻度、活動時間などの記載

事項もある。申請書では、活動時間について、1 週間で大体週 7～8 時間（目安）とすること

を示している。申請段階で活動内容、活動期間、活動時間を明確化するのは、上長・申請者

間のコミュニケーションにより、過重労働になりうる副業を洗い出し、健康確保の観点から

問題のない副業のみを承認するためだ。 

勤怠管理システムでは、副業の活動時間の項目が設けられており、副業の活動時間を自己

管理するためにも、日々登録する運用となっている。同システム上の副業の活動時間は上長
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も閲覧可能であるため、本業の労働時間と副業の活動時間の合計が長時間になった場合は、

本人の申し出に基づき長時間残業健診として産業医面談の案内をするなどの運用もしている。 

なお、副業の活動時間、健康管理については、労働組合との協議のなかで、過重労働にな

らないための措置として、適切に履行するよう要望があった事項である。これにより、導入

時の制度設計においても、副業の活動時間の目安を定め、ガイドラインを策定することや、

勤怠管理システムを改修することで副業の活動時間を本人が自己申告できること等の仕組み

が整備されている。 

 

5-2．副業・兼業の実績（事例、特徴）と労働時間管理 

①副業・兼業の実績 

○副業の実績 

副業の承認状況（2023 年 10 月導入時点～2024 年 3 月まで実績）は 115 件。制度導入以

降、申請は増加傾向（2024 年 8 月末までの実績で総計 198 件）にある。最近では月 20 件ほ

ど新規で申請があるイメージ。 

主な副業先としては、民間企業が半数弱（例：コンサル業や企画業等の業務委託を請け負

っているケース）、非営利団体等が 2 割弱（例：講師等）、大学等（講師、研究開発等）が 1

割強、官公庁等（防災・地域支援等）が 1 割弱あり、個人（個人事業主等）も 2 割弱ある。

業務委託内容としては、コンサルや研究開発（R&D）が多いという。 

副業者の年代では、30 代が 3 割強、50 代が 3 割弱、40 代が 2 割弱の順で割合が高く、60

代が 1 割強、20 代が 1 割弱となっており、年齢を問わず幅広く活用されていることがうかが

える。 

 

○非常勤者・副業先（雇用型）の場合 

同期間で、非常勤者（副業先（雇用型））の副業の実績は 1 名。副業先（業務内容）は、非

営利団体の事務。B 社では週 3 日勤務、副業先では週 2 日であり、双方合わせるとフルタイ

ムの日数になるイメージだ。 

B 社では、申請段階で、非常勤者（フルタイムではない短縮勤務者）の副業（雇用型）申

請者に対して、労働時間の通算で割増賃金が生じること等の法的ルールを伝えている。その

うえで、本業と副業を合計してフルタイムの労働時間に収まるように、本人を通じて、副業

先との間で労働時間の契約調整をするよう促している。実際の労働時間についても、本業の

労働時間、副業の労働時間の通算について、本人が自己管理し、割増賃金が生じた場合には、

本人が B 社、副業先等の残業発生先に申請する形だ。 

なお、B 社としては、実際に割増賃金が生じた場合の困難さについても指摘した。フルタ

イムではない非常勤者で、本業（週 3 日勤務）の場合でも、一時的に所定外労働が発生する

ことはありえ、契約している曜日によっては、B 社自体が割増賃金の支払い義務を負うこと
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もありうるからである。厚生労働省のガイドラインを踏まえると、例えば、B 社が水木金勤

務で、副業先が月火勤務の場合（月火で週 5 日のフルタイムの状態になったときに）、B 社

で、仮に金曜日に残業命令が生じた場合は、B 社側が支払わなければならない、としている。 

 

（副業先が雇用の場合の割増賃金の扱い） 

「基本的に、非常勤者、短縮勤務、またフルタイムではない場合は、割増賃金とか法的な部分もありますので、

それはちゃんとルールを伝えた上で、本人へのガイドとしては、（本業の労働時間と）足してフルタイムに

なる形でまず副業先と契約調整するように促している。実態として（割増賃金が）出てしまったときは、個

別に計算する」 

「ただし、実務上は、個別に見ているという感じです。弊社で割り増しを払う事象が起こった場合には、きち

んと（本人に）申告してもらい、個別に割増計算するという形になる」 

「運用ルールは示すことはできるが、実態として、間接部門で仕事している限りは、定時（に終われる）かと

言われると、一時的に残業をお願いするケースもある。原則は、就業時間の中で対応してくださいと上長と

は会話していますが、労働時間管理と割増計算の管理は課題だと思う」 

 

②副業・兼業者の労働時間管理 

B 社では、副業の申請・承認段階において、副業の活動時間として週 7～8 時間の目安を示

している。申請時において、本人と上長とのコミニュケーションを通じて、この条件を超え

るような過重労働とみなされる副業は、承認が下りない仕組みだ。また、運用面においても、

副業の活動時間は勤怠管理システム上で、日々、自己申告で記録されている。 

過去 1 年間の実績でみても、副業先の活動時間は 35 時間以下がほとんどを占めており、

申請段階で示している週 7～8 時間目安の枠内に収まっている。 

B 社の時間外労働（健康管理時間）と副業の活動時間との通算でみても、45 時間未満が 8

割弱を占め、45～80 時間未満が 2 割となっており、80 時間以上はほとんどいない。 

本業・副業を含めても長時間労働者がいないことについては、勤怠管理システムで、副業

の活動時間を自己申告する仕組みにより、副業者が労働時間の上限を意識して働いているこ

と、もともと申請段階で、週 7～8 時間目安に基づいて申請・承認していることから、過重労

働になるような副業が承認されていないことがあげられる。 

 

③副業・兼業者の健康管理のための措置 

B 社では、健康管理の措置として、単月総計で 80 時間を超える層に対して、産業医面談な

どの健康確保措置をとっている。本業の労働時間と副業の活動時間の通算で 80 時間超にな

った場合も、健康指導の対象である。ただし、副業の活動時間は平均的に 30 時間程度に収ま

っており、また、本業の労働時間、副業の活動時間の通算でみても、平均的に 40～50 時間

であることから、単月総計で 80 時間を超えるケースはほとんどない。 
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④競業避止義務を定めている場合の禁止事項など 

B 社では、副業での競業避止義務を定めており、副業規則、申請書（宣誓事項）において

も重要な要件となっている。これらの制度設計は、労働組合の協議を経て策定されたもので

ある。 

非雇用型（業務委託等）の副業では、コンサルや研究開発（R&D）関連の業務が多い。同

社は幅広い事業領域を有することから、利益相反にあたる一定の危険・リスクがあるケース

については、申請段階で副業が許可されないこともある、という。 

なお、B 社の企業間提携による相互副業の場合（企業間提携に基づき、非雇用型（個人の

業務委託）で、副業者を送り出し・受け入れする場合）は、企業間で業務の範囲や競業避止、

企業秘密保持等で詳細な企業間契約を事前に締結している（この点は後述）。これにより、利

益相反や競業避止、情報漏洩などの危険は回避されている。 

一方、通常の個人申請による副業の場合、競業避止の危険・リスクがある副業の業務内容

について、個々に企業間で詳細な契約を結ぶことは現時的ではないことから、申請・承認段

階で利益相反の恐れがある場合は、競業避止の観点から承認の許可がおりない仕組みになっ

ているようだ。 

B 社は、事業領域が広く、副業の業務内容が競業に当たる場合がありうる。そのため、申

請段階で、競合の危険性がある副業についてチェックし、その危険性が高いと副業の許可申

請が承認されない仕組みとなっているようだ。 

 

5-3．副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題 

副業制度の効果として、B 社は、社会イノベーション事業で新しい価値を提供する人材を

求めている中で、事業領域以外（社会貢献を含む）においても、自律的に働き、成果を出す

ことで本業に活かせるメリットがあると考えている。また、労働者本人の育成、キャリア開

発という観点からも大きなメリットがある、としている。 

一方、デメリットとしては、副業が増えていく過程で、事業領域がバッティングすること

で、競業避止、利益相反のチェック案件が多くなる可能性をあげている。 

また、労務管理面では、業務委託型といえども、健康管理の確保について課題はある、と

している。そもそも、B 社が雇用型ではなく非雇用型を選択した理由は、自社の社員が副業

先（雇用型）の指揮命令下に入ると、その分、労務管理がより難しくなる、という点にある。

非雇用型で自律的に働けているのであれば、自己管理もでき、B 社の勤怠管理システムに副

業の活動時間を登録してもらうことで、B 社としても、健康管理面の危険について一定の判

断・対処ができる。しかし、雇用型であれば、副業先に対して指示はだせないため、労務管

理面では、雇用型の方が難しくなる、との認識だ。 

労基法の通算規定と雇用型との関係について尋ねたところ、雇用型を対象から除いている

理由のメインは、副業先の指揮命令下に入ることによる労務管理の難しさにあるとしつつも、
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通算規定も労務管理を難しくしている、との認識を示した。「（現行の）通算管理は、包括的

な管理であれば、非雇用型だとできるが、雇用型だとやはり 1 分単位で把握しなくてはなら

ない。ある意味、本人の実績申告に委ねるしかないのだが、そこの管理は難しくなってくる、

と思う」との回答だった。 

 

６．他社から副業・兼業を受入れている場合の状況 

6-1．採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるか 

採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるかについては、B 社は、「選

考のプロセス中で確認はしていない」とのことだった。 

採用では、基本的には、フルタイムの社員を募集しており、求職者側も、フルタイムで働

けることを前提に応募していることから、副業があることは想定していないようだ。 

 

6-2．他社からの副業・兼業を受入れている場合の状況 

B 社は、企業間提携による相互副業として、他社から非雇用（業務請負契約）での副業者

を受け入れたことがある。B 社と Z 社との間で、2024 年に、相互に社員の副業を受け入れ

た。新規事業創出や研究開発の分野を対象として、プロジェクトを実施している。副業の実

施期間は 3 か月間（本調査時点でいずれも終了）。社外での成長機会を会社が提供すること

による社員のエンゲージメント・キャリアオーナーシップの向上や、会社と社員の持続的な

成長につながる新たな副業のあり方の検証目的に、先行的に取り組んだ形だ。 

案件ごとに、B 社が Z 社に送り出す場合もあれば、Z 社から B 社に受け入れる場合もある。

いずれも非雇用（個人の業務委託）である。 

実施前に、B 社、Z 社の企業間で、業務の範囲や競業避止、秘密保持、セキュリティ等で

詳細な企業間契約を締結している。契約書については、研究開発の知財部門も交えチェック

を加え、両企業間で調整もしている。 

当該プロジェクトの人選については、B 社送り出しの場合、プロジェクト案件を対象部門

内での公募にかけ、応募者の中から Z 社の副業先が対象者を選定している。 

以下、企業間の相互副業について、報酬、活動時間の概要を記す。報酬については、副業

先から副業者へ直接支給。活動時間は、通常の副業と同様、1 週間で 7、8 時間（目安）とし

ている。 

非雇用であることから、労働時間の通算や割増賃金は発生しない。B 社においては、通常

の副業と同様、副業の活動時間は勤怠管理システム上で、日々、自己申告で記録されている。

また、本業の労働時間と副業の活動時間の通算で 80 時間超になった場合は、産業医面談を

受けることができるが、単月総計で 80 時間を超えるケースはない。 
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6-3．副業・兼業者を受け入れたことによる効果・影響、課題、改善点 

副業者を受け入れたメリットについては、受け入れた職場の担当者からも、「非常に有意義

だった」との高い評価を得ている。専門領域や企業文化が異なる視点から得られる提案・知

見・アイディアは有益、との評価だったようだ。 

課題としては、技術上、他社社員の受け入れ困難な部分（技術情報の流出、セキュリティ

管理等）について、事前に企業間の契約書で調整した上で実施しているが、これは B 社、Z

社が同じ製造業であっても、事業領域が異なる部分があったために履行できた面が大きいと

いう。これが同業種で競業の部分が多い場合、副業者の受け入れは困難だろうとの認識も示

した。 
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事例３：C 社（製造業（食品製造業）） 

 

C 社（製造業（食品製造業）） 

 

ヒアリング実施日：2025 年 2 月 3 日 

インタビュアー：奥田栄二、郡司正人 

記録者：奥田栄二 

 

１．企業概要 

C 社の業種は食品製造業。主な事業概要として、食品・飲料等の製造販売。大企業。主な

職種では、研究、生産・工場、営業、開発・マーケティング、スタッフ（財務経理、人事、

広報、経営企画等）などがある。 

 

２．労働時間管理制度、テレワーク制度 

適用労働時間制度としては、フレックスタイム制度が適用されている。製造部門やシフト

制が組まれている部門では変形労働時間制が適用されている者がいる。 

 

３．従業員に対して副業・兼業を認めた時期、経緯・背景等 

C 社は、副業は許可制として認めている。就業規則等で副業を認めており、届け出があっ

たものに対して審査をして許可を出す形。副業・兼業先については、雇用・非雇用の場合の

いずれも認めている。副業制度は 2019 年 4 月に導入された。 

導入経緯としては、中期経営計画（2016 年から 3 年間）の中で定義された働き方改革への

取り組みが発端となっている。働き方改革では、業務効率化やワーク・ライフ・バランスの

推進等の取り組みがトップダウンで盛り込まれた。業務が効率化されれば、可処分時間が増

加するとの観点から、その時間をライフ（家族や余暇、自己研鑽等）に、従業員の意思に応

じて使えるように制度改正が検討された。その選択肢の一つとして、副業制度の整備がなさ

れた。 

 

４．「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の活用 

厚生労働省のガイドラインについては、制度導入前に参考にしている。制度導入前（2018

年頃）、「副業に対する企業のスタンスは、どの企業も一律禁止か、曖昧だったりする中で、

（C 社としても）他社の導入事例を参照することが難しかった。そういう意味では制度設計

のよりどころとして、ガイドラインを参考にした」という。 

具体的には、導入前の検討において、副業を許可制にする上での条件の設定の検討だけで

なく、「労働者が労働時間以外の時間をどのように利用するかは、基本的には労働者の自由で



 

－89－ 

ある」という考え方についても、副業制度の設計の根本を考えるうえで、参考になったとし

ている。 

同社では、制度導入に際して、ガイドラインを踏まえ、現場の声を聞き、労使で検討を重

ねている。そのなかでもっとも重視した点は、副業を認めることで従業員の健康維持が可能

であるか、ということ。その結果、「本業と副業のトータルの時間を、従業員と会社側で把握

しながら、健康で良いコンディションで双方の仕事ができるようにすること」を制度設計の

前提に据えたという。 

 

５．自社の従業員が他社等で副業・兼業をする場合の状況 

5-1．副業・兼業の制度概要 

①副業・兼業の制度概要 

副業制度の対象となる従業員としては、一定の条件の下で、雇用契約、雇用形態に係わら

ず全従業員に認めている。その条件とは、（1）在籍期間の条件と（2）就労時間の条件である。 

（1）在籍期間の条件として、調査時点において、副業の申請ができるのは、新入社員では

3 年目以降、中途採用の場合で入社 1 年目以降としている（在籍期間が当該年数に満たない

場合は副業ができないこととなる）。これにより、入社時に副業がないことが担保される。と

くに新入社員については、同社でのキャリア醸成と成長を優先し、入社後 3 年目に満たない

場合は、副業ができない。 

（2）就労時間の条件としては、平均残業時間が月当たり 15 時間以下、年間総労働時間

1,900 時間未満としている。健康確保の観点からも、本業で生産性が高く働くことができる

従業員層に限定する意図がある。 

次に、副業の雇用形態では、雇用／非雇用いずれも認めている。例えば、自身で事業を立

ち上げる場合（起業）や、アルバイト・パートでの副業も認められている。 

副業先の企業を限定しているか否かについては、特段の限定はしていない。 

副業先における労働時間の上限を設けているかについては、本業（同社）の時間外労働時

間と副業での労働時間の合計が月 45 時間以内になる範囲で仕事を行うことを要件としてい

る。健康確保の観点から、長時間残業の健康管理基準と同水準とするため、月 45 時間で設定

されている。 

適用で必要な要件としては、職務専念義務の履行や健康配慮を定めており、秘密保持、競

業避止、社内設備不使用などの禁止事項も設定している。ただし、秘密保持や競業避止の観

点から、一律で同業界の副業は認めない、ということはしていない。「副業の業務内容を確認

した上で、弊社にとっての競合にあたるのかを判断している」という。その一方で、本業と

副業は、明確に区別してやるべきであることから、いわゆる社内設備（会社に起因するよう

な設備）や仕事で得た人脈の利用は禁止している（図表参照）。 
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図表 副業の制度概要 

対象 全従業員 

副業の雇用形態 雇用／非雇用いずれも認めている 

適用する要件 在籍期間の条件：新入社員では 3 年目以降、中途採用の場合で入社 1 年目以降。 

就労時間の条件：平均残業時間が月当たり 15 時間以下、年間総労働時間 1,900 時間未

満。 

本業（同社）の時間外労働時間と副業での労働時間の合計が月 45 時間以内になる範囲

で仕事を行うことを要件としている。 

誓約事項等 職務専念義務の履行、健康配慮の他、秘密保持義務、競業避止義務、社内設備不使用な

どの禁止事項も設定。 

※ヒアリングにより執筆者が作成。 

 

②申請方法と運用状況 

副業に当たっての申請・承認の方法としては、本人が「申請書兼誓約書」（以下、「申請書」

という）に副業の内容等を記載したものを上長に申請し、上長がそれを判断した上で承認さ

れたものが、人事部に提出され、人事部で内容を精査した上で、人事部長の承認をもって、

許可という流れとなっている。 

申請書には、副業の内容の他、副業の雇用形態、副業の勤務時間（例えば、週何日程度、

月何日程度等の目安の時間）の記載欄がある。勤務時間については、定期的な副業だけでな

く、スポットの副業も多いことから、申請書では「目安の時間」の記入欄となっている。ま

た、申請書では、競業避止義務、秘密保持義務等の誓約事項も記載されている。 

 

5-2．副業・兼業の実績（事例、特徴）と労働時間管理 

①副業・兼業の実績 

副業の稼動状況（過去 1 年間（2023 年度）の実績）は 42 件。 

主な副業先としては、資格・スキル等を活かしたコンサルティングや講師、趣味を活かし

た教室の先生（例：手芸教室等）、飲食店等のパート・アルバイトがある。副業で多い仕事や

形態などで、とくに特徴といえるものはない。「それぞれの価値観や、それぞれの強みに応じ

て副業をしている印象」だという。 

雇用・非雇用の比率については、制度導入以降（2019 年以降）でのトータルでみると、雇

用契約を結んだ副業の利用者の比率は 20%弱ぐらいだという。雇用の割合が比較的低いこと

については、「やはりフルタイムで、（同社で）働いている人が、雇用契約で他の契約をする

くらいの時間・負荷で働くことは、なかなか難しいのではないか。非雇用だと、時間の使い

方、裁量がすごく高いと思うので、やり易い面あるのではないか」との回答だった。 

同社では、在籍要件や就労要件、禁止事項の誓約を踏まえたうえで、副業申請が出されて
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いることから、申請されたものはほとんど許可されているイメージだという。 

なお、2019 年の制度導入以降の許可件数の推移では、例年、副業者が 40 件程度（おおよ

そ新規 30 件＋継続 10 件）であり、大きな増減はなく安定的に推移しているイメージだとい

う。 

 

②副業・兼業者の労働時間管理 

C 社では、本業（同社）の就業時間が月単位で締まった時に、翌月の月初に、前の月の副

業の時間を自己申告してもらう仕組みをとっている（副業時間の実績は、上長、人事部双方

に提出）。 

本業の就業時間については勤怠管理システム上の打刻（PC のログイン・ログオフ）をベー

スに記録されている。副業の労働時間の記録については、所定の書式に、同社の月単位の時

間外労働時間と、自己申告による副業の労働時間が記載される。適用要件において、本業（同

社）の時間外労働時間と副業での労働時間の合計が月 45 時間以内になる範囲となるよう定

められていることから、この段階で、上限 45 時間に収まっているかが確認される。 

割増賃金の計算、副業・兼業者の賃金の決定等の状況については、副業制度利用の在籍要

件により入社後年数が経ってから副業が認められることから、同社が先の契約者になってい

るため、副業の労働時間を考慮した割増賃金の管理はしていない。 

 

③副業・兼業者の健康管理のための措置 

C 社では、副業制度を利用するための条件として、平均残業時間が月当たり 15 時間以下、

年間総労働時間 1,900 時間未満の就労時間基準が設けられている。就労時間の条件を年間の

実績で満たした者が申請可能な仕組みであり、残業時間が比較的少ない層が副業をしている

ことになる。また、月単位で副業時間の実績も自己申告する仕組みとなっており、同社の時

間外労働時間と副業での労働時間の合計で 45 時間以内となることの確認もなされている。 

労働時間の実績は、上長にも報告されているため、上長は、本業（同社）の労働時間・業

務負荷と、副業の労働時間の程度を把握できる仕組みとなっている。 

 

④競業避止義務などの禁止事項 

C 社では、副業での競業避止義務を定めているが、一律的に、例えば、食品業界を禁止す

る等の定めは設けられていない。申請書で上がってくる副業の内容をヒアリングして、同社

にとって競合になり得るのかを個別に判断している。なお、副業の許可申請上、競業避止に

抵触して不許可にした事例は「ほとんどない」という。 

 

5-3．副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題 

副業を認めることの効果・影響については、「やはり（副業者）本人が持っている専門性を
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活かせることや、（同社では）なしえないキャリアが出てきている、というメリットはあるの

ではないか」という。同社としては、副業者本人の意思確認をした上で、副業事例を同社内

で情報共有している。副業事例を社内で共有することで、「良い刺激」になってるのではいか、

という。 

デメリットについては、「今のところは、あまり感じていない。（副業の適用要件では）比

較的広く制限なく広げているが、皆さん紳士的にというか、ちゃんと制度の趣旨に沿ってや

っていただいているので、今のところ、いわゆる企業リスクはあまり高くないとは思う」と

いう。 

改善点については、副業制度申請の要件基準となる年間総労働時間 1,900 時間が適切かに

ついての議論はあるという。同社の全体の総労働時間は、平均で 1,900 時間は割っているた

め、過半数は、副業制度を利用可能状態にある。しかし、「業務特性上、どうしても 1,900 時

間を満たせない方も一定数いる。一方、月 45 時間で収めていく制度枠組みで考えると、1,900

時間は高いのではないか、との議論もあることから、その辺はチャンスを広げるフォローを

してもよいのでは」との意見があるという。 

 

６．他社からの副業・兼業の受け入れ状況 

6-1．採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるか 

採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるかについては、副業制度の

在籍要件により、「副業の申請ができるのは、新入社員では 3 年目以降、中途採用の場合で入

社 1 年目以降としていることについて、その旨を説明する」としている。 

 

6-2．他社からの副業・兼業の受け入れ状況 

C 社では、雇用での副業者の受け入れはない。副業制度の在籍要件により、入社時点では

副業者ではないこと（本業がないこと）が担保されている。 

一方、非雇用については、各事業部門のプロジェクト案件などで、他社から業務請負とし

て受け入れるケースがあることから、業務請負で受け入れた者のなかには副業・兼業者がい

る可能性がある、との認識を示した。ただし、業務請負で受け入れた者が、副業・兼業者で

あるかについては確認をしていない。「（業務請負をしている者が）弊社とは業務委託契約を

しているが、その方自身が他に業を持っているかどうかの確認はしていない」という。 

業務委託の内容としては、例えば、単発のプロジェクト案件等で、「ウェブデザイナーにホ

ームページのデザインを委託することや、コンサルティングみたいなことは、小さい単位で

いくつかあるのではないか」という。 

業務請負をしている者に対する労働時間管理については、「基本的に業務委託契約になる

ので、指揮監督するものではない。成果物が達成されれば、（労働時間やリモートワーク等で）

何か制約を求めるものではない。基本的には、その成果物に対する契約を結んでいる、との
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理解だ」という。したがって、労働時間の把握はしておらず、契約で定めた成果報酬を支払

っている形だ。 

健康管理面での措置を講じているかについては、いわゆるフリーランス新法が制定・改定

されたってこともあり、同法で定められている健康管理面での法対応及び、周知は行ってい

る、という。 

 

6-3．副業・兼業者を受け入れたことによる効果・影響、課題、改善点 

非雇用の形態の業務委託をしている者（ただし、副業者であるか確認されているわけでは

ない）を受け入れることについては、各事業部門で必要に応じて実施されているものなので

メリットはある、という。単発プロジェクトでは業務委託はどうしても必要だという。恒常

的に必要な人材であれば、副業者ではなく雇用として採用しているが、単発プロジェクトで

は必要な人材を確保する上で業務委託という形態が適しているようだ。 

なお、雇用による副業者の受け入れを促進する方法について尋ねたところ、「時間外労働の

通算は大きなネックになる」という。自社が副業先になると、本業と副業の労働時間の通算

をする必要があることがネックだという。 

また、同社の場合、フルタイムで働く者がほとんど（製造部門もフルタイムのシフト制が

メイン）であることも、雇用による副業者の受け入れを難しくしている要素だという。パー

トの短時間勤務のシフトの場合、副業者を受け入れる必要があるかもしれないが、フルタイ

ム勤務者しかいない職場では、その勤務時間帯に働ける者を採用するニーズがあるため、パ

ート等の短時間の副業者を受け入れるニーズは低いようだ。 
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事例４：D 社（金融業（証券会社）） 

 

D 社（金融業（証券会社）） 

 

ヒアリング実施日：2024 年 11 月 26 日 

インタビュアー：奥田栄二、郡司正人、奥村澪 

記録者：奥田栄二 

 

１．企業概要 

D 社の業種は金融業（証券会社）。 

事業概要として、部門を大別すると、リテール部門（個人向け）、ホールセール部門（法人

向け）の営業部門に加え、市場部門（トレーディング等）の 3 つに分けられる。 

 

２．労働時間管理制度 

適用労働時間制度としては、フレックスタイム制や裁量労働制などが一部の従業員に適用

されている。 

 

３．従業員に対して副業・兼業を認めた時期、経緯・背景等 

副業を認めたのは 2020 年。副業解禁の目的について、社員のスキルアップ、キャリア開

発支援等をあげている。同社では、2020 年に「多様な働き方」の選択肢を提供するための施

策として、①週 4 日勤務制度、②週 3 日勤務制度、③副業制度、④チャレンジ休暇制度（入

社 4 年目以降の社員に対して、大学院進学や海外留学等のキャリアアップを図る目的で、6

か月～最長 3 年の休職を認める制度）を導入した。副業解禁は、当時、社会で副業が注目さ

れ始めていた頃であったこともあり、「多様な働き方」施策の一環として導入された面がある。 

 

４．「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の活用 

ガイドラインについては、副業制度導入の際に制度設計をするうえで参考にしている（モ

デル就業規則等）。ただし、運用面では、副業で認める業務範囲の設定や、管理面で負荷がか

からない制度にする等、D 社独自の制度設計を行っている。 

 

５．自社の従業員が他社等で副業・兼業をする場合の状況 

5-1．副業・兼業の制度概要 

①副業・兼業の制度概要 

D 社では、社員は会社の許可を得た上で、勤務時間外において、他の職務を兼ね又は自己

の営業を行うことができる。D 社の顧客情報、社員情報、会社のリソースを利用した副業や、
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同社での通常勤務に支障をきたす恐れのある副業、レピュテーションリスクがある副業は禁

止されており、また勤務中やオフィス内での副業も認めていない。 

副業を認められている対象は、入社 4 年目以上の全社員（全職系・コースで申請可能）。 

副業として認める形態は非雇用に限定されている。 

副業の業務内容については、同社が金融機関であることから、同社と利益相反が生じえる

業務ではないことを条件としている。例えば、本業（金融関係）と関係のある副業は認めら

れない。また、危険業務も認めていない。なお、非雇用が前提のうえで、副業先（企業）に

ついての限定はしていない。 

副業の労働時間については、安全配慮のため、副業への取り組みを月 30 時間以内とし、副

業による深夜労働（22 時から 5 時）は禁止されている。申請書提出時に、労働時間の規定の

範囲内での業務であるかの確認をとっている。 

 

図表 副業の制度概要 

対象 入社 4 年目以上の全社員（全職系・コース）。 

副業として認め

る形態 

個人事業主やフリーランス等の他社(他者)から雇用されない形態 

禁止事項 D 社の顧客情報、社員情報、会社のリソースを利用した副業や、D 社での通常勤務に支障を

きたす恐れのある副業、レピュテーションリスクがある副業は認めない。D 社の勤務中や

オフィス内での副業は認めない。 

労働時間 安全配慮のため副業への取り組みを月 30 時間以内とする。 

副業による深夜労働（22 時から 5 時）は禁止とする。 

認定要件 利益相反が生じえる業務ではないこと（競業避止）、危険業務でないこと等 

※ヒアリングにより作成。 

 

②申請方法と運用状況 

副業の申請方法は、申請書を本人が記載したうえで、所属長に提出。所属長が申請書の記

載内容を本人にヒアリングした上で、記載内容に相違ないか確認し人事部に提出する流れと

なっている 

申請書の記載内容としては、契約体系、業務内容、報酬の有無、決まった副業先がある場

合は会社名、稼働日数（週何日程度、月何日程度等）、稼働時間（週何時間程度、月何時間程

度等）などがある。 

書式には、確認事項として禁止事項（副業が禁止されている業務内容ではないか、他社雇

用ではないか等）についてのチェック欄が設けられている。 

副業開始前に研修（E-ラーニング）の受講を課している。申請前研修は、制度概要や禁止

事項を学習することで、制度の理解のみならず禁止事項について認識してもらう機会となっ
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ている。また、副業開始以降も、副業の対象者には年 1 回、研修（E-ラーニング）の受講を

課している。 

副業者が副業制度の概要・禁止事項を理解していることを前提に申請を許可していること

から、人事部として副業の実際の労働時間数に関して確認はしていない。基本的には自己管

理の形で副業を許可している状況だという。ただし、先述のとおり副業開始以降は年に 1 回

の研修機会を設けており、その際に労働時間の上限などの制約が設けられていることを念押

ししている、という。 

 

5-2．副業・兼業の過去 1 年間の状況（事例、特徴）と労働時間管理 

①副業・兼業の過去 1 年間の状況 

過去 1 年間（令和 5 年度）の副業の許可実績は 100 件強。 

副業の内容の事例としては、これまで培ったスキルを活かしたインストラクター系や大学

院・セミナー講師、ウェブサイト運営事業、家業（家族関係）の役員、制作物の販売等など

様々。年齢や性別も様々で特徴といえるものはない。 

副業の期間も様々で、長期的に続けている者もいれば、スポットの副業で都度、申請して

いる者もいる。 

なお、副業の許可基準に利益相反のある副業が禁止されていることから、本業（金融）と

関係がある副業は一切認められていない。 

 

②副業・兼業者の労働時間管理 

副業が非雇用の形態でのみ許可されているため、副業者の労働時間の把握はしていない。

非雇用であるため、労働時間の通算（割増賃金の調整等）も不要である。副業先（企業があ

る場合）との労働時間関連の調整もしていない。 

 

③副業・兼業者の健康管理のための措置 

申請段階で所属長が副業申請者の副業内容等について把握していることから、所属長が副

業申請者の管理を行うことになっている。そのため、人事部として明確に副業者に対する健

康管理のための措置を講じているわけではない。 

 

④競業避止義務を定めている場合の禁止事項など 

D 社は利益相反にあたる副業を認めていない。競業他社の業務ではないことが申請時の確

認項目としても入っている。 

D 社は金融機関であるため、業種的に情報リテラシーに対する意識は非常に高く、「本業に

関わるようなことを副業でやってはいけない」という点は、リテラシー教育の中で社員に浸

透しており、自社と近しい業界で副業をしてはいけないという意識が根付いている。 
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5-3．副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題 

○副業の効果 

副業解禁以降、100 件以上の申請があがっている現状から、「社員のエンゲージメント向上

効果がある」という。 

 

○副業制度の課題 

副業制度の課題としては、「副業許可後、年 1 回の研修を実施しているが、実際に副業者と

直接、副業についてやり取りをする機会は多くない。制度利用者の声の把握は今後の課題だ

と考えている」という。 

 

６．他社から副業・兼業を受入れている場合の状況 

6-1．採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるか 

D 社は、採用選考時に他に本業をもっているかを確認をしている。「二重就業を禁止してい

る観点からも本業を持っているかどうかの確認を行い、かつ副業についての確認も必ずして

いる」という。例えば、D 社の採用選考時に本業を持っていた場合、「入社前に辞めてもらう」

という。 

 

6-2．他社からの副業・兼業を受入れている場合の状況 

D 社は、他社で本業を持っている者を雇用労働者として受け入れることはない。 

なお、非雇用（例えば、プロジェクト立ち上げ時のコンサル等の非雇用人材）としての受

け入れについては、「（必要があれば）通常の業務委託の形で対応しているので、副業で受け

入れるという形はないのではないか」との回答だった。 

 

6-3．副業・兼業者を受け入れたことによる効果・影響、課題、改善点 

副業・兼業者の受け入れについての考えなどについて尋ねたところ、「金融機関であるため、

情報漏洩、情報管理を重視している業種で、副業を受け入れることは難しい」との回答だっ

た。 
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事例５：E 社（小売業（コンビニエンスストア）） 

 

E 社（小売業（コンビニエンスストア）） 

 

ヒアリング実施日：2024 年 10 月 18 日 

インタビュアー：奥田栄二、郡司正人、奥村澪 

記録者：奥村澪 

 

１．企業概要 

E 社の業種は小売業。業態はフランチャイズシステムによるコンビニエンスストア事業（以

下、「コンビニ」という）。コンビニ事業は、フランチャイズ本部（E 社）とコンビニ店舗に

よって構成される。E 社は店舗を運営・経営するための、商品・物流・品質管理・マーケテ

ィングなどのさまざまなものを提供するフランチャイザーであり、フランチャイズ店（加盟

店。以下、「FC 店」という）とフランチャイズ契約を結ぶ。FC 店の雇用主はオーナーであ

り、E 社ではない。店舗のほとんどが FC 店であり、残り数％は E 社が直接経営している直

営店である（以下、「直営店」という）。 

主な職種としては、大きく分けて、①本社のバックオフィス業務（店舗開発、物流、シス

テム、経営企画、経理財務、管理（人事・人財育成・法務）等）、②スーパーバイザー（本社

と FC 店をつなぎ FC 店の経営コンサルティングや指導を行う仕事）、③直営店のスタッフ―

―がある。 

従業員数は全社で約 6,000 人で、そのうち約 4,600 人が正社員。職種ごとにみると、①バ

ックオフィス業務が約 3,000 人、②スーパーバイザーが約 2,000 人、③直営店スタッフ社員

が約 900 人となっている。 

なお、E 社では、新入社員の最初の配属は、基礎教育期間（1 年半～2 年）として、直営店

になる場合が通常である。その後の配属として、大半がスーパーバイザーを 3～4 年経験し、

その後は、スーパーバイザーを継続するパターンと、本社スタッフとして配属されるパター

ンに分かれるイメージである。 

 

２．労働時間管理制度 

適用労働時間制度は、通常の労働時間管理制度で、所定労働時間は 9 時～17 時 30 分の 7.5

時間勤務。直営店の場合、交替勤務（夜勤）あり。 

 

３．従業員に対して副業・兼業を認めた時期、経緯・背景等 

E 社は許可制で副業を認めている。副業を認めた年は 2020 年。 

「元々、（従業員に対して、）自分の会社に関わる仕事を一生懸命取り組むよう求めるスタ



 

－99－ 

ンスでやってきたため、（副業解禁も）積極的に副業を認めるという方向で動いていたもので

はなかった」という。 

副業を認めたきっかけは、2020 年頃の新卒採用時に趣味のイラストで収入を得ている学

生から、入社後も趣味の範囲内で活動を続け、イラストで収入を得ることは副業にあたるの

か問い合わせがあったため。偶然にもその年に他の新卒者から同じような申し出があり、そ

ういった学生から「副業を認めてくれなければ、入社が難しい」との声もあがっていた。こ

れが副業制度を検討するきっかけにつながった。 

検討段階で焦点となったのは、副業が雇用型であるかどうか。「やはり一番懸念していたの

は、時間外の算定。残業がうち（E 社）なのか向こう（副業先）なのか。その他にも、（労働

時間が）長くなったときの安全配慮義務はどうなるのかは、議論があった」。雇用型ではこれ

らの問題が生じうることから、「非雇用型であれば認めてもよいのでは」、との結論になった

という。 

副業希望の新卒者への対応として、同社では、副業申請書を提出してもらい、①非雇用で

あること②本業に影響をあたえない範囲の副業であること――について、会社が判断すれば、

副業を認める形となった。 

新卒者の採用時に副業を認めたことから、これを新卒者だけではなく、全社員にも適用す

ることとなった。社員向けに案内したところ、既存の社員からも副業の申請があがってくる

ようになった。 

 

（副業を認めた経緯） 

「積極的に副業を認めるという方向で動いたわけではない。元々、副業は認めておらず、要は、『自分の会社

で関わっている仕事を一生懸命やりなさい』というスタンスでずっとやってきた。ただ 2020 年ぐらいから、

新卒の採用で、学生で既にイラストとか書いていて、収入も得ているという趣味みたいな人が、ちらほらと

出始めた。そういう方たちから、『これは入社にあたって副業にあたりますか。本業には影響はないんで、

副業を認める形で入社できませんか』と（問い合わせがあった）。『それを認めてくれないなら、他の会社入

ります』、みたいな感じもあった。一応、そういう方には、本業に影響を与えないか、雇用型ではないかを

踏まえた上で、申請書を出してもらった。申請を受けて、会社が判断して OK となれば認めるという形。こ

れを認めた以上は、社員に向けても申請があれば受ける、と案内した。そのときに使った申請書を活用して、

既存の社員でもやりたい人がいれば、積極的ではないですけど、審査はしましょうということになった。実

は社員の中でも、執筆活動をしているとか、講演を頼まれて講演料が発生するとか、そういう人が出てきた。

それで、副業申請書を出してもらう形で管理し始めたというのがスタートです」 

 

４．「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の活用 

ガイドラインについては、副業解禁の制度導入の際に、特段参考にはしていない。 
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５．自社の従業員が他社等で副業・兼業をする場合の状況 

5-1．副業・兼業の制度概要 

①副業・兼業の制度概要 

E 社では、就業規則の中で、「許可なく他の企業の役員または社員となり、また事業を経営

したり、事業に従事することは禁止する」などと記載している。つまり、就業規則では、基

本的には、副業禁止が明確化されており、許可があれば、認めると解釈されている。E 社で

は副業の取り扱いを定めた規定は他になく、この一文が副業の取り扱いについての根拠とな

っている。 

就業規則上は細かく規定されていないが、副業の許可基準は、副業申請書に示されている

（この点につき後述）。 

副業は全社員が申請可能である。業務の範囲では制限はかけていない。 

副業として認める形態は、非雇用に限定されている（雇用型は禁止）。本業に支障がある場

合は許可しない。 

副業の業務内容については、同社がコンビニエンスストア事業であることから、同社と利

益相反が生じえる業務ではないことも制限がかかっている。例えば、本業（コンビニエンス

ストア事業）と関係のある副業（例：コンビニ他社）は認められない。競業の禁止、企業秘

密の漏洩も禁止されている。 

なお、非雇用が前提のうえで、副業先（企業）についての限定はしていない。 

 

②申請方法と運用状況 

具体的な副業の申請方法としては、社内イントラに掲載されている副業申請書を本人が記

載したうえで、所属長に提出。所属長は、申請書の記載内容を確認し、人事部に提出する流

れとなっている。最終承認は人事部長。基本的には申請書の記載内容のみに基づき許可の判

断をしている（記載内容に不明点があれば本人に確認する場合はある）。申請提出のタイミン

グは、その都度でも可能であり、年間を通して複数回案件が見込まれる場合は、まとめて申

請することも可能である。 

副業申請書の記載内容としては、①活動内容欄に非雇用型のチェック欄がある（非雇用型

しか選択できないため、雇用型は許可されないことになる）。チェックされた非雇用の副業に

ついては、②具体的な活動内容の記載欄がある。それ以外の記載事項として、③副業の活動

期間、④具体的な活動日・時間（週の活動回数や、見込みの時間（1 日○時間、週○時間、月

○時間、年○時間程度になりそうか等）、⑤報酬の見込額、⑥その他特記事項――がある。 

申請では、注意喚起の観点から、非雇用型でしか副業の申請が認められないことや、本業

に支障がでないようにすること、利益相反しない活動であることなどが強調されている。と

くに副業の活動日・時間は、本業に支障が生じないかの判断材料になっている。 

副業申請が認められて以降は、副業者が禁止事項等を理解をした上で許可を出しているこ
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とから、人事部として、副業の実際の労働時間数に関して確認はしていない。基本的には自

己管理の形で、副業を許可している状況である。 

 

（副業（起業含む）申請で本業に支障を来す場合があるかの確認点） 

「（副業の許可基準として、）要は、本業に本当に影響がないかを確認している。例えば、イラストを一生懸命

やっていて、毎日、平日 5 時間ぐらいイラストに費やさなければならない、という話になると、『本業の仕

事に身が入らなくなるのでは』『本業がおろそかになるんじゃないですか』、となる。起業という形になると、

本業がメインなのだから、兼業で（起業を）やれるのか（は確認する）。要は 7.5 時間、週 5 で本業で働い

てもらう前提で、（副業をして）本当に大丈夫なのかは、確認をさせてもらう。実際には、起業申請の場合、

（許可されている例としては）知り合いが一緒に会社作るので、共同経営者として出資をするとか、ほとん

どアドバイス程度（の業務内容）。役員報酬を、月何万円かもらう予定みたいなのが多い」 

 

図表 副業の制度概要 

対象 全社員。 

副業の形態 非雇用。 

禁止事項 本業に支障がある副業の場合は許可しない。 

企業秘密の漏洩の禁止、利益相反が生じうる業務ではないこと（競業避止）も制限してい

る。 

労働時間管理 非雇用のため労働時間管理の対象外。 

※ヒアリングにより作成。 

 

5-2．副業・兼業の過去 1 年間の状況（事例、特徴）と労働時間管理 

①副業・兼業の過去 1 年間の状況 

過去 1 年間（2023 年度）の副業の許可状況は 14 件。2024 年度では 10 月時点（年度途中

段階）で 13 件ほどになっており、「増加傾向にある」との認識である。 

副業の内容の事例として最も多いのは、キャリアコンサルティング。本社の人材開発担当

が、業務を通して取得したキャリアコンサルタントの資格を活かし、平日の夜や休日を使い、

単発の相談業務を行っている事例がみられる（14 件中 5 件はキャリアコンサルタント）。そ

れ以外は、外国人観光客のガイド、カメラマン、障害者の支援活動、外国人向けの日本語教

師、大学の特任講師、アイドル活動（ライブ出演等）など様々であり、個人の特技や趣味を

活かした活動がみられる。特徴としては、年齢は比較的高めで「50 代が多い」という。 

副業の収入では、高収入の者はほとんどいない。2023 年実績でみて、大学講師で年間約 20

万円が最も高く、アイドル活動で年 18 万円ほどだという。 

副業の頻度は、単発（スポット）の仕事が多く、毎週定期的に副業がある人はいない。 
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②副業・兼業者の労働時間管理 

先述のとおり、副業が非雇用の形態で許可されているため、副業者の労働時間の把握はし

ていない。非雇用であるため、労働時間の通算（割増賃金の調整等）も不要である。副業先

（企業の場合）との労働時間関連の調整もしていない。 

申請段階において、申請書で労働時間の確認はされており、本業に支障をきたすおそれの

ある副業は許可されないことから、副業での長時間労働は想定されていない。E 社としても、

副業の労働時間については、「本人の申請通り」との認識である。 

 

③副業・兼業者の健康管理のための措置 

申請段階において、所属長が副業申請者の副業内容、労働時間等について把握しており、

本業に支障をきたすおそれのあるような副業は許可されていないことから、健康障害に至る

ような副業はない前提である。そのため、健康管理のための措置はしていない。 

 

④競業避止義務を定めている場合の禁止事項など 

申請書の許可基準では、雇用型でないことや利益相反しない活動であることが明記されて

いる。 

同社の場合、利益相反が生じうる業態としては、例えば、コンビニ（他社）が想定される

が、申請書上で、雇用型を認めていないこと、利益相反にあたる活動を不可とする注意喚起

もされていることから、利益相反にあたる副業の申請はない（例えば、雇用型を認めていな

いことから、コンビニ（他社）の申請はない）。「実際に申請であがってくるのは、本業に関

係がなさそうなものばかり」という。 

 

5-3．副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題 

○副業の効果（メリット・デメリット） 

現時点で副業制度でメリットを感じているところはない。例えば、副業経験の本業へのフ

ィードバックや、離職者防止につながっている等の認識はない。副業制度を認めることで、

採用面での応募者数の増加につながるかについても、プラスに働く場合もあるかもしれない

が、その検証ができているわけではなく、制度導入により効果があるとの認識はない。 

一方、大きなデメリットも感じていない。デメリットについては、かつて、イラストレー

ターの副業者から副業の活動に時間を費やしたいため、通勤時間を要する店舗ではなく、自

宅近くの店舗で勤務したいという要望があった。こういった要望はこれ以降なかったが、副

業を理由として会社に対して配慮を求める点については、デメリットに感じたこともあった

という。 
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○課題 

副業制度の課題としては、副業制度の環境整備をどうするかがある。副業を認める社会的

な趨勢は強まると感じており、近年、E 社において、副業の申請数が増加傾向にあることか

ら、「自分の趣味を活かして、副業から収入を得ようとする社員は、今後も増えてくる」と想

定している。同社としては、積極的ではないが、ある程度、副業ができる環境を整えていく

必要があるのではないか、と感じている。 

 

（副業ができる環境整備） 

「（副業の申請数が高くなっていることをうけて）認めてあげた方がいいだろうし、結局あんまり厳しくする

と、『じゃあ辞めます』みたいな、『こういうことを認めてくれる会社へ移ります』となっても、もったいな

いので、積極的にってわけじゃないですけど、ある程度、門戸はちゃんと広げてというか、社員に向けて案

内をして、一応、雇用型でなければ認めてあげるというスタンスはやってもいいのでは（と思います）」 

 

また、E 社では、今年から（2024 年）、所定労働時間を 15 分短縮し 7.5 時間にしている。

所定労働時間が短くなると、労働者側からみると副業の時間を確保しやすくなることから、

労基法の通算規定でわかりやすい方法があれば、雇用型を一部認めるということも検討対象

になりうるかもしれない、との認識も示した。 

 

（所定労働時間の短縮と副業許可の関係） 

「（他社の事例では、）所定労働時間が短い会社の場合、割と雇用型（の副業）を認めている会社も一部あると

聞いている。所定が 7 時間の会社では、結果として月 20 時間ぐらい（雇用型の副業で）働かれても、残業

にはならない、という仕組みのもとで、結局、月 20 時間まで、雇用型を認めている会社もあったりする。

こういった観点からも、所定労働時間を短くすれば雇用型を一部認めるっていうのは、だんだんできるよう

になるのかもしれません。後は（労基法の）通算の規定の部分も、もうちょっと分かりやすい方法ができる

んだったら、（雇用型も）できる可能性があるのかな、と思いますね」 

 

雇用型の導入の課題について尋ねたところ、労基法の労働時間の通算規定に対応する困難

さはある、としている。E 社では、入社してから数年間は直営店スタッフとして勤務する。

1 店舗には社員が少なく、上長も近くにいないため、労働時間管理は本人任せになる場合も

ある。シフトによっては夜勤などの残業が発生することもあるなかで、雇用型の副業を認め

ると、長時間労働による過労死など、重大な健康リスクにつながることも考えられる。その

ため、「労働時間管理や安全配慮義務については、非常にナーバスになる」という 
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６．他社から副業・兼業を受入れている場合の状況 

6-1．採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるか 

①正社員の採用時における本業の有無の確認 

正社員の採用に際して、他に本業を持っていないかについて、E 社は、正社員採用では、

他に本業を持っていないかを確認している。就業規則で、副業を原則禁止しており、許可が

ある場合にのみ副業を認めているため、採用段階で、他に働いていないことを誓約書の形で

提出させている。 

 

②非正社員の採用時における本業の有無の確認 

非正社員の採用に際して、他に本業を持っていないかを確認しているかについては、E 社

の直営店において、「非正社員として副業者を受け入れたことがあるかもしれない」としてい

るが、「雇い入れ時に本業があるかどうかを確認していないのでわからない」と回答している。

同社の場合、直営店における、副業でのパート・アルバイトの掛け持ちタイプが相当するが、

「その実態は把握できていない」という。 

具体的には、直営店 1 店舗あたりに、15 人程度のアルバイトを雇うため、直営店のアルバ

イトは 8,000 人程度いる。直営店では、アルバイトの採用権限は店長にあり、本社人事課で

はない。この点で直営店の採用実態は見えにくい面がある。 

一方、直営店側からみると、「誰でも働いてくれれば歓迎で、副業をしている人ももちろん

歓迎になる」、という。つまり、店舗店長としては、アルバイト採用に際して、勤務日・時間

帯に働けることを確認することが重要で、その他の活動（本業の有無）までは把握していな

いであろうし、また、通算の労働時間についても把握はしていないだろう、ということであ

る。採用手続きの段階で扶養控除（異動）申告書の手続きで副業有無について把握できる可

能性はあるが、これは雇用後に気づくことがほとんどである。 

 

（直営店でのアルバイトの採用状況） 

「直営店では日々、人を雇ったり退職したりしている。その中では、直営店に入ってくるアルバイトが、本業

を持っている可能性は大いにあると思うんですね。コンビニのバイトならあり得ることなので。それが何な

のかってところまでは、ちょっと把握しきれていないという状況です。＜略＞（採用権限は）店舗の店長に

任せている。直営店 1 店舗あたり、大体 15 人から 20 人ぐらいアルバイトを雇いますから、そうすると（E

社直営店の全体では）大体 1 万人ぐらいアルバイトがいるはずです。そのアルバイトが、他の会社の正社員

で、副業でコンビニバイトしているっていうのは多分いるんだろう、間違いなくいるだろう、と思うんです」 

 

（直営店での採用時の副業者に対する認識） 

「特にもう、人が雇えれば、それが別に他で何をしている人だろうが、多分構わないっていうところで、直営

店は多分採用もしているでしょうから。誰でも働いてくれれば歓迎で、副業をしている人ももちろん歓迎、
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っていう感じではあるので。（略）（直営店のアルバイト採用では、）どれぐらい働けるのっていうのと、要

はその場合（他に本業がある場合）、本業の方は大丈夫なのってぐらいは、僕は結構聞いていると思うんで

すけど。ただ厳密に、その労働時間の通算ってところまで頭が働いているかっていうと、多分そんなことな

くて。（求職者から）『普通に夜勤やれます。いや、昼間実は働いているんですよ』、っていう話を聞いたと

しても、じゃあ通算しなきゃ、なんて思う店長は、多分いないと思うんですね。逆にそれがね、そういうこ

とになると（通算が必要となると）、雇っちゃ駄目ということになる。（だから、）アルバイトする本人も、

正直なこと、多分言わないと思うんですよね。それを言うことによって、採用されなくなっちゃう可能性も

あるわけだから。だから店長の方も、聞かない方が多分良かったし、アルバイトさんの方も、言わない方が

幸せってこともあるでしょうし。なんでその辺は、（通算規定を）分かっていて聞いてないんだか、分かっ

てないから聞いてないのかっていうのもあるでしょう。（この点は、）実態が、本社サイドから、あんまり見

えないところです」 

 

6-2．他社から副業・兼業を受入れている場合の状況 

①非正社員として副業・兼業者を受け入れている場合の労働時間管理 

直営店では、本業や他の仕事を持つ人をアルバイトとして雇っていることはありうること

としつつも、他に仕事（本業等）をしているかの確認はしておらず、それゆえ、労働時間の

通算もしていない。 

なお、E 社の直営店のアルバイトが、同社の他の直営店でアルバイトを掛け持ちするケー

スは稀にある、という。例えば、給与計算など事務手続きをする中で、「直営店 a」と「直営

店 b」での就労が生年月日や名前など同一人物であると識別できる場合である。このような

複数事業所での就労については、給与計算や税計算の関係で、同一人物とわかれば、労働時

間を通算している。 

また、人員不足など会社側の都合で、突発的に「直営店 a」のアルバイトを、「直営店 b」

にヘルプとして派遣するということもある。この場合は、勤怠管理では、労働者が所属して

いる「直営店 a」の方に付けることになる。 

つまり、複数の直営店舗間での就労がある場合、労働時間を通算し、所定労働時間を超え

れば割増賃金も支払っている。 

ただし、同じ E 社のアルバイトでも直営店と FC 店を掛け持ちする場合は、FC 店の雇用

主が違うため、労働者本人から申し出がない限り、労働時間の通算ができない、という。 

 

②非正社員として副業・兼業者を受け入れている場合の健康管理のための措置 

直営店では、本業や他の仕事を持つ人をアルバイトとして雇っていることはありうること

としつつも、その点の確認はしておらず、労働時間の把握もできていないことから、健康管

理の措置についても「わからない」としている。 

なお、店長が、普段のアルバイトを見ることで健康管理はできないか尋ねたところ、「店長
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もサラリーマンであり、7.5 時間✕週 5 日ぐらしか働かない。コンビニは 24 時間 365 日営

業をしているので、店長が全てのスタッフと毎月ちゃんと顔を合わせていられるかというと、

案外そうではない。場合によっては、この 2 か月で 1 回も会っていないスタッフというのも

発生することもある。日頃からスタッフの顔色をみて健康面を確認するのは難しいだろう」

との回答だった。 

 

6-3．副業・兼業者を受け入れたことによる効果・影響、課題、改善点 

副業・兼業者の受け入れに関する課題については、アルバイトの就労状況を把握しきれて

いないことから、労働時間の通算や働きすぎによる労働災害について懸念があることをあげ

ている。 

コンビニ業界は 24 時間営業のため、早朝（5 時～8 時）、準深夜（22 時～翌 1 時）、深夜

（翌 1 時以降～）など、様々な時間帯で短いシフトが組まれている。このような短いシフト

に合わせて働いてもらえる人を必要としており、他で仕事をしている人がサブ的にコンビニ

を選ぶことについても、「時間さえ合えば働いてくれることは歓迎」だという。 

その一方で、仕事を掛け持ちする人の労働時間を把握しきれていない現状についても指摘

している。「労働時間の通算は昔から、懸念点としてある」という。とはいえ、他で仕事して

いない人のみを雇うこと（副業者は採用しない）というのは、コンビニ業界では「非常に無

理な話」との認識も示した。 

現状では副業者の本業の就労状況を把握できていないことから、「本業で働いていて疲れ

ている状態でコンビニでも働き、労働災害などが発生してしまうことは懸念される」という。 

 

（副業者を受け入れるメリット・デメリット） 

「（仕事の掛け持ちでの副業も）時間さえ合えば働いてくれるんだったら、全然ウエルカムですよというのは、

（副業者受け入れの）メリットだと思う。ただ、デメリットは、全然、（仕事の掛け持ちの状況を）今、把

握できてないってだけなので、雇った人が、他ですごく働いていて、疲れた状態で、うちで働かれた後、や

っぱり過労死になった時に、どっちのせいになるの、と考えると、これは非常に懸念点としてはある。ただ、

コンビニの場合、いろんな時間帯のシフトを、回さなきゃいけないもんですから、他で仕事していない人を

雇うっていうのは、非常に無理な話なんです。＜略＞コンビニの場合、短い時間のシフトがあるので、そう

いった時間に、働いてくれる人っていうのは、主婦であれば一番簡単なんですけど、そうじゃない人もいる

はずなので、多分、そういう人たちとの、労働時間通算は、常にずっと昔からですけど、懸念はあると思い

ます」 
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事例６：F 社（小売業） 

 

F 社（小売業） 

 

ヒアリング実施日：2025 年 2 月 20 日 

インタビュアー：奥田栄二、郡司正人、奥村澪 

記録者：奥田栄二 

 

１．企業概要 

F 社の業種は小売業。小売店舗をチェーン展開している。大企業（従業員規模 1 万人以上）。

従業員のほとんどが店舗で勤務している。従業員の雇用形態はフルタイム正社員（週 40 時

間勤務）とパートタイム（週 40 時間未満）で分かれている。正社員の一部（管理職以上）に

年俸制正社員がいる。 

パートタイムは、週 20 時間以上勤務できることが採用条件。平均的には週 30 時間前後の

勤務の者が多い。 

 

２．労働時間管理制度 

本社は通常の勤務時間管理。店舗はシフト制（完全週休 2 日制）。 

 

３．従業員に対して副業・兼業を認めた時期、経緯・背景等 

F 社は、フルタイム正社員（週 40 時間勤務）については副業を原則禁止にしている。 

パートタイム（週 40 時間未満）については、もともと副業を認めていたが、2016 年にパ

ートタイムの就業規則に副業に係わる規程を追加している。改定した理由は、「（社会的に、）

副業がトピックとして話題になってきたため」。社会的な時流に合わせる形で、就業規則に規

定したようだ。 

パートタイムの就業規則では、「兼業・副業時には申告するものとし、F 社以外での勤務時

間を申告するものとします。労務提供上の支障があるとき、就業により、F 社の正当な利益

を害する場合には、兼業・副業禁止、または制限する可能性があります」、などと記載されて

いる。禁止規定として、企業秘密保持や競業避止についても規定がある。そのため、同社で

は、「競合他社」での副業を禁じている。 

 

４．「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の活用 

ガイドラインについては、参考にしているが、活用するまでにはいたっていない。 

 

  



 

－108－ 

５．自社の従業員が他社等で副業・兼業をする場合の状況 

5-1．副業・兼業の制度概要 

副業の対象となる従業員としては、フルタイム正社員（週 40 時間勤務）は原則禁止にして

いる。一方、パートタイム（週 40 時間未満）は副業を認めている。禁止事項としては、副業

先として「競合他社以外」としていることから、小売業での副業は禁止である。競合他社を

禁止しているのは、秘密保持の観点があるため。 

副業先の就業形態について特段に定めはない。副業先の企業限定はしていない。副業先に

おける労働時間の上限を設けているかについては、とくに定めはない。F 社のシフト管理・

勤務スケジュールの下で、それ以外の時間帯について副業で働くことを認めている形だ。 

副業に当たっての申請については、「兼業・副業に関する届け出 兼 誓約書」（以下、「申請

書」という）を設けている。申請書には、副業先の社名、住所、従事する内容、職務内容の

記載欄がある。 

 

5-2．副業・兼業の過去 1 年間の状況（事例、特徴）と労働時間管理 

①副業・兼業の過去 1 年間の状況 

過去 1 年間（2023 年度）の副業の件数は 45 件。これは、複数の会社で社会保険に加入す

る場合に要する「健康保険・厚生年金保険被保険者所属選択・二以上事業所勤務届」の手続

きで把握できた件数である。副業者が申請書をすべて提出しているわけではないことから、

実際は他にもいるかもしれない、との認識だった。 

副業先としては、外食産業の店舗店員や飲食店（自営）の家族従業員、倉庫内のピッキン

グ作業、塾の先生など様々。 

 

②副業・兼業者の労働時間管理 

F 社としては、パートタイムの雇用において、主として同社で働いてもらうこと（週 20 時

間以上勤務）を前提としている。繁忙期であれば 35～36 時間、閑散期であれば週 25～26 時

間働くイメージである。その半面、副業先で何時間働いているかまでは把握していない。副

業先（企業の場合）との労働時間関連の調整もしていない。 

パートタイムの採用時、応募者に対しては、F 社をメインとして働いてもらう旨を必ず説

明している。具体的には、「パートタイムの方を雇用するときには、『兼業・副業もちろん大

丈夫です』と伝える。ただし、小売業で完全シフト制で動くので、必ず（F 社を）メインと

して働いて欲しい、（副業先では）それ以外の時間で働いていただきたい」との説明を必ずす

る、という 

なお、採用時には、他社での副業が想定される場合（F 社が本業の場合）、副業先において、

労働基準法上、労働時間を通算して週 40 時間超では残業が発生することについて、応募者

に必ず説明する。ただし、求職者は、副業先において通算で残業が生じうることを理解して
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いない者が多いという。そのため、副業先で残業代が生じうることだけでなく、健康管理面

においても、各自の自己責任において、労働時間の把握をするように伝えている、としてい

る。 

 

③副業・兼業者の健康管理のための措置 

副業者の健康管理のための措置については、副業者に限ったことではないが、パートタイ

ムを含め全従業員に対して、毎年 1 回健康診断を実施している。深夜勤務者に対しては、年

に 2 回目の健康診断も実施している。これにより健康管理の把握はできている。診断結果に

より要再検査になった者に対しては、病院の受診も勧めている。 

 

5-3．副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題 

国の政策においてダブルワークが推奨されているが、社会保険の手続きが煩雑にならない

ようにしてほしいとの意見があった。副業している従業員に対する事務処理を適切に行う必

要性が増していることから、給与担当者、社会保険料の労務担当者に対しては、F 社として、

年 1 回のオンライン研修を実施している。手続き上の事務処理の負担が増えているため、副

業を認めることのメリットについては感じられない、としている。 

 

６．他社からの副業・兼業を受入れている場合の状況 

6-1．採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるか 

①正社員の採用時における本業の有無の確認 

正社員については、採用時に他に本業を持っているかを確認することがあるかを尋ねたと

ころ、正社員、パートタイムいずれも、本業の有無を確認している。 

正社員の場合、仮に、面接時に本業を持っていることがわかれば、「他社で働いている方を

雇用することはできないとはっきり説明する」という。 

また、パートタイムについても、同社をメインとして働いてもらうこと、シフトが組める

ことが前提となっており、「例えば、相手先企業の勤務が『木金土なんで、ここは働けません』

みたいな方がいる場合には、採用は控え、不採用とすることもある」という。F 社は、小売

業であるため、シフト管理や勤務スケジュールが必須の要件であり、それに対応できる人材

を確保する観点から、採用時に他に雇用されているかを確認し F 社で働くことを本業（メイ

ン）にできる者のみを採用しているようだ。また、副業者の許可基準に「競合他社以外」と

あることから、把握されている範囲において、競合他社（小売業他社）で働いている者は採

用対象ではない。 
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6-2．他社から副業・兼業を受入れている場合の状況 

①正社員として副業・兼業者を受け入れている場合の労働時間管理 

正社員については、採用時に本業の有無を確認しており、他にメインの仕事を持っている

者（他社で正社員で働いている者）はいない。 

 

②非正社員として副業・兼業者を受け入れている場合の労働時間管理 

パートタイムについては、F 社をメインとして働ける者が採用されていることを前提とし

て、他社で非正社員で働いている副業者が店舗にいる可能性はあるとの認識である。ただし、

先述のとおり、副業者の許可基準に「競合他社以外」があり、競合他社は採用対象ではない

ことから、把握されている範囲において、競合他社（小売業他社）からの副業者はいない。 

なお、これまでに副業者から労働時間通算で、F 社に対して残業代の請求を求められたこ

とは 1 度もない、としている。 

 

6-3．副業・兼業者を受け入れたことによる効果・影響、課題、改善点 

F 社では、採用面接時、パートタイムに対しては、シフト管理や勤務スケジュールにおい

て、柔軟な働き方に対応できる者のみを採用しているため、副業者であったとしても、特段

の問題はない。 

労基法の労働時間の通算規定については、「国が兼業・副業を推奨するようになっている

が、（副業先も含めた労働時間を）どうやって把握をするのか」との認識を抱いた、としてい

る。また、副業を含めた労働時間を自己申告で把握することについても困難だとしている。 
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事例７：G 社（外食産業） 

 

G 社（外食産業） 

 

ヒアリング実施日：2025 年 2 月 7 日 

インタビュアー：奥田栄二、郡司正人、奥村澪 

記録者：奥村澪 

 

１．企業概要 

G 社の業種は外食産業。多店舗展開している。大企業。事業所の形態は、店舗、工場、本

社があるが、ほとんどの従業員が店舗で勤務している。従業員の雇用形態は正社員とパート・

アルバイト等。 

 

２．労働時間管理制度 

正社員の適用労働時間制度は、1 か月単位の変形労働時間制。パート・アルバイトは時給

制のシフト勤務。 

 

３．「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の活用 

ガイドラインについては、パート・アルバイトにおいて、実態として副業・兼業者がいる

可能性があることから参考として一通り目を通しているという。 

また、ガイドラインについて、「現状では、実態として副業・兼業者が多くいる可能性があ

るものの、後から契約を結んだ会社が超過勤務（残業手当）を払わなければならないこと、

それは本人の自己申告に基づくもので、その自己申告の内容を副業先の会社に確認する必要

はないとされているが、それを会社のルールにして、副業・兼業者に申し出るよう求めるこ

とや、自己申告により残業代を支払うことは、なかなかできない」との認識も示した。 

 

４．自社の従業員が他社等で副業・兼業をする場合の状況 

4-1．副業・兼業の制度概要 

G 社は就業規則の服務規程で、会社の承認を得ないで、在職のまま他の会社などと雇用契

約を締結することや、役員となることはしてはならないとし、または自ら事業を経営しては

ならないことなどと規定している。同社としては、副業・兼業を推奨しているわけではなく、

実態として過去に、副業・兼業を認めたケースは無い（実態として、副業・兼業は禁止）。 

副業・兼業を推奨していない理由については、「（G 社は店舗を多く運営しており、）ほとん

どの正社員は店舗で勤務している。繁忙期や人手不足等から正社員に一定の残業が発生して

いる中で、個々の正社員に残業の極端な業務過多が発生しないように、同エリア内の正社員
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が他店舗のヘルプで対応するなど、助け合いながら、運営している。もし副業・兼業を積極

的に推奨してしまうと、副業・兼業者に対してヘルプでの調整配置が困難になる等、現場が

回らなくなる可能性があるため、推奨していない」という。 

外食業界は、店舗において繁閑の差が大きく、繁忙期に一定の残業も生じ、ヘルプも含め

た柔軟な配置が必要であることから、自社内で副業・兼業が増えること自体が、人員配置の

柔軟性を狭めることにつながるため、副業・兼業は推奨していないようだ。 

一方、非正社員は、副業・兼業について、就業規則で定めていない。実態として、パート・

アルバイトについては、副業・兼業者がいる可能性はあるが、その把握はしていない。 

 

4-2．副業・兼業の過去 1 年間の状況（事例、特徴）と労働時間管理 

正社員については副業・兼業の実績はない。パート・アルバイトについては、副業の状況

は把握していない。 

 

５．他社から副業・兼業を受入れている場合の状況 

5-1．採用に際して、他に本業を持っているかを確認することがあるか 

①正社員の採用時における本業の有無の確認 

採用時に他に本業を持っているかを確認することがあるかについては、正社員については

本業の有無を確認している。採用後は副業・兼業は認められないため、本業を持っている者

は採用対象ではない、ことになる。 

 

②非正社員の採用時における本業の有無の確認 

非正社員の採用に際して、他に本業を持っていないかを確認しているかについては、「雇い

入れ時に本業があるかどうかを確認していないのでわからない」との回答だった。ただし、

パート・アルバイトで他に収入がある者（他に主たる勤務先がある者）の場合は、扶養控除

（異動）申告書の税区分乙欄で申請されていることから、「乙欄で申請登録をしている非正規

の方はいるので、そういう方は他で収入があるんだなっていうことは、認識している」とい

う。 

 

5-2．他社から副業・兼業を受入れている場合の状況 

①正社員として副業・兼業者を受け入れている場合の労働時間管理 

採用時に本業の有無を確認しており、採用者には本業がある者はおらず、また、副業・兼

業も実態として禁止されていることから、正社員として副業・兼業者を受け入れていること

はない。 
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②非正社員として副業・兼業者を受け入れている場合の労働時間管理 

本業や他の仕事を持つ人をパート・アルバイトとして雇っていることはありうるとしつつ

も、例えば他に仕事（本業等）をしているかの確認はしておらず、それゆえ、労働時間の通

算や健康管理のための措置もしていない。 

ただし、他社で就業をしており、G 社の労働時間について残業申請の自己申告があった場

合は、残業代の支払いをしている。なお、実態上は、複数就業による残業申請の申し出はめ

ったにない、という。 

 

5-3．副業・兼業者を受け入れたことによる効果・影響、課題、改善点 

副業・兼業者の受け入れに関する課題については、労働基準法の労働時間の通算管理規定

について、「全員に対して通算管理をして、自己申告を元に払いなさいというのは現実的に難

しい」と指摘した。副業・兼業者を採用すると、通算管理をする前提になるので、割増賃金

を含めた給与の負担をしなくてはならないため、採用が難しくなるようだ。そのため、通算

管理規定の撤廃を求めている。通算管理が撤廃されれば、「社会人の副業先として、（G 社と

しても）採用が増えるのではないか」としている。 

具体的には、「本当に通算管理は撤廃していただきたいです。それによって、今働き方を抑

制している方がいるし、（企業からみても）本当であれば採用したいところを通算管理があっ

て、本業がある人は 2 割 5 分のプラスの賃金を払えないので採用できない、ということにな

る。通算管理がなくなれば今まで採用できなかった本業のある人を採用できる。（複数就業の

労働時間管理は）自己責任という考えになれば、特に非正規の方に対して、副業・兼業を気

にせず『社会人の方大歓迎』と言って、求人募集できる」という。 

なお、G 社は、残業時間の通算だけでなく、健康管理面での労働時間の通算管理について

も自己申告に基づく場合の通算の困難性をあげている。「健康管理についての労働時間の通

算については、結局、自己申告に頼る以上は把握できないのではないか」との認識である。

過重労働による従業員からの申し出があった場合には会社として産業医との面談など必要な

措置を講ずることはできるが、自己申告による労働時間の通算をもって、長時間労働に対す

る配慮をすることは、困難との考えである。 

同社は、正社員の労働時間管理について、健康管理の観点から 60 時間超、80 時間超の労

働時間になる社員に対してアラート発信を厳密に行っている。例えば、「今のペースで働くと、

60 時間超、80 時間超になる」社員に対して、事前にアラート発信することで、労働時間抑

制の配慮ができる仕組みだ。その意味では、同社単体では勤務時間の把握と長時間労働にな

りうる社員への配慮ができている。しかし、副業者の他社の分の労働時間を通算するとして

も、自己申告では、労働時間を通算して事前に長時間労働を予測し、長時間労働となる社員

に労働時間の配慮を行うことは難しい、との考えのようだ。 
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事例８：H 社（旅行業） 

 

H 社（旅行業） 

 

ヒアリング実施日：2025 年 3 月 11 日 

インタビュアー：奥田栄二、郡司正人、奥村澪 

記録者：奥田栄二 

 

１．企業概要 

H 社の業種は、旅行業を主とするサービス業。主な事業概要としては、旅行業、旅客鉄道

会社及びその他の運輸機関の乗車船券類の発売に関する事業、観光地の開発並びに旅行及び

観光施設に関する事業など。主な職種では、渉外営業、店頭販売、仕入造成、Web マーケテ

ィング、電話販売などがある。 

 

２．従業員に対して副業・兼業を認めた時期、経緯・背景等 

コロナ禍以前は、会社として副業を禁止又は推奨もしていなかったが、コロナ禍による業

績不振により社員の給与・ボーナスがカットされる中、社内から副業を希望する声が多くあ

ったため、副業のルールを明確化するガイドラインを令和 2 年度（2020 年度）に設け、副業

を行いやすい環境を整えた。 

ガイドラインを設けた当初は、経済的損失を埋める目的で副業をする社員が多かった。現

在は自分の得意分野の延長、NPO に参画して地域活性活動に従事するなど、自らのスキルや

キャリアを高めることを目的に副業している社員もいる。 

副業やボランティアなどの社外での活動を通じて、自分の好きなこと、自分の得意なこと

の経験を高めながら、社外でも通用する経験として自社以外における労務経験も持つことで、

社員自らがバリューを発揮し、定年後も見据えた主体的なキャリア形成がなされることを期

待している。 

 

３．「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の活用 

H 社のガイドライン策定に際して、厚生労働省の「副業・兼業の促進に関するガイドライ

ン」も参考にしている。とくに、副業に関する規定部分における禁止事項については、厚生

労働省・ガイドラインで示されているモデル就業規則の①労務提供上の支障がある場合②企

業秘密が漏洩する場合③会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある

場合④競業により、企業の利益を害する場合――について参考にした、としている。社内規

程においても、これらの事項はすべて盛り込まれている。 
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４．自社の従業員が他社等で副業・兼業をする場合の状況 

4-1．労働時間等の管理における工夫 

自社においても、副業先企業においても、労務管理の負担を軽減できるよう、社内ガイド

ラインにおいて、雇用による副業の場合は、管理モデルを導入することを社内ルールとして

いる。 

管理モデルの導入にあたっては、副業を希望する社員から、副業先に申し出ることとして

おり、これまで管理モデルの導入に関する問題が報告されたことはない。 

長時間労働にならないよう、社内ガイドラインにおいて、副業の形態（雇用／非雇用）を

問わず、副業の時間は 1 か月 35 時間を上限としており、雇用による副業の場合、副業先で

の労働時間はこの範囲内にしてもらっている。 

管理モデルを導入していることに加え、誓約書の提出も受けていることから、副業の形態

を問わず、副業の実施状況に過度の干渉しない方針をとっており、副業の実施時間は確認し

ていない。 

安全配慮の観点から、副業の時間も含めて、労働時間が長いことを把握している社員につ

いては、当該社員の上司が適宜ヒアリングを行い、健康状態を確認するようにしている。 

 

4-2．副業における禁止事項 

副業における禁止事項として、社業における労務提供上の支障を招くこと、社の資産や社

外一般に公開されていない会社情報（機密情報）等の利用、社の信用や職務上の権限または

地位を利用すること、社の利益を害する行為や社と競業する副業を行うこと。反社会的行為

の禁止などが記載されている。 

 

4-3．申請・承認の方法 

副業を希望する者が同社のシステム上で、副業に関する宣誓書に署名した上で申請し、会

社が承認する流れ。 

届出では、ガイドラインの規定にある禁止事項に抵触しないか、ガイドライン上の内容に

沿った副業であるかを、申請者自身がすべて自己チェックした上で、ガイドラインの内容を

遵守することを宣誓する誓約書をシステム経由で人事部に提出する。申請書式では、副業先

での就業形態（雇用者や非雇用、個人事業主、会社経営等など）や副業内容、副業をする期

間、副業先の労働時間――などの記載欄がある。会社側としては、申請時点で著しくガイド

ラインに抵触していることがなければ、基本的に届け出を受理し、副業が許可される形であ

る。届出があればほとんどが許可されているが、「業務と関連性がある顧客と副業をするケー

ス等では、個別に状況を詳しく聞いた上で、副業として許可できないなどの判断をすること

もたまにある」としている。 
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4-4．副業・兼業の実績（事例、特徴） 

過去 1 年間（令和 5 年度）の副業に従事する社員は全社員の 4％程度。 

副業の例としては、旅行業、ツーリズム産業にとどまらず、学校での講師業、コンサルタ

ント、家業の手伝い、アルバイト等、多岐にわたる。 

 

4-5．副業・兼業を認めることの効果・影響、実務上の課題 

副業制度の影響については、「デメリットは特に認識していない。むしろ、メリットの方が

大きい。当初、コロナ禍の時は収入増加を主な目的として始めていた社員が多かったが、今

は、収入増加だけでなく、社外での能力発揮や、自身の活動領域を広げていく等、スキルア

ップを目的としたものが結構多くなってきている。それが回り回って、本業での力の発現に

つながるメリットはあると考えている」という。 

一方、副業促進策の観点については、「やはり管理モデルの部分、要は就業時間や賃金の部

分は、（労働時間の通算があるため）送り出す側は良くても、受け入れる側でどう管理してい

くかは課題ではないか」との回答だった。「割増賃金の通算管理はハードルが高いと思う。労

働時間の通算の見直しを検討することは、良いのではないか。それが実現されれば、（副業の）

促進につながっていく可能性は大きいのではないか。一方、健康管理での労働時間の通算に

ついては、どのように管理していくかは、引き続きの課題だと思う」との回答だった。 

 

５．他社からの副業・兼業を受入れている場合の状況 

H 社は、他社から副業者を受入れたことはない。 
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